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Ⅱ 戦略推進プロジェクト

基本理念のもと、地域創生の実現に向けて重点的に取り組むべき課題への対応を｢戦略推進

プロジェクト｣として設定し、分野横断的に取組を推進する。

①若者・Z世代応援プロジェクト －望む学びや働き方が叶う環境づくり－

次世代を担う若者が、望む学びや働き方、暮らし方ができ、存分に力を発揮できる社会の

実現に向けた取組を推進

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

県立大学授業料等

無償化

兵庫の若者が学費負担への不安なく安心して希望する教育を受けるこ

とができる仕組みづくりのため、県立大学について県内在住者の入学

金及び授業料を無償化

1,380,629 総務

[拡]

県立大学における県

外生への支援

県立大学における、県外在住者の入学金及び授業料を支援 42,914 総務

[拡]

私立高等学校等生徒

授業料軽減補助

就学機会を確保するため、国の就学支援金に上乗せしている県単独加

算を拡充し、中間所得者層への経済的負担軽減を実施
1,097,455 総務

[新]

私立高校の魅力向上

にかかる検討会

15 歳人口の減少などの社会情勢変化を踏まえ、私立高校を取り巻く現

状の分析や課題を共有し、県下の私立高校が選ばれる学校となるため

の魅力向上策を検討

500 総務

[新]

高校生･受験生自習室

プロジェクト

公民連携等の枠組みを活用し自習室の設置を呼びかけ県内 1,000 席の

設置を目指す
0 企画

[新]

子どもの遊びの場

プロジェクト

県立都市公園等における遊び場等の整備や、スポーツ体験イベント等

を実施(予算は遊び場の充実のみ)
155,000

県民

まち

ひょうごミモザ企業

認定の推進

県内企業の更なる女性活躍推進に向け、ひょうご･こうべ女性活躍推

進企業(ミモザ企業)認定制度を普及促進
6,999 県民

[拡]

ひきこもり対策総合

支援事業

ひきこもり状態にある方の増加に加え、対象者の属性の多様化など支

援のあり方が複雑化していることから、ひきこもり対策を強化
21,098 福祉

[拡]

ヤングケアラー･若者

ケアラー支援事業

これまでの取組に加え、若者ケアラーの相談窓口におけるメンタルサ

ポート機能の追加に加え、市町との連携を強化する等、引き続き必要

な支援体制を構築する

17,344 福祉

[拡]

ケアリーバーへの支援

の充実

社会的養護経験者(ｹｱﾘｰﾊﾞｰ)の自立生活を支援するため、入所中から

将来の選択肢を広げ、学びや好奇心を満たす環境を整えるとともに、

大学進学への支援を実施

5,000 福祉

[新]

保育所等における食の

安全･安心推進事業

増加する食物アレルギー児へ対応するため、調理員等を加配する民間

保育所･こども園に対して支援を実施 13,248 福祉

参考資料２
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事業名 事業概要 事業費 部局

[新]

高校生保育の仕事や

りがい魅力体験事業

高校生による保育所等での仕事体験を通じて、将来の保育人材の確保

を図る
4,566 福祉

[新]

保育所等における要支

援児童等対策推進事業

要支援児童等への対応強化を図るため、基幹となる保育所等に専門職

の地域連携推進員を配置し、多様な子育て問題への対応や、関係機関

との支援体制を構築

44,528 福祉

[拡]

特定妊産婦等支援事業

(居場所確保･自立支援、

産前産後母子支援、課題

を抱える妊産婦支援プロ

ジェクト)

予期せぬ妊娠をはじめとする妊娠期から出産後の養育に支援が必要な

妊婦や妊婦検診を受けずに出産に至った妊産婦(特定妊婦等)に対し

て、自立に向けた一貫的な支援を実施

64,300 福祉

[拡]

不妊治療先進医療費･

通院交通費助成事業

不妊治療のうち、保険適用外である｢先進医療｣の治療費助成につい

て、県内だけではなく隣接府県の医療機関での先進医療受診者にも対

象を拡充

197,000 保健

[新]

産後ケア事業

産後の母子に対して心身のケアや育児の相談等を行う産後ケア事業

(市町が主体)について、新たに 1/4 を県が負担
132,040 保健

奨学金返済支援制度

若者の県内就職及び定着を促進するため、従業員の奨学金返済負担軽

減を行う企業等※に対して、費用の一部を支援

※本社が県内にある中小企業･社会福祉法人等

186,053
産労

福祉

[拡]

不妊治療と仕事の

両立支援の推進

(ひょうご仕事と生活

センター事業)

不妊治療と仕事の両立支援の取組について、企業向けの取組を強化の

うえ、全県的に推進
4,711 産労

[拡]

大学生等インターン

シップ推進事業

大学生への県内中小企業の魅力理解促進を目的とし、企業体験の実施

に加え､大学生のニーズや趣向を踏まえたインターンシップを新たに

実施し､マッチングを促進

39,220 産労

[新]

県内大学と地元中小

企業による小中学生

向け授業

(ひょうご科学塾実施事業)

高校進学･文理選択の前に、理系に興味を持つきっかけを作るととも

に、地元企業を身近に感じてもらえるよう、小中学生向けに県内大学

と中小企業が共同で出前授業(科学塾)を実施

3,741 産労

理工系人材獲得促進

事業

県内外の理工系大学及び学生と県内中小製造業とのマッチング機会を

創出し、理工系人材の獲得に向けた支援を展開
7,957 産労

高校生の県内就職

促進事業

就職を希望する高校生に加え、教員向けの取組を実施することで、地

元企業と学校が連携した高校生のキャリア形成支援と若手人材の確

保･定着を推進

8,543 産労

[拡]

外国人留学生等に対する

県内企業魅力発信事業

増加する外国人材と県内企業とのﾏｯﾁﾝｸﾞ機会を創出するため、外国人

留学生を対象とした合同企業説明会や、ﾍﾞﾄﾅﾑの現地でのｼﾞｮﾌﾞﾌｪｱの

開催、首都圏開催の合同企業説明会での兵庫県エリアの設置等の実施

により、取組を強化

28,631 産労
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事業名 事業概要 事業費 部局

[拡]

ひょうご外国人雇用

企業認定制度

外国人の受け入れが進む中、多文化共生を推進する先進県として、外

国人が安心して就職・定着できるよう、外国人を雇用する県内企業の

取り組みをチェックリスト方式で見える化する外国人雇用に関する企

業認定制度を創設

13,221 産労

[新]

多文化共生社会検討

実務者会議

今後益々の外国人県民の増加や多国籍化、在住地域の分散化が見込ま

れ、外国人が安心して暮らせる環境整備が急務であることから、関係

者の実務者会議を設置し、今後の取組を検討ﾞ

1,000 産労

[拡]

シン･建設業魅力

アップ事業

建設業への⼊職者を増加させ、持続的な発展につなげるため、建設業
で活躍する若年者や⼥性の動画を配信し、業界の PR を実施

3,156 土木

[新]

ドライブレコーダー

導入支援事業

女性や若年層など多様な担い手を確保するため、運行管理の高度化に

より、運転士の安全な労務環境を整備
3,000 土木

[拡]

子育て住宅総合支援

事業

子育て世帯や新婚世帯が暮らしやすい住まい･住環境の確保を図るた

め、住宅取得や子育て支援施設の開設等に係る費用の一部を支援
148,850 まち

[拡]

県営住宅における子

育て世帯への支援

(県住特会)

高齢化が進む県営住宅における多様な世代構成によるコミュニティを

活性化するため、ニーズの高い阪神間を中心に駅や学校等に近接した

住宅において子育て世帯向けリノベーション等を実施

284,000 まち

[新]

県立高校ふるさと

共創プロジェクト

高校生が地域資源を知り、見直しや活用について学びを深め、アウト

プットする機会、地域とのつながりの創出、地方創生に貢献する人材

育成を図るための取組を実践

77,000 教委

HYOGO グローバルリーダ

ー育成プロジェクト

①英語力向上のための

研究と実践

県内高校生の英語４技能の向上と CEFR(ｾﾌｧｰﾙ)A2 の目標達成を目指す

ため、英語力向上のための研究と実践指定校を設定し、BYOD 端末を活

用して、英語学習アプリと ALT による指導を効果的に融合させる授業

実践などを実施

12,960 教委

HYOGO グローバルリーダ

ー育成プロジェクト

②高等学校探究活動の

充実

大学等との連携を進め、課題発見力を高めて新たな学びに踏み出すな

ど、探究活動の充実を図り、自身の学びを深めるため、SSH 並の県指

定研究事業を推進

51,000 教委

[拡]

HYOGO グローバルリーダ

ー育成プロジェクト

③海外留学のサポート

異文化に触れ、興味･関心、意欲を高め、自身の学びの深化に繋げて

いるための生徒の留学を後押しするため、留学支援金を給付
41,559

総務

産労

教委

ひょうごの未来を担う

高校生等の部活動等応

援事業

部活動など学校生活を応援することで学校への愛着を形成し、シビッ

クプライドを醸成(備品等整備、グラウンドの芝生化)
406,000 教委

県立学校施設の環境

充実事業

学校施設の環境改善として、選択教室や体育館(避難所)の空調整備、

発展的統合に伴う整備など、施設の環境改善を集中的に実施
2,154,097 教委

[新]

県立学校教育環境向上事業

(個人用ロッカー等整備)

(R6.2 月補正計上分)

教育環境の向上のため、各校の状況に応じ、生徒個人用ロッカーや教

室等で使用する教育用具･備品の整備を集中実施
768,000 教委
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事業名 事業概要 事業費 部局

[拡]

体育館･講堂等の無線

LAN の環境整備

(R6.2 月補正計上分)

県立学校内のどの場所からでも BYOD 端末が活用できるよう、現在未

整備の体育館・講堂、職業学科実習室等の無線 LAN の整備を拡充
361,000 教委

新たな特別支援学校

の整備

県立特別支援学校における教育環境整備方針に基づき、豊岡聴覚及び

出石特別支援学校を発展的に統合するとともに、東播磨地域における

３校一体整備による狭隘化対策を実施

6,743,139 教委

[拡]

ひょうご不登校対策

プロジェクト

校内ｻﾎﾟｰﾄﾙｰﾑにおける不登校児童生徒への学習、生活の支援等、個に

応じた支援を実施。また、不登校児童生徒が民間の施設等学校以外の

場で学習を行う場合、授業料等を補助する市町を支援

297,300
教委

総務

[拡]

ｽｸｰﾙ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｽﾀｯﾌ配置

市町⽴⼩中学校教員の業務負担軽減を図ることを⽬的に市町⽴⼩中学
校に配置するスクール・サポート・スタッフの経費を⽀援

165,060 教委

県立学校業務支援員

配置

県立学校教員の業務負担軽減を図ることを⽬的に、授業準備等を担う、

県⽴学校業務⽀援員を配置
144,769 教委

[拡]

中学校部活動改革

推進ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

(休日部活動の地域移行

に向けた環境整備)

休⽇の部活動の地域移⾏に向けた環境の整備を推進するため、県にお
ける体制強化と市町における体制⽀援を実施

266,786 教委

[新]

自然学校応援事業

持続可能な自然学校の充実に向け、自然学校の魅力や意義を発信する

とともに、教員の業務負担軽減に向けた取組を実施
35,466 教委

②ひとりじゃないプロジェクト －社会的な孤独･孤立を防ぐ取組の強化－

深刻化する社会的な孤独･孤立を防ぐため、多様な主体と連携してつながりを広げる取組

を推進

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

[拡]

ひきこもり対策総合

支援事業(再掲)

ひきこもり状態にある方の増加に加え、対象者の属性の多様化など支

援のあり方が複雑化していることから、ひきこもり対策を強化
21,098 福祉

[拡]

ヤングケアラー･若者

ケアラー支援事業

(再掲)

これまでの取組に加え、若者ケアラーの相談窓口におけるメンタルサ

ポート機能の追加に加え、市町との連携を強化する等、引き続き必要

な支援体制を構築する

17,344 福祉

｢親なきあと｣を支え

るグループホーム

支援力強化事業

障害者等の｢親なきあと｣への支援強化として、重度障碍者等の受入を

目的とした施設改修費や、支援の質向上に向けた教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを実施
3,300 福祉
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事業名 事業概要 事業費 部局

[拡]

特定妊産婦等支援事業

(居場所確保･自立支援、

産前産後母子支援、課題

を抱える妊産婦支援プロ

ジェクト)

予期せぬ妊娠をはじめとする妊娠期から出産後の養育に支援が必要な

妊婦や妊婦検診を受けずに出産に至った妊産婦(特定妊婦等)に対し

て、自立に向けた一貫的な支援を実施

64,300 福祉

24 時間対応在宅介護

サービス参入促進

事業

独居を含む高齢者のみ世帯の在宅生活を支援するとともに、家族の介

護離職を防止するため、人件費、賃借料、単価差支援により、定期巡

回･随時対応型訪問介護看護及び看護小規模多機能型居宅介護の参入

を促進

54,542 福祉

孤独･孤立対策推進

事業

｢孤独･孤立対策推進法(R6.4.1 施行)｣に基づき、孤独･孤立対策に関係

する団体等による｢県版官民連携ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ｣を設置するとともに、市

町関係職員等への研修などを実施

442 福祉

[拡]

ケアリーバーへの支援

の充実(再掲)

社会的養護経験者(ｹｱﾘｰﾊﾞｰ)の自立生活を支援するため、入所中から

将来の選択肢を広げ、学びや好奇心を満たす環境を整えるとともに、

大学進学への支援を実施

5,000 福祉

[拡]

ひょうご不登校対策

プロジェクト(再掲)

校内ｻﾎﾟｰﾄﾙｰﾑにおける不登校児童生徒への学習、生活の支援等、個に

応じた支援を実施。また、不登校児童生徒が民間の施設等学校以外の

場で学習を行う場合、授業料等を補助する市町(設置者)を支援

297,300
教委

総務

③外国人｢第二のふるさと｣プロジェクト －外国人が安心して暮らし、働ける地域づくり－

地域に暮らす外国人が兵庫を｢第二のふるさと｣として、安心して暮らし、働ける環境の整

備に向けた取組を推進

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

[拡]

外国人留学生等に対する

県内企業魅力発信事業

(再掲)

増加する外国人材と県内企業とのﾏｯﾁﾝｸﾞ機会を創出するため、外国人

留学生を対象とした合同企業説明会や、ﾍﾞﾄﾅﾑの現地でのｼﾞｮﾌﾞﾌｪｱの

開催、首都圏開催の合同企業説明会での兵庫県エリアの設置等の実施

により、取組を強化

28,631 産労

[拡]

ひょうご外国人雇用

企業認定制度(再掲)

外国人の受け入れが進む中、多文化共生を推進する先進県として、外

国人が安心して就職・定着できるよう、外国人を雇用する県内企業の

取り組みをチェックリスト方式で見える化する外国人雇用に関する企

業認定制度を創設

13,221 産労

[新]

多文化共生社会検討

実務者会議(再掲)

今後益々の外国人県民の増加や多国籍化、在住地域の分散化が見込ま

れ、外国人が安心して暮らせる環境整備が急務であることから、関係

者の実務者会議を設置し、今後の取組を検討ﾞ

1,000 産労

外国人児童生徒の

ための学習支援事業
外国人生徒を対象に入学者選抜方法の工夫など学習機会を充実 19,851 教委

子ども多文化共生

教育支援事業

就学支援に関する各種多言語版資料の提供や、教育相談、情報提供等を行

う｢子ども多文化共生ｾﾝﾀｰ｣の運営や、日本語指導が必要な児童生徒等の母

語を話すことができる｢子ども多文化共生ｻﾎﾟｰﾀｰ｣を学校へ派遣

106,630 教委



Ⅱ 戦略推進プロジェクト

④五国の“ナリワイ”育みプロジェクト －地域の稼ぐ力と雇用力を高める取組－

地場産業や成長産業など兵庫に集積する多様な産業の競争力を強化し、地域の稼ぐ力と雇

用力を高める取組を推進

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

[新]

NEXT じばさん推進プ

ロジェクト事業

国内需要の減少や労働力確保等の課題を抱える県内地場産業の、産地

の現状を踏まえた戦略的計画策定と事業展開を支援
78,022 産労

[拡]

じばさん｢ひょうご国｣

世界発信ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業

万博開催に合わせて、ブース出展等による県内地場産業の PR イベン

トを実施
39,000 産労

[新]

次世代を見据えた

航空機産業新興支援

事業

県内に多くのｻﾌﾟﾗｲﾔｰ企業を有する航空機産業のポテンシャルを活か

すため、次世代の航空･宇宙産業に関するｾﾐﾅｰの開催や人材育成の取

組を実施

25,292 産労

[新]

ものづくり中小企業

における DX実践

モデル事業

DX 化アドバイザーの指導やサポートのもと、県内中小企業が実践する

DX の取組手法をﾓﾃﾞﾙ事例として広く普及することで、中小企業の DX

を促進

8,612 産労

[新]

｢ひょうごのスタート

アップ｣成長支援事業

県が認定することによりｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟに信用力を付与し、集中的な支援を

実施することで、県経済をけん引するようなｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟの創出
18,043 産労

[新]

ものづくりスタート

アップ創出･育成事業

起業家やｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ等の新たなﾌﾟﾚｲﾔｰによる｢ものづくり｣領域への参入

を促進するため、その創出や育成を支援する取組を実施
20,319 産労

｢兵庫テロワール旅｣

誘客のための受入

環境充実事業

体験型観光ｺﾝﾃﾝﾂを｢兵庫ﾃﾛﾜｰﾙ旅｣の趣旨に沿って深化させ、付加価値

を向上させるとともに、各種情報媒体を活用した情報発信を実施
29,326 産労

[新]

大阪・関西万博、神戸空

港国際化を契機としたイ

ンバウンド誘客強化事業

万博や神戸空港国際化等を控え、ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ客の増加が見込まれること

から、兵庫の魅力である｢温泉｣｢グルメ｣｢文化体験｣等を掛け合わせた

ﾂｱｰの造成やﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝを強化

11,300 産労

⑤ひょうご五国豊穣プロジェクト －｢農｣を核とした農山漁村の活性化－

農林水産業の生産向上や高付加価値化に取り組むとともに、｢農｣を核とした活気ある農山

漁村づくりを推進

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

[新]

ひょうご農村 RMO

推進支援事業

高齢化･人口減少により農村の弱体化が進行する一方、地域ならでは

の農産品や食文化、景観等の農業資源活かした、特色ある農村づくり

の取組を実施

28,928 農林



Ⅱ 戦略推進プロジェクト

事業名 事業概要 事業費 部局

[拡]

｢農｣イノベーション

ひょうご推進事業

農林漁業者と食関連事業者等が連携し、検討会やアドバイザー派遣等

による商品･サービスの開発への取組を支援
5,087 農林

ひょうごオープン

ファーム強化事業

持続性のある農林漁業経営の実現のため、人を地域に呼び込み、ひょ

うごの｢農｣への消費者理解を深め、伝える取組を推進
10,683 農林

[新]

｢HYOGO ブランド｣食

材のグローバル化

加速事業

世界を視野に入れた県産食材のﾌﾞﾗﾝﾄﾞ力強化のため、関西圏の飲食店

等での PR ｲﾍﾞﾝﾄの開催や、国内最大規模の展示会への出展支援、SDGs

商品を用いた食材ﾌｪｱの開催等の取組を実施

2,118 農林

[新]

有機農産物等の出口

対策事業

県産有機農産物等の需要拡大に向けて、量販店等への出荷･流通体制

を支援する取組を拡大
3,000 農林

[拡]

環境にやさしい農業

の面的拡大推進事業

環境創造型農業及び有機農業について、技術指導体制の整備やﾓﾃﾞﾙ地

域の育成支援、取組の｢見える化｣による地域一体となった取組を実施
93,368 農林

[拡]

有機農産物理解醸成

支援事業

県産有機農産物の気運醸成を図るため、学校給食関係者への啓発や児

童を対象にした産地学習会等を実施
2,992 農林

[新]

ひょうご酒米･日本酒

テロワール発信事業

｢伝統的酒造り｣のﾕﾈｽｺ無形文化遺産への登録見込を契機とした国内外

での日本酒需要の拡大が見込まれるため、プロモーションの実施や試

飲会等を開催

17,235 農林

[拡]

ひょうごの酒米海外

戦略推進事業

海外での日本酒需要の高まりを踏まえ、海外輸出促進や万博に合わせ

たインバウンド向けイベントの開催等の取組を実施
3,500 農林

[新]

外食産業と連携した産

地交流型食材 PR 事業

消費者等へ県産食材の更なる認知度向上･需要拡大を図るため、外食

産業と連携して県産食材の料理を提供するフェア及び生産者交流イベ

ントを開催

2,025 農林

[新]

県公式オンラインショ

ップの展開

県特産品の販売増等を目的とした EC サイトを開設し、販路拡大やブ

ランド強化の取組を実施
10,000 産労

[新]

スマート農業活用イ

ノベーション事業

県内でスマート農業の普及推進を図るため、農業者の育成や Web プラ

ットフォームによる技術導入の支援体制構築等の取組を実施
12,910 農林

[新]

DX 推進による但馬牛･

神戸ビーフ増産事業

生産ｺｽﾄ上昇による収益性の悪化から、但馬牛繁殖雌牛の飼養頭数が

減少傾向にあり、神戸ﾋﾞｰﾌの供給力低下の懸念があることから、DX 導

入による経営効率化や増頭対策として繁殖雌牛の導入支援を実施

22,500 農林



Ⅱ 戦略推進プロジェクト

⑥五国のご縁(五縁)プロジェクト －地域や人をつなぎ、新たな価値を創出－

地域で活躍するロールモデルの発掘し、交流を通じた地域や人をつなぐ縁を生み出すな

ど、地域創生の活動を広げる取組を推進

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

[新]

地域創生コラボレー

ションプロジェクト

県内で芽生えた地域創生に資する取組を五国に拡げるため、各主体が

地域を超えて交流するプラットフォームを構築するとともに先導的・

先駆的取組を公民連携で推進

18,885 企画

[新]

持続可能な多自然地域

づくりﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの強化

事業

地域支援人材の担い手不足が顕著であり、支援体制の底上げや外部人

材の活用が急務となっているため、多様な地域支援モデルの検討や、

地域づくり支援の担い手確保のための効果的な広報を実施

8,876 企画

地域×大学×企業の

ひょうご絆プロジェクト

地域課題の解決に向けて、地域づくりに取り組む地域団体と、大学や

企業が連携して実践する地域づくり活動を支援
10,453 企画

ひょうごフィールド

パビリオン SDGs 体験

型地域プログラム

磨き上げ事業

これまでの FP 磨き上げの取組検証やプレーヤー同士のネットワーク

強化、完成されたプログラムの商品化等、万博終了後の展開へつなが

る取組を実施

10,231 企画

ひょうごフィールド

パビリオン･プロモー

ション事業

ひょうご FP を国内外に積極的に PR し、認知度の向上と万博を契機と

した誘客を促進
76,361 企画

[新]

地域のネクストリー

ダー発掘プロジェ

クト

地域づくりのﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰである｢すごいすと｣の協力のもと、若者が地域

活動を体験し、地域活動への関心を高めることで、新たな地域人材の

発掘･育成を図るとともに、体験内容を発信し、広く若者の地域活動

への関心を向上

4,947 県民

SDGs HYOGO 青年チャ

レンジ事業

地域の若いﾘｰﾀﾞｰの育成のため、世代間交流の取組に重点をおいた団

体を支援し、若者と高齢者等の交流と通じた地域の活性化に繋がる取

組を実施

5,061 県民

[新]

HYOGO スポーツコミッ

ション(仮称)設立準備

官民連携のもとスポーツを通した地域活性化を促進する｢スポーツコ

ミッション｣設立を目指し、あり方検討を進める
1,500 県民

[新]

ｴﾘｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄによる官

民連携まちづくり

特定の地域で活動する民間団体等が主体となり、空き家のリノベーシ

ョン等によって収益を得ながら、地域価値の向上を図る活動による地

域の活性化や空き家活用を促進

9,446 まち

[新]

空き家流通促進支援

事業

空き家の流通を促進するため、その妨げとなっている家財道具･仏壇

等の処分に要する経費を支援
20,000 まち



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

Ⅲ 主要事業(令和７年度)

①全県的な取組方針

方向性１ 多様な学びや働き方が叶う社会を創る

■多様な学びの充実

(1) 次代を担う人材を育成する教育の推進

複雑化･多様化する社会において求められる資質･能力の育成に向けた学びの充実、郷土の自然や伝

統文化に触れる体験、地域住民との交流を通じたふるさと意識の醸成による豊かな人間性と社会性を

身につける教育を推進する

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

HUMAP(兵庫･ｱｼﾞｱ太平洋大学

間交流ﾈｯﾄﾜｰｸ)留学促進事

業の実施

大学生の海外留学(受入・派遣)及び県内大学で共同研究を行う海外研

究者に対して留学費用の一部を支援
45,686 総務

[新]

万博会場への子ども

の無料招待

県内企業と協働し、特別な学びの場となる大阪・関西万博に県内の子

どもたちを無料招待するため、学校行事として、万博会場への訪問を

希望する県内の学校へチケットを配布

43,539 企画

[拡]

ひょうご EXPO

DREAM BUILDERS

(子どもの夢プロジェクト)

万博という特別な機会に兵庫県の子どもたちが参加できる企画を実施し、

｢未来に対してワクワクする｣、｢楽しく学び、その経験が未来につながる｣

など、今までに無い経験や新しい価値観に触れる機会を創出

51,424 企画

アートで躍動Ｚ世代

文化部応援プロジェ

クトの実施

Ｚ世代をはじめとする若者の芸術文化活動を支援していくため、若者

の芸術文化作品の発表の場を新たに創出するとともに、部活動の地域

移行も見据えつつ、多様な分野で専門指導者による指導を実施

8,418 県民

プロスポーツクラブ等

と連携した地域活性化

プロジェクトの実施

プロスポーツクラブ等との連携により、子どもの試合観戦招待や選

手・スタッフによるスポーツ教室の開催など、子どもたちがスポーツ

に触れる機会を充実

60,000 県民

子ども・ユーススポ

ーツ推進プロジェク

トの実施

ふるさと納税の活用により、子どもを対象としたスポーツ教室やイベ

ント等の開催など、子どもたちがスポーツに触れる機会を充実
2,500 県民

[新]

終戦 80 年戦没者追

悼式

終戦 80 年の節目となる年に、戦没者への追悼の誠を捧げ、改めて恒

久平和を祈念するとともに、戦争の悲惨な体験を次代に伝承するため

の①全国戦没学徒追悼式と②兵庫県戦没者追悼式を実施

11,274 福祉

[新]

高校生保育の仕事や

りがい魅力体験事業

の実施

高校生による保育所等での仕事体験を通じた、将来の保育人材の確保 4,566 福祉

[新]

｢ひょうご科学塾｣の

実施

高校進学・文理選択の前に、理系に興味を持つきっかけを作るととも

に、地元企業を身近に感じてもらえるよう、小中学生向けに県内大学

と中小企業が共同で出前授業を実施

3,741 産労

[拡]高校生チャレンジ留学～

HYOGO 高校生｢海外武者修行｣応

援プロジェクト～(HYOGO ｸﾞﾛｰ

ﾊﾞﾙﾘｰﾀﾞｰ育成ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ③海外

留学のｻﾎﾟｰﾄ) (再掲)

留学先で個々の学びを深めるためにチャレンジする高校生を、県が官

民協働で支援し、兵庫で学び、グローバルな視点・能力を持ち国際的

に活躍する若者を育成

12,351 産労



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

事業名 事業概要 事業費 部局

[拡]

ひょうご不登校対策

プロジェクトの実施

(再掲)

校内ｻﾎﾟｰﾄﾙｰﾑにおける不登校児童生徒への学習、生活の支援等、個に

応じた支援を実施。また、不登校児童生徒が民間の施設等学校以外の

場で学習を行う場合、授業料等を補助する市町を支援

297,300 教委

悩み相談体制の構築

等の総合支援

いじめ、不登校、友人関係や進路、体罰だけでなく、子どものＳＯＳ

全般について児童生徒や保護者などの相談に応じる体制を構築し、こ

ころの悩みなどの解消や子どものＳＯＳの早期発見を推進

172,277 教委

青少年芸術体験事業

～わくわくオーケス

トラ教室～

芸術文化に親しむ体験活動の充実を図り、豊かな心を育成するため、

兵庫芸術文化センター管弦楽団による鑑賞公演を実施
127,292 教委

[新]

ひょうごフィールドパ

ビリオンを活用した体

験学習魅力発信事業

兵庫の子ども達のさらなるふるさと意識の醸成を図るため、校外学習

や体験活動に、ひょうごフィールドパビリオンを活用するモデルコー

スを広く発信し、各校での活用を促進

0 教委

[新]

自然学校応援事業

(再掲)

持続可能な自然学校の充実に向け、自然学校の魅力や意義を発信する

とともに、教員の業務負担軽減に向けた取組を実施
35,466 教委

環境体験事業

自然に対する畏敬の念をはじめ、命の大切さ、命のつながり、美しさ

に感動する豊かな心を身に付けさせるとともに、ふるさと意識を育む

ため、体験型環境学習を実施

90,085 教委

地域に学ぶ｢トライ

やる・ウィーク｣の

実施

社会的自立に必要な能力を育成するため、地域や自然の中で生徒の主

体性を尊重した様々な社会体験活動を実施
172,843 教委

地域人材を活用した

ひょうご学び支援事

業

｢確かな学力｣の育成を図るため、授業中や放課後に地域人材を活用し

た学習支援等を実施し、学力向上に向けた取組を促進
70,740 教委

[新]

県立高校ふるさと共

創プロジェクト(再掲)

高校生が地域資源を知り、見直しや活用について学びを深め、アウト

プットする機会、地域とのつながりの創出、地方創生に貢献する人材

育成を図るための取組を実践

77,000 教委

ＡＬＴ(外国語指導助

手)配置事業～グロー

バル・イングリッシ

ュ・プロジェクト～

県立高等学校及び中等教育学校へのネイティブのＡＬＴ(外国語指導

助手)の配置により、英語力向上と異文化理解を促進
784,712 教委

マイスター・ハイスク

ール事業

地域・企業・大学等と連携したネットワークを構築し、バッテリー人

材育成に向けたカリキュラム開発等の研究を実施
8,000 教委

HYOGO グローバルリーダ

ー育成プロジェクト①

英語力向上のための研究

と実践(再掲)

県立高校生の英語４技能の向上と CEFR(ｾﾌｧｰﾙ)A2 の目標達成を目指す

ため、英語力向上のための研究と実践指定校を設定し、BYOD 端末を活

用して、英語学習アプリと ALT による指導を効果的に融合させる授業

実践などを実施

12,960 教委

HYOGO グローバルリーダ

ー育成プロジェクト②

高等学校探究活動の充実

(再掲)

大学等との連携を進め、課題発見力を高めて新たな学びに踏み出すな

ど、探究活動の充実を図り、自身の学びを深めるため、SSH 並の県指

定研究事業を推進

51,000 教委



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

(2)教育環境の整備･充実

子どもたちの安心･安全を確保しつつ、質の高い学びや快適な学校生活を送る環境の実現を図るとと

もに、教育 DX の実現に向け ICT 環境の整備を推進する。また、教職員が心身共に健康で能力を発揮で

きる環境を整備するため、働きがいのある学校づくりを推進する

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

私立学校経常費補助

教育水準の維持向上､保護者負担の軽減及び学校経営の安定化を図る

ことで､私立学校の健全な育成と公共性を確保するため､私立高等学

校､中学校､小学校､幼稚園を設置する学校法人及び設置者に対し､経常

的経費を補助

18,807,652 総務

[新]

高校生･受験生自習室

プロジェクト(再掲)

公民連携等の枠組みを活用し自習室の設置を呼びかけ県内 1,000 席の

設置を目指す
0 企画

兵庫ひきこもり相談

支援センターの設置

ひきこもりの長期化等への対応の充実を図るため、青少年を中心に電

話及び来所、訪問によるｱｳﾄﾘｰﾁ型支援を行う兵庫ひきこもり相談支援

ｾﾝﾀｰを運営する。また、学校卒業者や退学者の孤立化を防ぐため、学

校との連携強化に取り組む

27,777 県民

[新]

県立学校教育環境向上事

業(個人用ロッカー等整備)

(R6.2 月補正計上分)(再掲)

教育環境の向上のため、各校の状況に応じ、生徒個人用ロッカーや教

室等で使用する教育用具･備品の整備を集中実施
768,000 教委

ひょうごの未来を担う

高校生等の部活動等応

援事業(再掲)

部活動など学校生活を応援することで学校への愛着を形成し、シビッ

クプライドを醸成(備品等整備、グラウンドの芝生化)
406,000 教委

県立学校環境充実事

業(再掲)

学校施設の環境改善として、選択教室や体育館(避難所)の空調整備、

発展的統合に伴う整備など、施設の環境改善を集中的に実施
2,154,097 教委

デジタル技術を活用

した県立学校業務の

効率化の推進

公立高等学校等インターネット出願・決済システムの運用、校務にお

ける生成 AI の活用、BYOD・一人一台端末を活用した成績処理業務等

により、県立学校の業務効率化を推進

0 教委

[拡]

ｽｸｰﾙ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｽﾀｯﾌ配

置(再掲)

市町立小中学校教員の業務負担軽減を図ることを目的に市町立小中学

校に配置するスクール・サポート・スタッフの経費を支援
165,060 教委

県立学校業務支援員

配置(再掲)

県立学校教員の業務負担軽減を図ることを目的に、授業準備等を担

う、県立学校業務支援員を配置
144,769 教委

[拡]

中学校部活動改革

推進ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

(休日部活動の地域移行

に向けた環境整備)

(再掲)

休日の部活動の地域移行に向けた環境の整備を推進するため、県にお

ける体制強化と市町における体制支援を実施
266,786 教委



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

(3)高校･高等教育の負担軽減

未来を担う若者が学費負担への不安なく、希望する教育を受けることができるよう、高校･高等教育

に係る教育費の負担軽減を推進する

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

[拡]

私立高等学校等生徒

授業料軽減補助(再掲)

就学機会を確保するため、国の就学支援金に上乗せしている県単独加

算を拡充し、中間所得者層への経済的負担軽減を実施
1,097,455 総務

[拡]

県立大学における県

外生への支援(再掲)

県立大学における、県外在住者の入学金及び授業料を支援 42,914 総務

県立大学の授業料等

の無償化の実施

(再掲)

兵庫の若者が学費負担への不安なく安心して希望する教育を受けるこ

とができる仕組みづくりのため、県立大学について県内在住者の入学

金及び授業料を無償化

1,380,629 総務

奨学金返済支援制度

(再掲)

若者の県内就職及び定着を促進するため、従業員の奨学金返済負担軽

減を行う企業等※に対して、費用の一部を支援

※本社が県内にある中小企業･社会福祉法人等

186,053
産労

福祉

(4)県内大学の機能強化

地域の｢知の拠点｣として、高度な専門性を持つ人材を育成するとともに、先端研究を通じた地域課

題の解決に資する研究推進など、地域の核となる大学づくりを進める

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

HUMAP(兵庫･ｱｼﾞｱ太平洋大学

間交流ﾈｯﾄﾜｰｸ)留学促進事

業の実施(再掲)

大学生の海外留学(受入・派遣)及び県内大学で共同研究を行う海外研

究者に対して留学費用の一部を支援
45,686 総務

専門職大学における

人材の養成

｢地域ﾘｻｰﾁ＆ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ(RIC)における地域課題の解決など、芸術文

化観光専門職大学の運営に必要な財源に充てるため、運営費交付金を

交付

978,509 総務



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

(5)学び直しの機会の充実

DX や技術革新、ビジネスモデルの変化に対応するためのリスキリングや、雇用の流動化に対応する

リカレント教育の取組を進め、人手不足への対策と生産性の向上を図る。また、誰もがいつでも学べる

生涯学習を推進し、豊かな人生の実現を支援する

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

いなみ野学園・阪神

シニアカレッジ等、

高齢者大学の運営

高齢者の地域社会での一層の活躍を促進するため、いなみ野学園や阪

神シニアカレッジ、県内５地域の地域高齢者大学において、活動意欲

や実践力を高める講座を提供

87,297 県民

地域しごとサポート

センター事業の実施

多自然地域を含む県内６地域に設置する｢地域しごとサポートセンタ

ー｣において、地域住民や地域団体等がビジネス的手法により地域課

題解決を図る取組を支援

34,731 産労

民間教育訓練機関等

への委託による離職

者等再就職訓練の実

施

離職を余儀なくされた者や再就職を目指す者等求職者の円滑な労働移

動、早期就職への支援を行うため、産業構造の変化や地域の求人・求

職ニーズに速やかに対応できるよう、民間教育訓練機関に委託して多

様な訓練を実施

1,510,467 産労

兵庫県立森林大学校

の運営

森林整備の即戦力かつ次代の森林管理のリーダーを養成するととも

に、地域と連携し多自然地域の活性化に貢献する人材の育成を図るた

め、専修学校｢兵庫県立森林大学校｣の機能を強化して運営

51,472 農林

(6)特別支援教育の推進 ※｢３ 寛容性を拡げる(P36)｣にて内容説明



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

■多様な働き方の実現

(1)多様な働き方の推進

一人ひとりのライフスタイルに合わせて柔軟に働ける環境を整備するため、テレワークやワーケー

ション、フレックスタイム等、ワーク･ライフ･バランスの推進を図るとともに、マルチワークや副業･

兼業など多様な働き方を促進する

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

ひょうご SDGs ﾜｰｹｰｼｮ

ﾝ･ｽﾀｰﾄ推進事業の実施

若者の SDGs や働き方への意識の高まり、企業の社会貢献活動へのニ

ーズを踏まえ、R6 年度に造成した２地域での｢ひょうご SDGs ワーケー

ション・プログラム｣の利活用促進に向けた普及啓発を行い、県内外

に広く PR

1,000 企画

ふるさと兵庫“すご

いすと”情報発信事

業の実施

県民のふるさと意識を喚起し地域活動の活性化を図るため、県内各地

で活躍する“すごいすと”等の紹介や、“すごいすと”の HYOGO の地

域づくりアドバイザーとしての派遣により、地域づくり活動団体等を

支援

11,028 県民

女性の就業サポート事

業

県立男女共同参画センター内の｢女性就業相談室｣における、個別相談

やハローワークと連携した職業紹介のほか、中小企業等の階層別女性

社員研修会等により女性の就業を促進

26,770 県民

医師の働き方改革強

化支援事業の実施

長時間労働医療機関への医師派遣の支援や、派遣元となる大学病院等

の勤務環境改善(ICT 化推進等)への支援、希望する病院への働き方改

革支援チームの派遣等により、医師の時間外労働の縮減対策を実施

735,944 保健

[拡]

不妊治療と仕事の

両立支援の推進

(ひょうご仕事と生活

センター事業)(再掲)

不妊治療と仕事の両立支援の取組について、企業向けの取組を強化の

うえ、全県的に推進
4,711 産労

県内企業のテレワーク

推進

ワーク・ライフ・バランスを全県的に推進し、県内企業のテレワーク

導入を推進するため、ICT アドバイザーによる技術的助言や相談のほ

か、設備整備費の助成など、ソフト・ハードの両面から支援を実施

150,000 産労

ひょうご仕事と生活

センター事業の推進

ワーク・ライフ・バランスの全県的推進拠点｢ひょうご仕事と生活セ

ンター｣及び地域拠点(阪神・姫路)において、普及啓発・情報発信、

相談、研修等を実施

158,918 産労

デジタル技術を活用

した雇用導入促進事

業

家庭の事情等による短時間勤務を求める女性や退職後の高齢者など、

デジタル技術を活用して多様な労働力を発掘し、就職へとつなぎ、県

内中小企業の人材確保を支援

6,140 産労

地域しごとサポート

センター事業の実施

(再掲)

多自然地域を含む県内６地域に設置する｢地域しごとサポートセンタ

ー｣において、地域住民や地域団体等がビジネス的手法により地域課

題解決を図る取組を支援

34,731 産労



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

(2)若者の起業促進

若者の新しい視点や発想による起業や創業を促進し、地域の雇用創出と活性化を図る

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

[新]

ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ創出促進事業

スタートアップ起業を目指す若者等のビジネスプランの実証支

援、起業・研究開発等の経費支援
25,352 産労

[拡]

起業プラザひょうごの

運営

若者等による起業・創業の機運を高めるため、ｺﾜｰｷﾝｸﾞｽﾍﾟｰｽ等、起業

の場を提供するとともに、県内学生や外国人留学生を対象とした起業

支援を実施

82,758 産労

若者起業人材育成事

業の実施

社会課題の解決に向け、起業も含め主体的に取り組む若者を育

成するため、県内大学と連携した取組に加え、県内各地の中高

生を対象に自ら課題を発見し、解決策を考える起業家精神養成

プログラムを実施

18,256 産労

起業家支援事業の実施
多様な人材が活躍しやすい環境を整備するため、新たなビジネ

ス創出に意欲的に取り組む者による起業と成長を支援
179,933 産労

地域しごとサポート

センター事業の実施

(再掲)

多自然地域を含む県内６地域に設置する｢地域しごとサポート

センター｣において、地域住民や地域団体等がビジネス的手法

により地域課題解決を図る取組を支援

34,731 産労

【主要指標・目標】

指 標 名 現 状 目 標(R7) 目 標(R11)

自校の魅力･特色を実感している生徒の割

合(高校)

－
R6 からの指標のため、

現状値なし

(R6目標は 80％)

81.0％ 85％

将来の夢や目標を持っている児童生徒の割

合

小 81.9％[82.4％]

中 64.2％[66.3％]

(R6)

全国平均以上

※[  ]が全国平均

全国平均以上

※[  ]が全国平均

県内大学卒業生の県内企業就職率
28.2％

(R5)
33.0％ 33.0％

仕事と生活の調和推進企業認定件数(累計)
510 社

(R5)
630 社 870 社

多様な働き方を選択しやすい社会だと思っ

ている人の割合

22.7％

(R6)
前年度を上回る 前年度を上回る



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

方向性２ 居場所と役割を創る

■セーフティネットの構築

(1)｢孤独･孤立｣対策による地域支援体制の強化

社会問題の要因となり得る｢孤独・孤立｣に対応するため、課題を抱える人への支援を強化する。併せて、

市町や NPO と連携して地域での居場所づくりを推進し、一人ひとりの生活を支える体制を整備する

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

[新]

再犯防止･再生支援

に向けた出所者等の

孤立防止･居場所づ

くり事業

再出発を目指す者の｢居場所｣を設定し、そこに集う者に直接支援を届

けるとともに、直に生きづらさの理由や支援ニーズを聞き出す機会を

設け、今後の施策に反映させる。また、再出発を目指す者を地域で受

け入れるために必要な情報等を発信し、社会全体で更生支援の気運を

醸成

2,313 県民

犯罪被害者等への支

援の充実

犯罪被害後に直面する経済的な負担を軽減することを目的とした見舞

金制度や初診料の補助を始めとする公費負担制度等を適切に運用し、

犯罪被害者等の負担を軽減

17,531
県民

県警

権利擁護支援体制整

備・拡充事業の実施

成年後見人等の権利擁護の担い手が不足する中、尊厳のある本人らし

い生活の継続が支えられるよう、権利擁護支援体制の拡充と担い手養

成を段階的に実施

5,718 福祉

孤独･孤立対策推進事

業(再掲)

｢孤独･孤立対策推進法(R6.4.1 施行)｣に基づき、孤独･孤立対策にあた

る関係機関等による｢県版官民連携ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ｣を設置するとともに、

関係職員等への研修などを実施

442 福祉

ＤＶ防止・被害者保

護推進強化事業

配偶者に対する人権侵害や、子どもの人格形成に重大な影響を与える

DV を防止するため､市町､NPO 等と連携して防止対策を実施
31,438 福祉

[拡]

課題を抱える妊産婦

支援プロジェクト

特定妊婦等を出産から自立まで支援するとともに、実家のように頼れ

る居場所に出会えるきっかけをつくるなど、自立や夢の実現を応援
5,300 福祉

[新]

｢親なきあと｣を支える

グループホーム支援力

強化事業(再掲)

民間事業者の新規参入増等によりｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑの量的充実が進む現状を

踏まえ、ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑの直接処遇職員の資質向上を目的とした研修を実

施

3,300 福祉

[拡]

ひきこもり対策総合

支援事業(再掲)

ひきこもり状態にある方の増加に加え、対象者の属性の多様化など支

援のあり方が複雑化していることから、市町単独での対応が困難な案

件について、市町職員が自宅等を訪問する際の同行支援等を行う専門

職を圏域ごとに配置し、市町への後方支援を強化

21,098 福祉

依存症にかかる自助

グループ活性化及び

啓発促進等事業

依存症に関する正しい知識の理解を進め、適切な支援につなげるた

め、自助グループ等民間団体が行う取組への支援や、効果的・効率的

な啓発を実施

10,530 福祉



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

事業名 事業概要 事業費 部局

心の悩みの相談体制

の充実

悩みや不安を抱えている人、自殺を考えている人やその家族等周りの

人が、必要な時に適切な相談を行えるよう、相談体制を整備
67,700 福祉

｢親なきあと｣を見据

えた在宅障害者等へ

の支援

在宅障害者・保護者の希望する暮らしの実現に向けた選択肢の提供及

び、相談へと繋げるきっかけづくりを目的とした説明会を開催
1,000 福祉

(2)課題を抱える子ども･若者への支援

課題を抱える子どもや若者への支援を行うとともに、安心して集い、学び、成長できる環境を提供

することで、社会的孤立を防ぎ、健全な育成を促進する

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

兵庫ひきこもり相談

支援センターの設置

ひきこもりの長期化等への対応の充実を図るため、青少年を中心に電

話及び来所、訪問によるアウトリーチ型支援を行う兵庫ひきこもり相

談支援センターを運営する。また、学校卒業者や退学者の孤立化を防

ぐため、学校との連携を強化

27,777 県民

子ども食堂・ヤング

ケアラー等応援プロ

ジェクト

貧困家庭等の子どもの支援や、ヤングケアラーの家事負担軽減等を推

進するため、ふるさとひょうご寄附金を活用し、子ども食堂の開設支

援や弁当の配食等を実施

16,742 福祉

[拡]

ヤングケアラー・若

者ケアラー支援事業

(再掲)

ヤングケアラー・若者ケアラーの早期発見、悩み相談、福祉サービス

への円滑なつなぎ等のための支援を実施するとともに、市町における

支援体制を推進

12,064 福祉

[新]

保育所等における要

支援児童等対策の推

進(再掲)

要支援児童等への対応強化を図るため、基幹となる保育所等に専門職

の地域連携推進員を配置し、多様な子育て問題への対応や、関係機関

との支援体制を構築

44,528 福祉

[拡]

地域子育て支援拠点

事業の実施

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てにつ

いての相談、情報の提供、助言その他の援助を行う市町に対し、事業

に要する経費の一部を補助

457,593 福祉

[拡]

里親・特別養子縁組

制度の推進

里親等委託率向上と里親支援の一層の充実を図るとともに、児童相談

所(こども家庭センター)の業務負担を軽減するための民間委託を推進

し、公民連携のもと里親・特別養子縁組制度を推進

222,535 福祉

[拡]

児童養護施設や里親

の下で育つ子ども応

援プロジェクト

児童養護施設や里親委託など社会的養護の下で育った子どもたちの将

来が、生まれ育った環境で左右されないよう、自立や夢の実現を支援
19,770 福祉



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

事業名 事業概要 事業費 部局

[拡]

ケアリーバーへの支

援の充実(再掲)

社会的養護経験者(ｹｱﾘｰﾊﾞｰ)の自立生活を支援するため、入所中から

将来の選択肢を広げ、学びや好奇心を満たす環境を整えるとともに、

大学進学への支援を実施

5,000 福祉

[拡]

ひょうご不登校対策

プロジェクト(再掲)

校内サポートルームにおける不登校児童生徒への学習、生活の支援

等、個に応じた支援を実施。また、不登校児童生徒が民間の施設等学

校以外の場で学習を行う場合、授業料等を補助する市町を支援

297,300
教委

総務

悩み相談体制の構築

等の総合支援(再掲)

いじめ、不登校、友人関係や進路、体罰だけでなく、子どもの SOS 全

般について児童生徒や保護者などの相談に応じる体制を構築し、ここ

ろの悩みなどの解消や子どもの SOS の早期発見を推進

172,277 教委

(3)生活困窮者への支援強化

生活困窮者に対する生活相談、就労準備、住宅確保への支援や、生活保護世帯への自立支援プログラム

を通じた支援を提供し、地域で安定した生活を確保するための取組や教育費支援を推進する

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

生活困窮者世帯の子

どもを地域で支援

貧困連鎖を防止するため、地域の住民、団体等が協力して、進学をあ

きらめず、将来自立した生活ができるよう学習や生活習慣の獲得を支

援

10,867 福祉

■誰もが活躍できる地域の実現

(1)高齢者･障害者の社会参加の促進

年齢や障害の有無に関わらず、誰もが持てる能力、経験、意欲を活かし、自立した生活ができるよ

う、学ぶ場や就労環境の整備を進める。また、バリアフリー化等を推進し、住み慣れた地域で安心し

て生活できる環境を整備する

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

高齢者等就労支援事

業の実施

元気高齢者やひょうごケア・アシスタント登録者等に対し、｢介護職

員初任者研修｣及び｢生活援助従事者研修｣の研修受講料の支援や、介

護保険施設等との就労のマッ チング支援を実施

9,050 福祉

[新]

強度行動障害集中的支

援実施体制整備事業

関係機関と連携を行いながら、状態の悪化した強度行動障害を有する

児者への集中的支援を実施する広域的支援人材の派遣調整を行う強度

行動障害に関する専門人材の配置

5,218 福祉



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

事業名 事業概要 事業費 部局

｢親なきあと｣を見据え

た在宅障害者等への支

援(再掲)

在宅障害者・保護者の希望する暮らしの実現に向けた選択肢の提供及

び、相談へと繋げるきっかけづくりを目的とした説明会を開催
1,000 福祉

[拡]

高次脳機能障害支援

体制強化事業

高次脳機能障害者に対し、それぞれの生活の段階に応じた支援や受け

皿の開拓・連携を推進
17,908 福祉

障害者ピアサポート

研修事業

自らの障害や疾病の経験を活かし、障害当事者に対する相談・助言等

を実施するピアサポート活動を通じて、障害者の地域移行等を促進す

るため、ピアサポーター養成研修を実施

3,000 福祉

軽・中度難聴児補聴

器購入費等助成事業

の実施

公的援助(補装具支給制度)が受けられない軽・中度難聴児に補聴器購

入費用を助成することにより、幼少期や学齢期における言語の獲得や

コミュニケーション能力の習得を支援

7,090 福祉

ひょうご・ユニバー

サルデイの開催

2025 大阪・関西万博に向けて取り組んできた障害者の社会参加支援の

より一層の広がりを目指して、万博のテーマウィークと連動し、ユニ

バーサル社会づくりの推進に向けたイベントを実施

(開催日：R7.8.9、場所：尼崎市記念公園ベイコム総合体育館)

561 福祉

工賃向上事業

就労継続支援 A 型・Ｂ型事業所に対して、専門家派遣や研修会を実施

し、経営層等の意識改革を含めた支援を行うことにより、県内事業者

の工賃向上及び経営改善を図るほか、万博期間中の｢ひょうご楽市楽

座｣の会場で、県内障害福祉サービス事業所で作られた商品を幅広く

ＰＲし、更なる認知度を向上させるため販売会を実施

1,585 福祉

いのち輝くユニバー

サルひょうごづくり

機運醸成事業の実施

2025 年開催の大阪・関西万博に向け、県民の障害者に対する理解促

進のための講座の実施など、多様な人々が誰一人取り残されることな

く、安心して万博に参加できる基盤づくりと支え合う社会の構築に向

けた取組を実施

12,750 福祉

ユニバーサルなスポ

ーツ施設調査・検討

事業の実施

パラスポーツの振興を図るため、｢ユニバーサルなスポーツ施設検討

会｣において、引き続き、障害者、健常者がともに使いやすい｢ユニバ

ーサルなスポーツ施設のあり方｣を検討

433 福祉

障害児等職業体験事

業の実施

2025 大阪・関西万博のテーマである｢いのち輝く未来社会のデザイン｣

を実現するため、大阪・関西万博｢TEAM EXPO 2025｣プログラムの共創

パートナーとして参画している｢キッザニア甲子園｣での職業体験を通

じて、未来の夢を育む機会を提供

5,200 福祉

パラスポーツ拡大推

進プロジェクトの推

進

障害の有無に関わらずともに楽しむことができるスポーツの普及拡

大、国際大会等で活躍できるパラアスリートの育成等の取組を推進
38,853 福祉

ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾂｰﾘｽﾞﾑの推

進

年齢や障害の有無等に関わらず様々な人が気兼ねなく旅行を楽しめる

ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾂｰﾘｽﾞﾑを推進するため、宿泊施設へのｿﾌﾄ・ﾊｰﾄﾞ支援による受

入体制の強化や、ﾓﾆﾀｰツアー等による情報発信を実施

14,210 産労

シルバー人材センタ

ー事業費補助

定年退職後等の高年齢者の就業ﾆｰｽﾞに対応した臨時的・短期的な就業

機会の拡充 を図るとともに、高年齢者の生きがいづくりや、社会参

画を推進するため、(公社)県ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ協会の運営の支援や、ｾﾝﾀ

ｰ間の広域的な受注開拓に係る事業を支援

8,240 産労



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

事業名 事業概要 事業費 部局

障害者雇用就業・定

着拡大推進事業

県内 10 圏域に設置の障害者就業・生活支援センターに推進員等を配

置し、障害者の実習・就職先の開拓や就職相談等を実施するととも

に、特に支援が必要な精神・発達障害者に対し、職場定着等を支援

52,473 産労

ひょうごジョブコー

チ推進事業の実施

国が定める養成研修により養成したひょうごジョブコーチ等が、障害

者が働く職場を訪問し、障害者及び事業所双方に対し、障害特性に応

じた伴走型支援を実施

35,485 産労

ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾂｰﾘｽﾞﾑ推進

エリア形成促進事業

の実施

高齢者・障害者等による回遊性を高める｢面｣での取組を促進するた

め、地域を挙げてユニバーサルツーリズムに取り組む｢ひょうごユニ

バーサルツーリズム推進エリア｣に対して、地域ぐるみの取組をモデ

ル的に支援

32,000 産労

公共交通バリアフリ

ー化促進事業の実施

公共交通事業者が行う鉄道駅舎へのエレベーターやスロープの設置、

高齢者や障害者等、すべての人が乗り降りしやすいノンステップバス

等の導入を支援

272,869 まち

【主要指標・目標】

指 標 名 現 状 目 標(R7) 目 標(R11)

不登校児童生徒が学校内外の機関等で専門的な

相談･指導等を受けた割合[小･中]

46.3％[61.2％]

(R5)

全国平均以上

※[  ]が全国平均

全国平均以上

※[  ]が全国平均

住民主体の通いの場への高齢者参加率
9.1％

(R3)
11.6％ 11.6％

孤立しがちな人を生まないように気に

かけあう社会であると感じる人の割合

10.4％

(R6)
前年度を上回る 前年度を上回る

職場や学校、家庭以外に安心感や充実感が得ら

れる場があると思う人の割合

38.4％

(R6)
前年度を上回る 前年度を上回る

高齢者(65 歳～74 歳)の有業率
37.3％

(R4)
- 41.2％

障害者雇用率[法定雇用率]
2.47％

(R6)
2.5% 2.7％



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

方向性３ 寛容性を拡げる

■多様性を尊重する社会づくり

(1)外国人の活躍支援

外国人労働者が労働環境の改善等により、安心して就職･定着できる仕組みを構築するとともに、外

国人留学生･企業向けの相談窓口を設置し、採用から職場定着までを一貫して支援する体制を整備する

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

外国人介護人材受入施

設における環境の整備

特定技能外国人等が介護福祉士資格を取得するために要する経費を支

援するほか、外国人介護人材が円滑なコミュニケーションを図るため

の多言語翻訳機の導入を支援

25,000 福祉

外国人介護人材受入

環境の強化

県内外の日本語学校に在籍している外国人留学生への働きかけを行う

進路説明会の開催や、養成校で学ぶ留学生の定着支援、外国人介護人

材の介護技術等向上のための研修を実施

10,808 福祉

[拡]

ひょうご外国人雇用

企業認定制度

外国人の受け入れが進む中、多文化共生を推進する先進県として、外

国人が安心して就職・定着できるよう、外国人を雇用する県内企業の

取り組みをチェックリスト方式で見える化する外国人雇用に関する企

業認定制度を創設

13,221 産労

[拡]

外国人留学生等に対す

る県内企業の魅力発信

(再掲)

増加する外国人と県内企業とのﾏｯﾁﾝｸﾞ機会を創出するため、外国人留

学生を対象とした合同企業説明会やﾍﾞﾄﾅﾑ現地でのｼﾞｮﾌﾞﾌｪｱの開催、

首都圏で開催の合同企業説明会での｢ひょうごｽﾄﾘｰﾄ｣の設置等、取組

を強化

28,631 産労

外国人雇用 HYOGO サ

ポートデスクの設置

外国人の受け入れを希望する企業に対して円滑な外国人雇用を支援す

るため、セミナーを通じて外国人雇用に関する制度理解を進めるとと

もに、サポートデスクの設置による相談等を実施

18,182 産労

[拡]

技能実習生の技能検

定受検機会の充実

技能実習生が特定技能１号に円滑に移行できるよう、外国人向けの技

能検定における受検機会の拡充
9,973 産労

外国人留学生採用ワ

ンストップ支援事業

高度な技術力や知識を有する外国人留学生の県内就職を促進するた

め、相談窓口の設置やセミナーの開催等による支援を実施
6,163 産労

(2)外国人の暮らしへの支援体制の強化

国籍を問わず全ての県民が地域の構成員として支え合い、安全で安心な生活を送れるよう、多言語対

応の相談体制を充実するとともに、医療･福祉･教育など生活情報の発信を強化し、地域での多様な交流

を促進する



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

[新]

多文化共生社会に関

する実務者会議の設

置(再掲)

今後益々の外国人県民の増加や多国籍化、在住地域の分散化が見込ま

れ、外国人が安心して暮らせる環境整備が急務であることから、関係

者の実務者会議を設置し、今後の取組を検討

1,000 産労

ひょうご多文化共生

総合相談センターの

運営

外国人県民の各種相談に 24 言語で対応するとともに、NGO との連携に

よる週末相談を実施
45,640 産労

外国人県民・児童生

徒の居場所づくり事

業の実施

外国人県民・児童生徒が地域社会で生活する拠点となりセーフティー

ネットとしても機能する地域の母語・日本語教室等を実施する団体等

を支援

16,750 産労

子ども多文化共生教

育支援事業(再掲)

就学支援に関する各種多言語版資料の提供や、教育相談、情報提供等を行

う｢子ども多文化共生ｾﾝﾀｰ｣の運営や、日本語指導が必要な児童生徒等の母

語を話すことができる｢子ども多文化共生ｻﾎﾟｰﾀｰ｣を学校へ派遣

106,630 教委

外国人児童生徒のた

めの学習支援事業

(再掲)

外国人生徒を対象に入学者選抜方法の工夫など学習機会を充実 19,851 教委

■社会的包摂の推進

(1)偏見や差別の解消への取組強化

人権文化の定着に向けた啓発活動、部落差別･ヘイトスピーチの解消や性的マイノリティへの理解促進等

に取り組むとともに、地域における人権課題の解決に向け、社会教育における人権教育を総合的に行う

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

[拡]

人権ダイバーシティ

推進事業の実施

多様性と包摂性のある社会をめざすため、性的マイノリティの当事者

が抱える生活上の困難や不安を軽減・解消するなど県民誰もが安心し

て暮らせる環境づくりに向けた取組みを実施

2,204 県民

[拡]

インターネット人権

侵害対策強化事業の

実施

SNS における誹謗中傷や差別的な書き込み等を抑止するための条例制

定を検討するとともに、被害者相談やモニタリング等を実施
4,530 県民

人権文化をすすめる

県民運動の推進

人権文化をすすめる県民運動の一環としての｢人権啓発フェスティバ

ル｣や｢人権週間のつどい｣等を開催することにより、人権文化の醸成

を目指す

25,899 県民

ユニバーサル社会づ

くり推進地区整備事

業の実施

推進地区において市町と住民が協働して行う、施設のバリアフリー化

などのハード整備や、高齢者・障害者等の社会参画などのソフト事業

を支援

8,245 まち



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

(2)女性の活躍推進

企業認定制度を推進し、女性のキャリアプラン形成を支援するとともに、学生等へ先進企業やロール

モデル等の情報発信を強化する。また、男女共同参画や男性の家事･育児等への参画を促すとともに、

短時間勤務やテレワークなど柔軟な働き方を推進する

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

女性の活躍推進

女性活躍推進専門員による企業訪問・講師派遣や、経営者向けの意識

改革、女性活躍の取組を促すためのセミナー等の開催により女性活躍

を推進

30,574 県民

ひょうご・こうべ女

性活躍推進企業(ひ

ょうごミモザ企業)

認定制度の推進

県内企業のさらなる女性活躍推進に向け、ひょうご・こうべ女性活躍

推進企業(ミモザ企業)認定制度を普及促進。ミモザ企業の価値向上と

女子学生の県内就職・定着を図るため、ミモザ企業と女子学生の交流

機会を創出

7,417 県民

男性の家事・育児推進

事業

男性の家事・育児への参加を促進するため、企業の管理職・社員を対

象とした出前講座や子育て中のパパ向けのｾﾐﾅｰ等を開催
2,704 県民

女性の就業サポート

事業(再掲)

県立男女共同参画センター内の｢女性就業相談室｣における、個別相談

やハローワークと連携した職業紹介のほか、中小企業等の階層別女性

社員研修会等により女性の就業を促進

26,770 県民

ものづくり分野にお

ける女性就業の促進

女性活躍企業のﾛｰﾙモデルを、ｾﾐﾅｰを通じて県内企業に広く周知する

｢ものづくり分野での女性活躍ｾﾐﾅｰ｣や、参加企業の業務仕分けなどを

通じ、採用の視点から企業の強みを見つめ、企業の魅力を伝えるため

の手法を学ぶ｢採用ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｽｸｰﾙ｣を実施することで、ものづくり分野

における人手不足の解消を図り、文系・女性など多様な人材の活用を

促進

4,000 産労

県内企業のテレワー

ク推進(再掲)

ワーク・ライフ・バランスを全県的に推進し、県内企業のテレワーク

導入を推進するため、ICT アドバイザーによる技術的助言や相談のほ

か、設備整備費の助成など、ソフト・ハードの両面から支援を実施

150,000 産労

デジタル技術を活用

した雇用導入促進事

業(再掲)

家庭の事情等による短時間勤務を求める女性や退職後の高齢者など、

デジタル技術を活用して多様な労働力を発掘し、就職へとつなぎ、県

内中小企業の人材確保を支援

6,140 産労

[拡]

ｼﾝ･建設業魅力ｱｯﾌﾟ

事業(再掲)

建設業への入職者を増加させ、持続的な発展につなげるため、建設業

で活躍する若年者や女性の動画を配信し、業界の PR を実施
3,156 土木

[新]

ドライブレコーダー

導入支援事業(再掲)

女性や若年層など多様な担い手を確保するため、運行管理の高度化に

より、運転士の安全な労務環境を整備
3,000 土木



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

(3)特別支援教育の推進

障害のある子どもと障害のない子どもが可能な限り共に過ごすための条件整備と、一人ひとりの教

育的ニーズに応じた学びの場の整備を両輪として、インクルーシブ教育システムの理念の実現に向け

た取組を推進する

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

新たな特別支援学校

の整備(再掲)

県立特別支援学校における教育環境整備方針に基づき、豊岡聴覚及び

出石特別支援学校を発展的に統合するとともに、東播磨地域における

３校一体整備による狭隘化対策を実施

6,743,139 教委

■芸術文化･スポーツの振興 ※｢５ 地域の固有性を磨く(P41)｣にて内容説明

【主要指標・目標】

指 標 名 現 状 目 標(R7) 目 標(R11)

県内外国人労働者数
57,375 人

(R5)
62,000 人 80,000 人

県立大学の海外留学生数(受入人数)
266 人

(R5)
300 人 300 人

住んでいる地域には年齢･性別･障害の有無

等に関わりなく、暮らしやすい環境が整っ

ていると思う人の割合

36.0％

(R6)
前年度を上回る 前年度を上回る

ミモザ企業認定数
139 社

(R5)
189 社 289 社



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

方向性４ ひとの動きを生み出す

■移住･定住の促進

(1)移住促進の強化

 兵庫への移住を促進するため、ファミリー層や単身世帯、退職後の高齢夫婦などの対象に応じた情

報発信を強化するとともに、移住者間の交流を促進し、地域の活性化を図る

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

ひょうごの魅力発信

等による総合的な移

住促進事業

首都圏等に移住相談窓口を設置するとともに、市町と連携した移住イ

ベントの開催や、移住マッチングサイト等の新たな広報媒体の活用、

e-県民アプリと統合した新たな移住メディアサイトのコンテンツ強化

等、あらゆる関心層にアプローチするための情報発信を強化

109,767 企画

｢ひょうご五国の地

域創生｣の展開

UJI ターンの促進をはじめとした人口対策に資する取組を推進するた

め、本県の魅力や地域創生の取組について、若者・ファミリー層な

ど、対象に応じた効果的な広報を展開

22,477 企画

ひょうごで働こう！

UJI ターン広報・就

職促進事業

｢ひょうごで働こう！マッチングサイト｣の運営や、首都圏の学生等の

県内就職促進、移住支援金・地方就職支援金の支給による東京 23 区

からの就業･移住等を促進

47,139 産労

おためし企業体験事

業 in HYOGO

首都圏在住求職者等の就労希望者等に対し、求職者の適性にあった企

業への就職を支援するとともに、首都圏からの参加者には体験中の短

期滞在費及び来県旅費の助成や、首都圏からの参加者を正規雇用とし

て採用した企業に対し、支援金を支給

21,080 産労

ひょうご・しごと情

報広場における就労

支援の実施

若者しごと倶楽部の運営(大学生、若年求職者(～39 歳)向け)や、ミド

ル世代の就労支援(就職氷河期世代を含む年齢層(40～64 歳)向け)等を

実施

66,868 産労

[新]

ｴﾘｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄによる官

民連携まちづくり

(再掲)

特定の地域で活動する民間団体等が主体となり、空き家のリノベーシ

ョン等によって収益を得ながら、地域価値の向上を図る活動による地

域の活性化や空き家活用を促進

9,446 まち

[新]

空き家流通促進支援

事業(再掲)

空き家の流通を促進するため、その妨げとなっている家財道具･仏壇

等の処分に要する経費を支援
20,000 まち

空き家活用支援事業の

実施

一戸建ての住宅の空き家や共同住宅の空き住戸を、住宅、事業所又は

地域交流拠点として活用するための改修費用の一部を補助
85,195 まち

空家活用特区における

空き家活用への総合的

な支援

移住・定住及び交流の促進並びに地域活性化を図るため、特区におけ

る空家の流通・活用に係る支援や、古民家の地域交流拠点への改修に

係る支援を実施

27,271 まち



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

(2)若年層の UJI ターンの支援

本県の社会移動の大きな課題である 20歳代の転出超過に対応するため、求職者と県内企業のマッチ

ングや経済的支援、住まいの確保等、総合的な取組を推進する

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

ひょうごの魅力発信

等による総合的な移

住促進事業(再掲)

首都圏等に移住相談窓口を設置するとともに、市町と連携した移住イ

ベントの開催や、移住マッチングサイト等の新たな広報媒体の活用、

e-県民アプリと統合した新たな移住メディアサイトのコンテンツ強化

等、あらゆる関心層にアプローチするための情報発信を強化

109,767 企画

理工系人材の獲得促

進

県内外の理工系大学及び学生と県内中小製造業とのマッチング機会を

創出し、理工系人材の獲得に向けた支援を展開
7,957 産労

奨学金返済支援制度

(再掲)

若者の県内就職及び定着を促進するため、従業員の奨学金返済負担軽

減を行う企業に対して、費用の一部を支援
166,978 産労

中小企業採用力強化

支援事業

県内中小企業が自社の魅力を自ら十分に伝え、優秀な人材を計画どお

り採用することができるよう、セミナーや個別相談、モデル事業の実

施を通じて採用力強化を支援

3,702 産労

ひょうご・しごと情

報広場における就労

支援の実施(再掲)

若者しごと倶楽部の運営(大学生、若年求職者(～39 歳)向け)や、ミド

ル世代の就労支援(就職氷河期世代を含む年齢層(40～64 歳)向け)等を

実施

66,868 産労

おためし企業体験事

業 in HYOGO(再掲)

首都圏在住求職者等の就労希望者等に対し、求職者の適性にあった企

業への就職を支援するとともに、首都圏からの参加者には体験中の短

期滞在費及び来県旅費の助成や、首都圏からの参加者を正規雇用とし

て採用した企業に対し、支援金を支給

21,080 産労

ひょうごで働こう！

UJI ターン広報・就

職促進事業(再掲)

｢ひょうごで働こう！マッチングサイト｣の運営や、首都圏の学生等の

県内就職促進、移住支援金・地方就職支援金の支給による東京 23 区

からの就業･移住等を促進

47,139 産労

[拡]

子育て住宅総合支援

事業(再掲)

子育て世帯や新婚世帯が暮らしやすい住まい･住環境の確保を図るた

め、住宅取得や子育て支援施設の開設等に係る費用の一部を支援
148,850 まち

[拡]

県営住宅における子

育て世帯への支援

(県住特会)(再掲)

高齢化が進む県営住宅における多様な世代構成によるコミュニティを

活性化するため、ニーズの高い阪神間を中心に駅や学校等に近接した

住宅において子育て世帯向けリノベーション等を実施

284,000 まち



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

(3)県内への就業･定住意識の高揚

学校や地元企業、関係団体と連携してキャリア教育や就業体験を推進し、地元での就労や定住に対す

る意識を高める取組を行う。また、メディアを活用して地元の仕事情報を発信するとともに、SDGsへの

関心など若者の就業観の変化を踏まえた企業の取組を促進し、若者と企業の関係構築を図る

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

大学ｷｬﾘｱｾﾝﾀーと連携

した県内大学生の地元

就職促進ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

大学ｷｬﾘｱｾﾝﾀｰ職員やｷｬﾘｱ教育に携わる教員の県内企業への理解を促進

するとともに、学生に県内企業で働く魅力を発信することで県内企業

への理解を促進し、学生の県内就職を促進

3,937 総務

[拡]

ひょうご産業 SDGs

推進宣言・認証事業

の実施

企業経営に SDGs の導入を促す SDGs 推進宣言事業、さらなる SDGs の

取組を県が認証する SDGs 認証事業を通じて中小企業の SDGs 経営を推

進

28,562 産労

[新]

｢ひょうご科学塾｣の

実施(再掲)

高校進学・文理選択の前に、理系に興味を持つきっかけを作るととも

に、地元企業を身近に感じてもらえるよう、小中学生向けに県内大学

と中小企業が共同で出前授業を実施

3,741 産労

[新]

スタートアップ創出

促進事業(再掲)

ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ起業を目指す若者等のﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾗﾝの実証支援、起業・研究開

発等の経費支援
25,352 産労

[拡]

大学生等インターン

シップ推進事業

大学生への県内中小企業の魅力理解促進を目的とし、企業体験の実施

に加え、大学生のﾆｰｽﾞや趣向を踏まえたｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟの実施により、ﾏｯﾁ

ﾝｸﾞを促進

39,220 産労

高校生の県内就職促

進事業の実施

就職を希望する高校生に加え、教員向けの取組を実施することで、地

元企業と学校が連携した高校生のキャリア形成支援と若手人材の確

保･定着を推進

8,543 産労

理工系人材の獲得促

進(再掲)

県内外の理工系大学及び学生と県内中小製造業とのマッチング機会を

創出し、理工系人材の獲得に向けた支援を展開
7,957 産労

ひょうご・しごと情報

広場における就労支援

の実施(再掲)

若者しごと倶楽部の運営(大学生、若年求職者(～39 歳)向け)や、ミド

ル世代の就労支援(就職氷河期世代を含む年齢層(40～64 歳)向け)等を

実施

66,868 産労

中小企業採用力強化

支援事業(再掲)

県内中小企業が自社の魅力を自ら十分に伝え、優秀な人材を計画どお

り採用することができるよう、セミナーや個別相談、モデル事業の実

施を通じて採用力強化を支援

3,702 産労

民間教育訓練機関等

への委託による離職

者等再就職訓練の実

施(再掲)

離職を余儀なくされた者や再就職を目指す者等求職者の円滑な労働移

動、早期就職への支援を行うため、産業構造の変化や地域の求人・求

職ニーズに速やかに対応できるよう、民間教育訓練機関に委託して多

様な訓練を実施

1,510,467 産労

シン･建設業魅力ア

ップ事業(再掲)

建設業への入職者を増加させ、建設業の持続的な発展につなげるた
め、建設業で活躍する若年者・女性の様子を配信

3,156 土木



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

(4)地域活性化と社会課題解決に向けた多主体連携の推進

地域で活躍するロールモデルや企業、大学、地域団体など多様な主体との連携を促進する。また、民間

のノウハウや資源を活用した効率的な公共サービスの提供を通じて、複雑化･高度化する社会課題の解決と

地域経済の活性化を図る

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

[新]

地域創生コラボレー

ションプロジェクト

(再掲)

県内で芽生えた地域創生に資する取組を五国に拡げるため、各主体が

地域を超えて交流するプラットフォームを構築するとともに先導的・

先駆的取組を公民連携で推進

18,885 企画

持続可能な多自然地

域づくりプロジェク

ト市町支援事業

持続可能な多自然地域づくりに向けた市町の取組に対し、県の専門

的、広域的な支援として｢①地域づくり支援に係る人材育成｣｢②地域

づくり支援のために必要なツール開発｣｢③関係人口の創出･拡大支援｣

等を実施

24,111 企画

地域×大学×企業の

ひょうご絆プロジェ

クト(再掲)

多自然地域の多様な地域課題を解決するため、地域団体と大学や企

業、NPO 等が連携し取り組む地域づくり活動を支援
10,453 企画

ひょうご公民連携プラ

ットフォームの推進

複雑化する社会課題を解決するため、企業とのネットワーク拡大や

SDGs 公民共創プロジェクト等の連携プロジェクトの展開、情報発

信・マッチング機能を強化

2,798 企画

｢ひょうご SDGs Hub｣

を活用した SDGs の

推進

企業や団体、教育機関など、多様な主体が連携・協働して SDGs を推

進するため、｢ひょうご SDGs Hub｣を軸として、SDGs を｢知る｣｢取り組

む｣｢つながる｣事業を展開

6,367 企画

[拡]

さらに“アグレッシ

ブ”なファンドレイ

ジング

ふるさと納税等の取り組みを一層拡充させ県内外からの寄附の獲得・

広告協賛の募集等を図っていくことで、県としての自主財源の確保を

推進

1,385,586 財務

[新]

地域のネクストリー

ダー発掘プロジェク

トの実施(再掲)

地域づくりのﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰである｢すごいすと｣の協力のもと、新たな地域

人材の発掘･育成を図るとともに、体験内容を発信することで広く若

者の地域活動への関心を高める

4,947 県民

SDGs HYOGO 青年チャ

レンジ事業

SDGs を推進する活動に意欲をもってチャレンジする青年を支援するこ

とにより、青年に次世代を担う創造力豊かなリーダーに成長していく

機会を提供し、県域における SDGs を推進

5,061 県民

子ども・ユーススポ

ーツ推進プロジェク

トの実施(再掲)

ふるさと納税の活用により、子どもを対象としたスポーツ教室やイベ

ント等の開催など、子どもたちがスポーツに触れる機会を充実
2,500 県民

SDGs ﾁｬﾚﾝｼﾞ･脱炭素ｲ

ﾉﾍﾞｰｼｮﾝ創出支援事

業の展開

グローバルな SDGs 課題の解決や脱炭素分野でのイノベーション創出

を目指すスタートアップ等の事業構築・海外展開を支援
30,000 産労

ひょうご TECH イノベ

ーションプロジェクト

県内の自治体が抱える社会課題・地域課題の解決を図るため、県内外

のスタートアップ等の技術を活用し、協働実証プロジェクトを実施
32,119 産労



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

事業名 事業概要 事業費 部局

地域しごとサポート

センター事業の実施

(再掲)

多自然地域を含む県内６地域に設置する｢地域しごとサポートセンタ

ー｣において、地域住民や地域団体等がビジネス的手法により地域課

題解決を図る取組を支援

34,731 産労

(5)空き家活用による地域活性化と支援拡充

地域の環境悪化や活力低下を防ぐため、空き家を事業所、宿泊施設、地域交流拠点などとして利活

用し、地域活性化を進める

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

[新]

ｴﾘｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄによる官

民連携まちづくり

(再掲)

特定の地域で活動する民間団体等が主体となり、空き家のリノベーシ

ョン等によって収益を得ながら、地域価値の向上を図る活動による地

域の活性化や空き家活用を促進

9,446 まち

[新]

空き家流通促進支援

事業(再掲)

空き家の流通を促進するため、その妨げとなっている家財道具･仏壇

等の処分に要する経費を支援
20,000 まち

古民家再生促進支援

事業の実施

既存ストックの有効活用や伝統的木造建築技術、まちなみ景観の維

持・継承を図るため、古民家を対象に、専門家による建物調査や再生

提案を実施するとともに、地域交流拠点等へ改修するための工事費の

一部を補助

46,018 まち

空き家活用支援事業の

実施(再掲)

一戸建ての住宅の空き家や共同住宅の空き住戸を、住宅、事業所又は

地域交流拠点として活用するための改修費用の一部を補助
85,195 まち

空家活用特区における

空き家活用への総合的

な支援(再掲)

移住・定住及び交流の促進並びに地域活性化を図るため、特区におけ

る空家の流通・活用に係る支援や、古民家の地域交流拠点への改修に

係る支援を実施

27,271 まち

■観光･交流人口の拡大

(1) 国内観光の活性化

県内各地の観光資源の魅力を伝える本物志向の観光を実践するとともに、誘客機会を捉えた戦略的

プロモーションの展開や、スポーツ･文化芸術イベントの開催を通して、県内外からの誘客を促進する

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

ひょうご楽市楽座の

実施

尼崎万博 P&R 駐車場利用者(最大１万人/日)を主なターゲットに、そ

の隣接地で兵庫五国の魅力発信と交流人口の拡大を図るため、ナイト

マーケットをイメージした｢ひょうご楽市楽座｣を開催

272,579 企画



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

事業名 事業概要 事業費 部局

空飛ぶクルマデモフラ

イトイベント

空飛ぶクルマが尼崎フェニックス事業用地と万博会場でフライトする

機会をとらえ、空飛ぶクルマデモフライトイベントを開催
8,078 企画

関西パビリオン｢兵庫県

ゾーン｣･ひょうご EXPO

TERMINAL の展示運営

万博会場の関西ﾊﾟﾋﾞﾘｵﾝ｢兵庫県ゾーン｣と県内拠点である兵庫県立美

術館において、兵庫発の SDGs が体験できるひょうごフィールドパビ

リオンをはじめ、歴史・文化などの多彩な魅力の展示を通じて発信

392,930 企画

[新]

万博会場関西パビリ

オン｢多目的エリア｣

での催事

関西パビリオンに隣接する｢多目的エリア｣においてﾌｨｰﾙﾄﾞﾊﾟﾋﾞﾘｵﾝ･ﾌｪ

ｽﾃｨﾊﾞﾙ 2025 の開催と併せた兵庫の魅力発信イベントのほか、他府県

と共通の分野で連携し、地域の魅力を発信するイベントを実施

37,807 企画

[拡]

ひょうごフィールド

パビリオンフェステ

ィバル 2025の開催

万博会場を舞台に、ﾌｨｰﾙﾄﾞﾊﾟﾋﾞﾘｵﾝﾌﾟﾚｰﾔｰが一堂に会し、自らの地域

の魅力や SDGs の取組を発信する展示やワークショップ、ステージイ

ベント等を実施

50,082 企画

[拡]

兵庫県版テーマウィ

ークプロモーション

の展開

万博開催期間中、国際博覧会協会が実施する｢テーマウィーク｣に連動

し、兵庫県独自のテーマウィークを設定。協会 8 テーマに加え｢兵庫

ならでは｣の 2 分野を独自テーマとして追加し、計 10 テーマをによ

り｢兵庫県版テーマウィーク｣として展開

4,602 企画

万博施策の一体的プ

ロモーション

万博開催期間中、様々な媒体を活用し、関西パビリオン｢兵庫県ゾー

ン｣やひょうご EXPO TERMINAL 等、各種万博関連事業にかかる認知度

向上・誘客促進のための広報・プロモーションを展開

51,600 企画

ひょうごフィールド

パビリオンプロモー

ションの展開

ひょうごフィールドパビリオンを国内外に積極的に PR し、認知度の

向上と万博を契機とした誘客を促進
76,361 企画

ひょうごフィールド

パビリオン SDGs 体

験型地域プログラム

磨き上げ

これまでのフィールドパビリオン磨き上げの取組検証やフィールドパ

ビリオンプレーヤー同士のネットワーク強化、完成されたプログラム

の商品化等、万博終了後の展開へつながる取組を実施

10,231 企画

[新]

丹波焼の郷プロモー

ション事業の実施

2025 大阪・関西万博を契機とした国内外から本県への来訪者増にあわ

せ、陶芸美術館、陶の郷が一体となって｢丹波焼の郷｣として一体的に

ＰＲを実施

4,862 県民

ひょうごプレミアム

芸術デーの実施

県民誰もが芸術文化に親しめるよう、市町・民間事業者等とも連携

し、美術館・博物館等の無料開放や、特別イベント、障害のある方や

子育て世帯に配慮した取組等を実施

9,591 県民

プロスポーツクラブ等

と連携した地域活性化

プロジェクトの実施

(再掲)

プロスポーツクラブ等との連携により、子どもの試合観戦招待や選

手・スタッフによるスポーツ教室の開催など、子どもたちがスポーツ

に触れる機会を充実

60,000 県民

[拡]

HYOGO ミュージアム

魅力発信プロジェク

トの実施

2025 大阪・関西万博を契機として、県立社会教育施設等の活性化及び

魅力を発信するため、大学生等を活用したプロジェクトを実施
7,779

県民

教委

防災ツーリズムの

推進

防災ツーリズムの紹介動画作成及び県内の防災関連施設情報等をまと

めたパンフレット作成等の広報活動の推進に加え、大阪・関西万博開

催に合わせたプロモーションを実施

4,044 危機



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

事業名 事業概要 事業費 部局

万博プラス関西観光

推進事業の実施

2025 年大阪・関西万博の来場者を関西広域での観光へとつなげるた

め、万博のテーマ等を踏まえたコンテンツや広域観光ルートを造成
5,000 産労

アニメツーリズム地

域支援事業の実施

国内外共に拡大するアニメ産業の市場規模を念頭に、アニメツーリズ

ムによる持続可能な観光地域づくりを実現するため、地域におけるア

ニメツーリズムの取組を支援

1,000 産労

[新]

関西空港と神戸空港

を活用した地域振興

事業の実施

関西空域の飛行経路見直しによる発着容量拡張を淡路地域の活性化や

交流人口増加につなげるための地域振興事業
19,250 土木

[新]

県立コウノトリの郷公

園｢放鳥 20 周年｣｢大

阪・関西万博｣郷公園

魅力創出事業の実施

｢放鳥 20 周年｣の年に、コウノトリを近くから観察でき、給餌体験や

コウノトリを育 む自然環境を身近に体験できるよう、観察広場内に

給餌用ケージや遊歩道を整備

12,000 教委

[新]

古代鏡五国巡回展示

事業

大阪・関西万博のフィールドパビリオン体験プログラムに認定されて

いる県立考古博物館の古代体験を充実するため、加西分館(古代鏡展

示館)の古代中国鏡を活用した展示や出張講座等を県内５箇所で巡回

して開催し、所蔵品の魅力を効果的に周知

1,648 教委

(2)インバウンド誘客の促進

神戸空港の国際化を視野に、海外における兵庫県の認知度や観光ブランド力を向上させる。さらに、

国や地域ごとの嗜好に合わせたツーリズムやプロモーションを展開し、国外からの誘客を促進する

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

クルージング MICE

奨励助成モデル事業

万博を契機とした海上交通の充実を図るため、クルージング MICE(船

内での会議等開催)のモデル事業を支援し、民間事業者の自立的な商

用運航を促進

9,600 企画

[新]

万博会場関西パビリ

オン｢多目的エリア｣

での催事(再掲)

関西パビリオンに隣接する｢多目的エリア｣においてﾌｨｰﾙﾄﾞﾊﾟﾋﾞﾘｵﾝ･ﾌｪ

ｽﾃｨﾊﾞﾙ 2025 の開催と併せた兵庫の魅力発信イベントのほか、他府県

と共通の分野で連携し、地域の魅力を発信するイベントを実施

37,807 企画

[拡]

ひょうごフィールド

パビリオンフェステ

ィバル 2025の開催

(再掲)

万博会場を舞台に、ﾌｨｰﾙﾄﾞﾊﾟﾋﾞﾘｵﾝﾌﾟﾚｰﾔｰが一堂に会し、自らの地域

の魅力や SDGs の取組を発信する展示やワークショップ、ステージイ

ベント等を実施

50,082 企画

関西パビリオン｢兵庫県

ゾーン｣･ひょうご EXPO

TERMINAL の展示運営

(再掲)

万博会場の関西ﾊﾟﾋﾞﾘｵﾝ｢兵庫県ゾーン｣と県内拠点である兵庫県立美

術館において、兵庫発の SDGs が体験できるひょうごフィールドパビ

リオンをはじめ、歴史・文化などの多彩な魅力の展示を通じて発信

392,930 企画

[新]

丹波焼の郷プロモー

ション事業の実施

(再掲)

2025 大阪・関西万博を契機とした国内外から本県への来訪者増にあわ

せ、陶芸美術館、陶の郷が一体となって｢丹波焼の郷｣として一体的に

ＰＲを実施

4,862 県民



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

事業名 事業概要 事業費 部局

[新]

大阪・関西万博、神

戸空港国際化を契機

としたインバウンド

誘客強化事業(再掲)

万博や神戸空港国際化等を控え、ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ客の増加が見込まれること

から、兵庫の魅力である｢温泉｣｢グルメ｣｢文化体験｣等を掛け合わせた

ﾂｱｰの造成やﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝを強化

11,300 産労

万博プラス関西観光

推進事業の実施

(再掲)

2025 年大阪・関西万博の来場者を関西広域での観光へとつなげるた

め、万博のテーマ等を踏まえたコンテンツや広域観光ルートを造成
5,000 産労

アニメツーリズム地

域支援事業の実施

(再掲)

国内外共に拡大するアニメ産業の市場規模を念頭に、アニメツーリズ

ムによる持続可能な観光地域づくりを実現するため、地域におけるア

ニメツーリズムの取組を支援

1,000 産労

自治体連携によるイ

ンバウンド誘客促進

大阪・関西万博や瀬戸内国際芸術祭の開催による訪日外国人旅行者の

増加を好機と捉え、香川県や神戸市等と連携し、広域周遊ルート開発

やツアー造成等により、本県への誘客を促進

6,500 産労

兵庫テロワール旅誘

客のための受入環境

の充実

体験型観光ｺﾝﾃﾝﾂ｢兵庫ﾃﾛﾜｰﾙ旅｣の深化、付加価値の向上に向けた磨き

上げや、各種情報媒体を活用した情報発信を実施
29,326 産労

[新]

関西空港と神戸空港

を活用した地域振興

事業の実施(再掲)

関西空域の飛行経路見直しによる発着容量拡張を淡路地域の活性化や

交流人口増加につなげるための地域振興事業
19,250 土木

(3)観光客受入基盤の整備

兵庫への来訪者が快適に滞在･周遊できる環境整備とあわせ、観光分野の人材育成と確保を推進し、受入

体制を強化する。また、誰もが気兼ねなく旅を楽しめるユニバーサルツーリズムの環境づくりを進める

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

専門職大学における

人材の養成(再掲)

｢地域リサーチ＆イノベーションセンター(RIC)における地域課題の解

決など、芸術文化観光専門職大学の運営に必要な財源に充てるため、

運営費交付金を交付

978,509 総務

兵庫テロワール旅誘

客のための受入環境

の充実(再掲)

体験型観光ｺﾝﾃﾝﾂ｢兵庫ﾃﾛﾜｰﾙ旅｣の深化、付加価値の向上に向けた磨き

上げや、各種情報媒体を活用した情報発信を実施
29,326 産労

ユニバーサルツーリ

ズムの推進(再掲)

年齢や障害の有無等に関わらず様々な人が気兼ねなく旅行を楽しめる

ユニバーサルツーリズムを推進するため、宿泊施設へのｿﾌﾄ･ﾊｰﾄﾞ支援

による受入体制の強化や、モニターツアー等による情報発信を実施

14,210 産労

ユニバーサルツーリズ

ム推進エリア形成促進

事業の実施(再掲)

高齢者・障害者等による回遊性を高める｢面｣での取組を促進するた

め、地域を挙げてﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾂｰﾘｽﾞﾑに取り組む｢ひょうごユニバーサルツ

ーリズム推進エリア｣に対して、地域ぐるみの取組をモデル的に支援

32,000 産労

観光地域づくり人材育

成事業

コロナ禍後の観光需要の回復を見据え、人手不足が深刻化する観光産

業(旅館・宿泊業)の人材確保を支援
22,332 産労



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

事業名 事業概要 事業費 部局

地域公共交通キャッ

シュレス決済導入支

援事業の実施

公共交通利用時の利便性向上やインバウンド受入環境を整備するた

め、交通系 IC カードのほか、QR コードや非接触型クレジット決済等

のキャッシュレス決済の導入を支援

34,050 土木

スーパーヨット誘致

推進事業

新西宮ヨットハーバーへのスーパーヨットの誘致を図るため、代理店

等への PR 活動などを実施
1,821 土木

大阪湾ベイエリアの活

性化に向けたアクセス

等ハード面での環境整

備の推進

兵庫県域の大阪湾ベイエリアに人を呼び込むため、クルーズ船やスー

パーヨットの受入環境を整備
18,000 土木

(4)二地域居住･都市農村交流の促進

都市と多自然地域が近接する兵庫の特性を活かし、田園回帰や定住を希望する都市住民を対象に、

遊休農地を活用した楽農生活の実践や都市と農村の交流を支援する

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

楽農学校の実施
生きがいとしての農業から新規就農まで、幅広い対象に応じた講座を

開催
17,998 農林

ひょうごオープンフ

ァーム強化事業の実

施

持続性のある農林漁業経営の実現のため、人を地域に呼び込み、ひょ

うごの｢農｣への消費者理解を深め、伝える取組を推進
10,683 農林

ひょうご市民農園整

備推進事業の実施

県民が食と｢農｣に親しむライフスタイル｢楽農生活｣の実践の場とし

て、市民農園の整備を推進
30,150 農林

(5)まちのリノベーションによる都市機能の強化

都市の活性化を促進し、定住と交流の拡大を図るため、神戸都心エリアの再開発や魅力的なまちづ

くりを推進し、都市機能の更新と集積を図る

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

[拡]

新庁舎整備・本庁舎

再編

災害時の対応力強化･質の高い行政サービスの提供に向け、防災機能

や働き方改革を志向した機能的でコンパクトな新庁舎整備を推進する

とともに、元町地域全体のにぎわいづくりを検討。併せて、耐震性が

不足する県庁１･２号館で勤務する職員の早期の安全確保の観点か

ら、暫定的な本庁舎再編を実施

7,219,000 総務

[新]

明石港東外港地区に

おける暫定のにぎわ

いづくり

明石市役所建替え後の本格的な再開発着手までの期間、明石港東外港

地区において再開発に向けた機運を醸成するため、明石市と連携して

賑わいを創出

56,743 土木

[新]

尼崎のびのび公園の

リニューアル

大阪・関西万博後のフェニックス事業用地の賑わいを創出するため、

｢尼崎のびのび公園｣のリニューアルを実施
80,000 土木



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

事業名 事業概要 事業費 部局

市街地整備事業・土

地区画整理事業等の

推進

駅周辺等の都市拠点における土地の高度利用と都市機能・居住機能の

更新を図る市街地再開発事業や、既成市街地等における住環境等の改

善や健全な市街地の形成を図る土地区画整理事業などを推進

5,755,159 まち

神戸三宮雲井通５丁目

地区の市街地再開発事

業の推進

新たな交通結節拠点となる中・長距離バスターミナルの整備に加え、

魅力・活力を創造する都市機能の集積を図るため、建築物等の整備に

要する経費の一部を補助

3,795,265 まち

(6)交流を支える交通基盤の充実

広域的な地域間交流を促進するため、高規格道路ネットワークの整備や、関西 3空港及びコウノト

リ但馬空港の活用を進める。また、日常生活を支える公共交通網の維持･確保と、新技術の活用による

利便性向上を推進する

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

高規格道路の整備推

進

大阪湾岸道路西伸部、名神湾岸連絡線、神戸西バイパス、東播磨道

(北工区)、北近畿豊岡自動車道、山陰近畿自動車道、東播丹波連絡道

路の整備や播磨臨海地域道路の早期事業化に向けた取組により高規格

道路の整備を推進

8,037,570 土木

ビッグデータ活用等

渋滞対策検討事業の

実施

スマートフォンの位置情報データを基に、人や車の移動経路等を詳細

に把握・分析を行い、分析結果を踏まえた新たな視点での渋滞対策の

施策立案を実施

36,400 土木

地域公共交通事業者

人材確保支援事業の

実施

公共交通ネットワークを維持するため、人材確保に取り組む路線バ

ス・タクシー事業者が負担する第２種免許取得費用及び受験資格特例

教習受講費用の一部を支援

29,000 土木

鉄道､バス､デマンド

型乗合交通等を活用

した地域公共交通網

の充実

鉄道軌道安全輸送設備の整備推進や、北近畿タンゴ鉄道の基盤管理を

支援するとともに、路線バス等の支援等による地域公共交通網の充実

を推進

552,743 土木

地域公共交通キャッ

シュレス決済導入支

援事業の実施(再掲)

公共交通利用時の利便性向上やインバウンド受入環境を整備するた

め、交通系 IC カードのほか、QR コードや非接触型クレジット決済等

のキャッシュレス決済の導入を支援

34,050 土木

コウノトリ但馬空港

の利活用促進

ﾁｬｰﾀｰ便の運航や旅客数増加に向けた首都圏での PR 等による但馬空港

の利活用促進
7,046 土木

公共交通バリアフリ

ー化促進事業の実施

(再掲)

公共交通事業者が行う鉄道駅舎へのエレベーターやスロープの設置、

高齢者や障害者等、すべての人が乗り降りしやすいノンステップバス

等の導入を支援

272,869 まち



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

【主要指標・目標】

指 標 名 現 状 目 標(R7) 目 標(R11)

県内への転入超過数

(国際移動･外国人含む)

1,291 人

(R5)
- 5,400 人

ファミリー層の転入超過数
1,312 人

(R5)
1,300 人 1,300 人

移住施策による県外からの転入者数[戦略開

始の H27 からの累計](県･市町含む)

6,174 人

(R5)
8,000 人 12,000 人

県内観光消費額
15,677 億円

(R5)
-

14,500 億円

の維持

外国人延べ宿泊者数
102 万人

(R5)
- 300 万人



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

方向性５ 地域の固有性を磨く

■地域資源の維持･発展

(1)地場産業の新たな展開への支援

 地場産品のブランド価値向上や販路拡大の取組を戦略的に推進し、地場産業の持続可能な発展と地

域の活性化を促進する

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

[新]

万博会場関西パビリ

オン｢多目的エリア｣

での催事(再掲)

関西パビリオンに隣接する｢多目的エリア｣で、５月と９月にそれぞれ

１週間の催事を実施

フィールドパビリオンフェスティバル 2025 の開催と併せた兵庫の魅

力発信イベントのほか、他府県と共通の分野で連携し、地域の魅力を

発信するイベントを実施

37,807 企画

[拡]

ひょうごフィールド

パビリオンフェステ

ィバル 2025の開催

(再掲)

万博会場を舞台に、ﾌｨｰﾙﾄﾞﾊﾟﾋﾞﾘｵﾝﾌﾟﾚｰﾔｰが一堂に会し、自らの地域

の魅力や SDGs の取組を発信する展示やワークショップ、ステージイ

ベント等を実施

50,082 企画

[新]

丹波焼の郷プロモー

ション事業の実施

(再掲)

2025 大阪・関西万博を契機とした国内外から本県への来訪者増にあわ

せ、陶芸美術館、陶の郷が一体となって｢丹波焼の郷｣として一体的に

ＰＲを実施

4,862 県民

[新]

NEXT じばさん推進プ

ロジェクト事業(再

掲)

産地組合等が行う販路拡大、人材育成などのブランド力向上の取組に

加え、産地の現状を踏まえた戦略的な計画策定と事業展開を支援
78,022 産労

[拡]

じばさん『ひょうご

国』世界発信プロジ

ェクト事業

万博開催に合わせた県内地場産業の PR ｲﾍﾞﾝﾄを実施 39,000 産労

[新]

大阪・関西万博、神

戸空港国際化を契機

としたインバウンド

誘客強化事業(再掲)

万博や神戸空港国際化等を控え、ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ客の増加が見込まれること

から、兵庫の魅力である｢温泉｣｢グルメ｣｢文化体験｣等を掛け合わせた

ﾂｱｰの造成やﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝを強化

11,300 産労

自治体連携によるイ

ンバウンド誘客促進

(再掲)

大阪・関西万博や瀬戸内国際芸術祭の開催による訪日外国人旅行者の

増加を好機と捉え、香川県や神戸市等と連携し、広域周遊ルート開発

やツアー造成等により、本県への誘客を促進

6,500 産労



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

(2)自然資源の活用と発信強化

2025 年大阪･関西万博に向けて取り組んできた｢ひょうごフィールドパビリオン｣を万博後の地域活性

化に向けた持続的な取組につなげるとともに、本県の多彩な自然資源の保存･活用を通じて、県内外か

らの誘客促進と地域の元気を創出する

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

ひょうご楽市楽座の

実施(再掲)

尼崎万博 P&R 駐車場利用者(最大１万人/日)を主なターゲットに、そ

の隣接地で兵庫五国の魅力発信と交流人口の拡大を図るため、ナイト

マーケットをイメージした｢ひょうご楽市楽座｣を開催

272,579 企画

[新]

万博会場関西パビリ

オン｢多目的エリア｣

での催事(再掲)

関西パビリオンに隣接する｢多目的エリア｣で、５月と９月にそれぞれ

１週間の催事を実施

フィールドパビリオンフェスティバル 2025 の開催と併せた兵庫の魅

力発信イベントのほか、他府県と共通の分野で連携し、地域の魅力を

発信するイベントを実施

37,807 企画

[拡]

ひょうごフィールド

パビリオンフェステ

ィバル 2025の開催

(再掲)

万博会場を舞台に、ﾌｨｰﾙﾄﾞﾊﾟﾋﾞﾘｵﾝﾌﾟﾚｰﾔｰが一堂に会し、自らの地域

の魅力や SDGs の取組を発信する展示やワークショップ、ステージイ

ベント等を実施

50,082 企画

[拡]

2025 年大阪・関西万

博ひょうご推進体制

の構築

推進協議会、企画委員会を開催するほか、万博による経済波及効果を

分析し、各事業に係る投資に対する費用対効果を検証
5,916 企画

関西パビリオン｢兵庫

県ゾーン｣･ひょうご

EXPO TERMINAL の展示

運営(再掲)

万博会場の関西ﾊﾟﾋﾞﾘｵﾝ｢兵庫県ゾーン｣と県内拠点である兵庫県立美

術館において、兵庫発の SDGs が体験できるひょうごフィールドパビ

リオンをはじめ、歴史・文化などの多彩な魅力の展示を通じて発信

392,930 企画

ひょうごフィールド

パビリオン SDGs 体

験型地域プログラム

磨き上げ(再掲)

これまでのフィールドパビリオン磨き上げの取組検証やフィールドパ

ビリオンプレーヤー同士のネットワーク強化、完成されたプログラム

の商品化等、万博終了後の展開へつながる取組を実施

10,231 企画

ひょうごフィールド

パビリオンプロモー

ションの展開(再掲)

ひょうごフィールドパビリオンを国内外に積極的に PR し、認知度の

向上と万博を契機とした誘客を促進
76,361 企画

里山林整備の推進

集落周辺の里山林において、森林の公益的機能の向上に向けた森林整

備を進めるとともに、多様な担い手の参画による森林の保全管理活動

を支援し、里山林の再生を推進

909,306 農林

[新]

ひょうご里山・里海

国際フォーラムの開

催

2025 年大阪・関西万博期間中の｢ひょうごＥＸＰＯウィーク｣シンクロ

イベントとして、里山・里海の重要性や保全と再生に向けた取組を国

内外に発信し、持続可能な地域を目指す

3,805 環境

豊かな海づくりに向

けた県民運動の展開

豊かで美しい海の創出と継承に向けた取組を推進するため、ひょうご

豊かな海づくり県民会議を通じて、官民連携による県民総参加の運動

を展開

4,000 環境



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

事業名 事業概要 事業費 部局

県立都市公園あり方

検討の実施

県立都市公園の自然環境保全や、活性化のあり方について、地元住民

や自治体、有識者など幅広い関係者の意見を踏まえて検討を実施
2,340 まち

[新]

県立コウノトリの郷公

園｢放鳥 20 周年｣｢大

阪・関西万博｣郷公園

魅力創出事業の実施

(再掲)

｢放鳥 20 周年｣の年に、コウノトリを近くから観察でき、給餌体験や

コウノトリを育む自然環境を身近に体験できるよう、観察広場内に給

餌用ケージや遊歩道を整備

12,000 教委

[新]

古代鏡五国巡回展示

事業(再掲)

大阪・関西万博のフィールドパビリオン体験プログラムに認定されて

いる県立考古博物館の古代体験を充実するため、加西分館(古代鏡展

示館)の古代中国鏡を活用した展示や出張講座等を県内５箇所で巡回

して開催し、所蔵品の魅力を効果的に周知

1,648 教委

(3)県の強みを活かした産業基盤の強化

県内で優れた技術･製品を有している水素分野等の新産業や、有機農業を含む環境創造型農業など、

兵庫の強みを活かした産業分野での取組を推進する

[主要事業]                               (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

[拡]

水素海外展開チャレ

ンジ事業の実施

インフラ整備が先行する欧州を主として、水素分野で優れた技術・製

品を有する県内企業の販路拡大を支援することで、産業競争力を強化
14,672 産労

[新]

環境創造型農業サミ

ットの開催

生物多様性等の環境に配慮した農業の拡大を図るため、2025 年大阪・

関西万博のひょうご EXPO week 期間中にシンクロイベントとして、豊

岡市で環境創造型農業サミットを開催

5,800 農林

[拡]

環境にやさしい農業

の面的拡大推進事業

SDGs やみどりの食料システム戦略を踏まえ、環境負荷の少ない農業構

造への転換を促進するため、環境創造型農業･有機農業の取組拡大を

推進

93,368 農林

有機農業ｱｶﾃﾞﾐｰ開設

事業

有機農業に必要な知識･技術を実践的なカリキュラムに沿って体系的

に習得するため、県立農業大学校に、｢経営として成り立つ有機農業｣

を学ぶコースを新設し、人材育成を強化

285,000  農林

[新]

有機農産物等の出口

対策の実施

県産有機農産物等の需要拡大に向けて、量販店等への出荷･流通体制

を支援する取組を拡大
3,000 農林

[拡]

有機農産物理解醸成

支援事業

有機農産物の販路拡大に向け、安定的需要が見込まれる学校給食にお

いて、環境負荷の少ない農業の価値啓発を通じ、学校給食への県産有

機農産物導入を支援

2,992 農林



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

■芸術文化･スポーツの振興

(1)芸術文化に親しむ機会の充実

 芸術文化の創作･実践や鑑賞活動など県民誰もが身近に地域の芸術文化や伝統芸能に親しめる場づく

りを創出し、県民の創造性を育み、心豊かな社会形成を促進する

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

関西パビリオン｢兵

庫県ゾーン｣･ひょう

ご EXPO TERMINAL の

展示運営(再掲)

万博会場の関西ﾊﾟﾋﾞﾘｵﾝ｢兵庫県ゾーン｣と県内拠点である兵庫県立美

術館において、兵庫発の SDGs が体験できるひょうごフィールドパビリ

オンをはじめ、歴史・文化などの多彩な魅力の展示を通じて発信

392,930 企画

[新]

地域で親しむ舞台芸

術応援事業

地域間格差の解消と、県民の芸術文化に接する機会の向上へ貢献する

ため、県内の文化ホール施設等が企画する舞台芸術公演を支援
17,000 県民

[新]

芸術文化センター開

館 20 周年記念公演

の開催

阪神・淡路大震災からの心の復興・文化の復興のシンボルとして 2005

年に開館した県立芸術文化センターにおいて、開館以来大きな人気を

集めている佐渡裕芸術監督プロデュースオペラなど、開館 20 周年を彩

る特別な記念公演を実施

165,000 県民

ひょうごプレミアム

芸術デーの実施

(再掲)

県民誰もが芸術文化に親しめるよう、市町・民間事業者等とも連携し、

美術館・博物館等の無料開放や、特別イベント、障害のある方や子育て

世帯に配慮した取組等を実施

9,591 県民

芸術文化センターの事

業展開

佐渡裕芸術監督プロデュース事業のほか、公演等招聘・提携・共催事業、

ワンコイン・コンサート等の普及・交流公演事業を実施
260,000 県民

芸術文化の魅力発信

強化プロジェクト

本県の芸術文化の魅力を発信するインスタグラムの運用や、陶芸美術

館の魅力発信に向けた取組を実施
3,161 県民

芸術文化に親しむひ

ょうご推進事業の展

開

芸術文化団体等の活動の活性化と､県民の芸術文化鑑賞の機会の充実

を目的に､個人または団体が行う芸術文化活動に要する経費の一部を

補助

8,040 県民

横尾忠則現代美術館

の事業展開

横尾作品のコレクションを軸に展覧会を展開するほか、オープンスタ

ジオ等を活用した多彩なイベントを実施
111,356 県民

子ども伝統文化わく

わく体験教室

伝統文化の若年層への浸透を図るため、県内の小・中・高校に講師を派

遣し体験教室を実施
8,400 県民

[拡]

HYOGO ミュージアム

魅力発信プロジェク

トの実施

2025 大阪・関西万博を契機として、県立社会教育施設等の活性化及び

魅力を発信するため、大学生等を活用したプロジェクトを実施
7,779

県民

教委



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

事業名 事業概要 事業費 部局

[新]

障害者芸術文化支援

事業

障害者の芸術活動等の発表機会の確保､鑑賞機会の拡大の観点から､芸

術文化活動を行う障害者とその家族､団体等の発表､鑑賞機会を創出
1,029 福祉

[新]

魅力と活力ある県立

美術館のあり方検討

2025 大阪・関西万博を契機に、県の地域振興や観光振興の部門と連携

しながら美術館の新 たな展開を図り、一層の効率的な運営を目指すた

め、今後の県立美術館のあり方について検討

1,000 教委

県立美術館-｢芸術の

館｣-の事業展開

魅力ある特別展の開催や子どもの来館促進、アウトリーチ活動の充実

等による県立美術館の元気づくり事業の実施
776,522 教委

(2)芸術文化活動への参加促進

 県民自らが行う芸術文化活動を幅広く支援し、芸術文化を実践する層を拡大するとともに、優れた

芸術家を育て、その活動･活躍の場を創出する

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

つながる芸術文化プ

ロジェクトの推進

あらゆる人が芸術文化を“する・みる・支える”主役となることを目指

し、兵庫が誇る芸術人材や芸術文化の拠点機能が有機的につながる仕

組みづくりを展開

9,499 県民

アートで躍動Ｚ世代

文化部応援プロジェ

クトの実施

Ｚ世代をはじめとする若者の芸術文化活動を支援していくため、若者

の芸術文化作品の発表の場を新たに創出するとともに、部活動の地域

移行も見据えつつ、多様な分野で専門指導者による指導を実施

8,418 県民

障害者芸術｢する・

みる・ささえる｣応

援プロジェクト

障害者の芸術作品等の発表機会の確保、鑑賞機会の拡大、活動を支える

人材育成の観点から、芸術文化活動を行う障害者や団体等への多面的

な支援を実施

2,662 福祉

(3)スポーツを通じた地域づくりの推進

すべての県民が生涯にわたってスポーツに親しむ機会を創出するとともに、スポーツを通じた交流

人口の拡大や地域コミュニティの形成･強化による地域づくりを推進する

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

[新]

学びの場・遊びの場

プロジェクト(子ど

もの遊び場充実プロ

ジェクト)の実施

県立都市公園等における遊び場等の整備や、県内各地でのスポーツ体

験イベント等を実施(予算は遊び場の充実のみ)
155,000

まち

県民

[新]

HYOGO スポーツコミ

ッション(仮称)設立

準備

官民連携のもとスポーツを通した地域活性化を促進する｢スポーツコ

ミッション｣設立を目指し、あり方を検討
1,500 県民



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

事業名 事業概要 事業費 部局

プロスポーツクラブ等

と連携した地域活性化

プロジェクトの実施

(再掲)

プロスポーツクラブ等との連携により、子どもの試合観戦招待や選手・

スタッフによるスポーツ教室の開催など、子どもたちがスポーツに触

れる機会を充実

60,000 県民

子ども・ユーススポ

ーツ推進プロジェク

トの実施(再掲)

ふるさと納税の活用により、子どもを対象としたスポーツ教室やイベ

ント等の開催など、子どもたちがスポーツに触れる機会を充実
2,500 県民

｢スポーツ立県ひょ

うご｣創出プロジェ

クト事業

｢スポーツクラブ 21 ひょうご｣について、スポーツ大会等を通じてクラ

ブの連携を促進するとともに、活動の活性化等と自主自立に向けた取

組を支援し、｢スポーツ立県ひょうご｣の創出に向けたプロジェクトを

推進

2,633 県民

競技スポーツ振興事

業

競技団体との連携のもと、国スポ選手等の強化や、次世代を担うジュニ

アアスリートの育成、子どもの運動・スポーツ機会創出等に取り組み、

トップアスリート層の拡大を目指すとともに指導者を養成

193,012 県民

[新]

県内スポーツ施設の

ユニバーサル対応研

修会の実施

ユニバーサルなスポーツ施設の実現に向け、県内スポーツ施設におけ

る職員体制の充実、施設職員が現場で活かせる知識やスキルの獲得を

目的に、施設職員向け障害者対応研修を実施

430 福祉

【主要指標・目標】

指 標 名 現 状 目 標(R7) 目 標(R11)

地場産業の生産額(主要産地) 1,900 億円の維持 1,900 億円の維持 1,900 億円の維持

住んでいる地域で、自慢したい地域の宝が

あると思っている人の割合

40.9％

(R6)
前年度を上回る 前年度を上回る

暮らしの中で芸術文化を楽しむ機会を持っ

ている人の割合

39.2％

(R6)
前年度を上回る 前年度を上回る

スポーツを観戦している人の割合
46.3％

(R6)
前年度を上回る 前年度を上回る



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

方向性６ 経済活力を創出する

■新たな産業の創出

(1)成長産業の育成

ものづくり県としての強みを活かし、地域経済の持続的な成長を牽引する産業の創出･参入を促進する

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

ロボットリハビリテ

ーション拠点化の推

進

福祉のまちづくり研究所(ロボットリハビリテーションセンター)を核

とし、最先端技術を活用した医療・介護用リハビリロボット等の拠点化

を推進

31,615 福祉

[新]

次世代を見据えた航

空機産業振興支援事

業

県内に多くのｻﾌﾟﾗｲﾔｰ企業を有する航空機産業のﾎﾟﾃﾝｼｬﾙを活かすた

め、次世代の航空･宇宙産業の関するｾﾐﾅｰの開催や人材育成の支援等の

取組を実施

25,292 産労

[拡]

水素海外展開チャレ

ンジ事業の実施

(再掲)

インフラ整備が先行する欧州を主として、水素分野で優れた技術・製品

を有する県内企業の販路拡大を支援することで、産業競争力を強化
14,672 産労

スーパーコンピュー

タ活用人材育成等推

進事業

高度人材と技術系企業・研究機関等とのﾈｯﾄﾜｰｸ強化や技術交流機会の

創出により、ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝの核となる先端技術人材の県内集積を促進
10,000 産労

マテリアルズ・イン

フォマティクス活用

促進事業

県放射光研究センターに MI(マテリアルズ･インフォマティクス)を推

進するための支援体制を構築し、県内企業等における MI 活用を促進
8,096 産労

スーパーコンピュー

タの産業利用への支

援

(公財)計算科学振興財団が運営する｢FOCUS スパコン｣の利用提供を通

じて、企業の技術高度化等を支援
107,312 産労

成長産業育成のため

の研究開発支援事業

成長産業分野の事業拡大・新規参入を促進するため、産学官連携による

本格的研究開発への移行を目指す萌芽的な研究プロジェクトを支援
101,150 産労

[拡]

燃料電池バス・トラ

ック導入の促進

脱炭素化の推進を加速化するため、燃料電池バス・トラックの導入費用

及び燃料費価格差を補助
25,960 環境

燃料電池モビリティ

利活用の促進

脱炭素化の推進を加速化するため、パッケージ型水素供給設備の導入

費用を補助
12,500 環境

水素ｽﾃｰｼｮﾝ整備の促

進

燃料電池モビリティの普及による脱炭素化の推進を加速化するため、

県内の水素ステーション整備の促進に向けた取組を実施
7,821 環境



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

(2)企業誘致の促進

 産業立地条例に基づく成長産業の立地促進や本社機能の移転など、戦略的な企業立地を図る

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

立地促進補助・税軽

減等の実施

産業立地条例に基づき、県内への立地企業に対して設備投資等に対す

る補助や不動産取得税等の軽減を実施して、成長産業を中心に立地を

促進することにより、本県産業の活性化と新たな雇用の創出を促進

1,927,696 産労

ひょうご情報公園都市

第２期

ひょうご情報公園都市の未開発区域内で、三木市と共同で新たな産業

団地の創出について検討
138,200 企業庁

(3)県内への投資促進や多様な人材の受入環境の整備

本県の優れた投資環境の積極的な情報発信や、外国人や留学生等の多様な人材の受入環境の整備な

ど、国内外の活力を兵庫に呼び込み、持続的な成長を図る

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

ひょうご・神戸投資

ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ及び兵庫

県ﾋﾞｼﾞﾈｽｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀ

ｰ・東京の運営

国内外の企業の立地を支援する総合窓口として、｢ひょうご・神戸投資

サポートセンター｣及び｢兵庫県ビジネスサポートセンター・東京｣を設

置し、本県への企業立地促進活動を展開

76,624 産労

ものづくり分野にお

ける女性就業の促進

(再掲)

女性活躍企業のロールモデルを、ｾﾐﾅｰを通じて県内企業に広く周知する

｢ものづくり分野での女性活躍ｾﾐﾅｰ｣や、参加企業の業務仕分けなどを通

じ、採用の視点から企業の強みを見つめ、企業の魅力を伝えるための手

法を学ぶ｢採用ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｽｸｰﾙ｣を実施することで、ものづくり分野におけ

る人手不足の解消を図り、文系・女性など多様な人材の活用を促進

4,000 産労

立地促進補助・税軽

減等の実施(再掲)

産業立地条例に基づき、県内への立地企業に対して設備投資等に対す

る補助や不動産取得税等の軽減を実施して、成長産業を中心に立地を

促進することにより、本県産業の活性化と新たな雇用の創出を促進

1,927,696 産労

[拡]

ひょうご外国人雇用

企業認定制度の創設

(再掲)

外国人の受け入れが進む中、多文化共生を推進する先進県として、外国

人が安心して就職・定着できるよう、外国人を雇用する県内企業の取り

組みをチェックリスト方式で見える化する外国人雇用に関する企業認

定制度を創設

13,221 産労

[拡]

外国人留学生等に対

する県内企業の魅力

発信(再掲)

増加する外国人と県内企業とのﾏｯﾁﾝｸﾞ機会を創出するため、外国人留学

生を対象とした合同企業説明会やﾍﾞﾄﾅﾑ現地でのｼﾞｮﾌﾞﾌｪｱの開催、首都

圏で開催の合同企業説明会での｢ひょうごｽﾄﾘｰﾄ｣の設置等、取組を強化

28,631 産労



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

(4)起業･創業の支援と成長促進

起業プラザひょうご等の支援拠点の充実を図るとともに、スタートアップへの支援や既存企業との

交流を促進し、新たな産業の創出や社会課題の解決に向けた取組を推進する

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

[新]

ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ創出促進事

業(再掲)

スタートアップ起業を目指す若者等のビジネスプランの実証支援、起

業・研究開発等の経費支援
25,352 産労

[新]

ものづくりスタート

アップ創出･育成事

業

起業家やｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ等の新たなﾌﾟﾚｲﾔｰによる｢ものづくり｣領域への参入

を促進するため、その創出や育成を支援する取組を実施
20,319 産労

[新]

｢ひょうごのスター

トアップ｣成長支援

事業

県が認定することによりスタートアップの対外的な信用力を高め、集

中的な支援を実施することで、県経済をけん引するようなｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟの

創出を支援

18,043 産労

[拡]

起業プラザひょうご

の運営(再掲)

若者等による起業・創業の機運を高めるため､ｺﾜｰｷﾝｸﾞｽﾍﾟｰｽ等、起業の

場を提供するとともに、県内学生や外国人留学生を対象とした起業支

援を実施

82,758 産労

[拡]

ひょうごオープンイ

ノベーション推進事

業

県内中小企業等に対してオープンイノベーションを知り・考え・出会う

場を提供するとともに、参加者による社会課題・地域課題解決に向けた

共創プロジェクトへの支援を実施

13,857 産労

起業家支援事業の実

施(再掲)

多様な人材が活躍しやすい環境を整備するため、新たなビジネス創出

に意欲的に取り組む者による起業と成長を支援
179,933 産労

ひょうご TECH イノ

ベーションプロジェ

クト(再掲)

県内の自治体が抱える社会課題・地域課題の解決を図るため、県内外の

スタートアップ等の技術を活用し、協働実証プロジェクトを実施
32,119 産労

ＳＤＧｓチャレン

ジ・脱炭素イノベー

ション創出支援事業

の展開(再掲)

グローバルな SDGs 課題の解決や脱炭素分野でのイノベーション創出を

目指すスタートアップ等の事業構築・海外展開を支援
30,000 産労

若者起業人材育成事

業の実施(再掲)

社会課題の解決に向け、起業も含め主体的に取り組む若者を育成する

ため、県内大学と連携した取組に加え、県内各地の中高生を対象に自ら

課題を発見し、解決策を考える起業家精神養成プログラムを実施

18,256 産労

空飛ぶクルマ実装促進

事業
大阪・関西万博後の社会実装を目指す事業者の実証実験等を支援 75,369 産労

コワーキングスペー

ス開設支援事業

地域における起業拠点を創出するとともに、ﾃﾚﾜｰｸ・副業等の多様な働

き方に対応するため、起業家等を対象としたｺﾜｰｷﾝｸﾞｽﾍﾟｰｽを新たに開

設する事業者等を支援

2,700 産労



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

■県内産業の競争力強化

(1)ものづくり産業の経営基盤･技術開発の促進

ものづくり企業の技術開発･生産性向上による人手不足の課題を支援するとともに、経営資源の確保や新

たな市場開拓･海外進出を促進し、ものづくり産業の経営基盤を強化する

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

[新]

｢ひょうご科学塾｣の

実施(再掲)

高校進学・文理選択の前に、理系に興味を持つきっかけを作るととも

に、地元企業を身近に感じてもらえるよう、小中学生向けに県内大学と

中小企業が共同で出前授業を実施

3,741 産労

[新]

ものづくり中小企業

におけるＤＸ実践モ

デル事業

県内中小企業が DX アドバイザーの指導・サポートのもと実践する DX の

取組手法を、モデル事例として広く普及することで、中小企業の DX を

促進

8,612 産労

ものづくり支援センタ

ーの運営

中小ものづくり企業に対し、DX(AI・IoT・ロボット)導入や、工場の現

場改善等の生産性向上に向けた取組全般を複数の専門人材で構築する

チームで伴走支援するとともに、県内４か所に設置する各支援拠点に

て共同利用機器を活用した技術相談や共同研究の促進等を実施

64,842 産労

[新]

ものづくりスタート

アップ創出･育成事

業(再掲)

起業家やｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ等の新たなﾌﾟﾚｲﾔｰによる｢ものづくり｣領域への参入

を促進するため、その創出や育成を支援する取組を実施
20,319 産労

[新]

次世代を見据えた航

空機産業振興支援事

業(再掲)

県内に多くのｻﾌﾟﾗｲﾔｰ企業を有する航空機産業のﾎﾟﾃﾝｼｬﾙを活かすた

め、次世代の航空･宇宙産業の関するｾﾐﾅｰの開催や人材育成の支援等の

取組を実施

25,292 産労

理工系人材の獲得促

進(再掲)

県内外の理工系大学及び学生と県内中小製造業とのマッチング機会を

創出し、理工系人材の獲得に向けた支援を展開
7,957 産労

ひょうご海外展開支

援プロジェクト

県内企業の海外展開を支援するため、総合窓口である｢ひょうご海外ビ

ジネスセンター｣を運営し、現地で活躍する民間人による｢ひょうご国

際ビジネスサポートデスク｣と連携した相談体制を構築

18,573 産労

中小企業海外展開総

合支援促進事業

県内企業による海外での販路開拓や拠点設立等の F/S 調査に対する経

費を助成。また民間企業での実績を有する海外展開支援促進員による

総合的かつ切れ目のない支援を展開し、県内企業の海外展開を促進

33,800 産労



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

(2)新技術の活用による産業競争力の強化

 生産性向上や競争力の強化を図るため、ICTやデータの利活用など、最新技術の導入促進や、デジタ

ル化を牽引する理工系人材の育成等を推進する

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

衛星画像による広域

漏水調査支援事業の

実施

衛星画像のＡＩ解析により漏水調査が必要な管路を絞り込むデジタル

技術を県と市町で共同導入し、有収率の改善及び水道管路の適切な予

防保全を推進

330 総務

[新]

ものづくり中小企業

におけるＤＸ実践モ

デル事業(再掲)

県内中小企業が DX アドバイザーの指導・サポートのもと実践する DX の

取組手法を、モデル事例として広く普及することで、中小企業の DX を

促進

8,612 産労

ひょうごイノベーシ

ョン拠点開設支援事

業

人口減少時代における兵庫経済の持続的成長に向けたイノベーション

の創出と、社会課題の解決を図るため、高度な IT 技術等を活用して新

たな事業展開を試みる企業の進出を支援

28,791 産労

(3)地域の中小企業の経営基盤強化

県内中小企業の振興を図るため、経営に関する相談や事業承継、経営改善等への支援など中小企業

の経営基盤を強化する

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

[拡]

ひょうご産業ＳＤＧ

ｓ推進宣言・認証事

業の実施(再掲)

企業経営に SDGs の導入を促す SDGs 推進宣言事業、さらなる SDGs の取

組を県が認証する SDGs 認証事業を通じて中小企業の SDGs 経営を後押

し。令和７年度は、宣言企業向けに GX 診断補助金を創設し、宣言から

認証へのステップアップを促進

28,562 産労

小規模事業者への経

営改善普及事業の推

進

商工会、商工会議所等に経営指導員等を設置し、管内地区の小規模事業

者を対象に経営相談や巡回指導など経営改善普及事業を推進
3,050,856 産労

中小企業融資制度の

活用促進

長引く物価高騰や人手不足・人件費の高騰等の影響で経営が悪化した

中小企業の資金需要に柔軟に対応するため、コロナ禍前と同額の 3,600

億円の融資枠を確保し、中小企業の資金繰りを支援

503,568,074 産労

[拡]

アトツギイノベーシ

ョン創出支援事業

本業の変革や新規事業開発等のイノベーション創出に意欲のある県内

企業の後継者・後継予定者を対象に、新規事業のビジネスプラン策定等

の支援を実施

10,496 産労

脱炭素化に取り組む

民間事業者への支援

県内中小事業者が、脱炭素経営のポイントや省エネ、再エネ導入の実践

的手法について学び、行動に繋げるための伴走支援として｢ひょうご脱

炭素経営スクール｣を開校。また、GHG(温室効果ガス)排出量削減の取組

を促進するため、排出量の算定に係るサービス利用料の一部を補助

6,400 環境



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

(4)商店街の維持と活性化

魅力的な店舗の集積や新たな顧客層の開拓により、商店街の維持と活性化を図るとともに商店街に

おける地域コミュニティの場づくりを支援する

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

[新]

商店街空き店舗トラ

イやる(ﾁｬﾚﾝｼﾞｼｮｯﾌﾟ

応援事業)

初出店に挑戦する商業者や、本県進出に向け試験的に出店を計画する

県外商業者を呼び込むことにより商店街活性化を図るため、商店街が

実施するチャレンジショップ等の整備・運営を支援

10,000 産労

商店街若者・女性新

規出店チャレンジ応

援事業

商店街の新陳代謝・活性化を促進するため、商店街活動へ積極的に参加

する若者や女性の空き店舗への新規出店を支援
7,641 産労

商店街・小売市場共

同施設建設費の助成

商店街の魅力と利便性の向上を図るため、商店街等が設置する共同施

設の設置・改修又は撤去を支援
4,000 産労

(5)県内への就業･定住意識の高揚[再掲]

■農林水産業の振興

(1)地域資源を活用した食と農業の活性化

 大消費地への近接性や豊富な地域資源を活かし、新たなビジネスの創出や国内外市場の開拓、食文

化の発信を通じて、本県農業の活性化を図るとともに、持続可能な農村地域づくりを推進

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

県公式ｵﾝﾗｲﾝｼｮｯﾌﾟの

展開

県特産品の販売増等を目的とした EC ｻｲﾄを開設し、販路拡大やブラン

ド強化の取組を実施

(R6.2 月補正)

29,000
産労

地域有機農業塾開設

支援事業の実施

有機農業の拡大に向けた出口対策として購入行動を促進するため、講

義と実習(有機農業塾)を通じ、環境負荷低減のみならず手間やコスト

増など正しい理解を醸成する活動に対して支援

3,250 農林

[新]

ｸﾛｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ創出支

援

農林漁業者と食関連事業者等が連携し、検討会やｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣等によ

る商品･ｻｰﾋﾞｽの開発への取組を支援
5,087 農林

ひょうごオープンフ

ァーム強化事業の実

施(再掲)

持続性のある農林漁業経営の実現のため、人を地域に呼び込み、ひょう

ごの｢農｣への消費者理解を深め、伝える取組を推進
10,683 農林



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

事業名 事業概要 事業費 部局

CSA 手法拡大支援事

業の実施

有機農産物等の販路拡大に向け、生産者と消費者を強固に結びつける

ことが可能な CSA の手法を用いたモデルを形成し、普及啓発すること

により好事例を展開

1,730 農林

[拡]

ひょうご農村 RMO 推

進事業の実施

高齢化･人口減少により農村の弱体化が進行する一方、地域ならではの

農産品や食文化、景観等の農業資源が存在。これらを活かした特色ある

持続可能な農村地域づくりの取組を実施

28,928 農林

[新]

水稲温暖化対応種子

産地支援事業

地球温暖化による水稲の白未熟粒の発生など品質の低下に対応するた

め、高温耐性のある本県オリジナル品種を育成し、県産米の競争力を強

化

19,500 農林

[新]

ひょうご酒米・日本

酒テロワール発信事

業の実施

｢伝統的酒造り｣のﾕﾈｽｺ無形文化遺産への登録見込を契機とした国内外

での日本酒需要の拡大が見込まれるため、ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝの実施や試飲会等

を開催

17,235 農林

[拡]

ひょうごの酒米海外

戦略推進事業

海外での日本酒需要の高まりを踏まえ、海外輸出促進や万博に合わせ

たｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ向けｲﾍﾞﾝﾄの開催等の取組を実施
3,500 農林

SDGs 酒米・酒生産

支援事業の実施

日本酒の有機ＪＡＳ認証制度開始を踏まえ、認証取得に向けた取組支

援により、県産酒米・日本酒のさらなるブランド力を強化
4,195 農林

但馬牛・神戸ビーフ

発信力の強化

但馬牛・神戸ビーフのブランド強化を図るため、消費者等を対象とした

セミナーの開催や、但馬牛の生産現場を紹介する動画の作成等により、

その歴史や魅力を発信し、国内外の需要拡大を推進

3,500 農林

[新]

｢HYOGO ブランド｣食

材のグローバル化促

進

県産食材について、海外を含めた新規市場の開拓を進めるため、食品輸

出展示会への出展を促進
2,118 農林

[新]

外食産業と連携した

産地交流型食材ＰＲ

の実施

消費者等へ県産食材の更なる認知度向上･需要拡大を図るため、外食産

業と連携して県産食材の料理を提供するフェア及び生産者交流イベン

トを開催

2,025 農林

[拡]

学校給食県産食材供

給拡大事業

学校給食で県産食材を持続的に利用するための体制構築のためにアド

バイザーを派遣するとともに、学校給食向けに農産物を安定供給する

ための産地育成やコーディネート体制作りを支援

1,583 農林



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

(2)農業の競争力強化

スマート化による生産性の向上や産品の高品質化、環境負荷の低減など、生産･経営基盤を強化し、

本県農業の競争力を強化する

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

[新]

環境創造型農業サミ

ットの開催(再掲)

生物多様性等の環境に配慮した農業の拡大を図るため、2025 年大阪・

関西万博のひょうご EXPO week 期間中にシンクロイベントとして、豊

岡市で環境創造型農業サミットを開催

5,800 農林

[拡充]

環境にやさしい農業

の面的拡大推進事業

(再掲)

SDGs やみどりの食料システム戦略を踏まえ、環境負荷の少ない農業構造

への転換を促進するため、環境創造型農業･有機農業の取組拡大を推進
93,368 農林

有機農業アカデミー開

設事業(再掲)

有機農業に必要な知識･技術を実践的なカリキュラムに沿って体系的

に習得するため、県立農業大学校に、｢経営として成り立つ有機農業｣を

学ぶコースを新設し、人材育成を強化

285,000 農林

｢農｣イノベーション

ひょうご推進事業の

実施

県産農林水産物の新たな価値を創出するため、農林漁業者と多様な分野

との異業種連携による新商品・新サービスの創出に向けた取組を支援
137,757 農林

CSA 手法拡大支援事

業の実施(再掲)

有機農産物等の販路拡大に向け、生産者と消費者を強固に結びつける

ことが可能な CSA の手法を用いたモデルを形成し、普及啓発すること

により好事例を展開

1,730 農林

農業法人活性化支援

事業の実施

法人化や雇用拡大、経営の多角化・高度化等に取組む農業経営体に対

し、労働環境の整備、専門人材の確保、スマート機械等の導入を支援
61,600 農林

企業の農業参入推進

事業の実施

就農支援センター配置の企業専門相談員による企業の多様なニーズに

即した伴走支援により、円滑な農業参入や農業者との連携による地域

農業への継続的な参画を促進

3,803 農林

[新]

水稲温暖化対応種子

産地支援事業(再掲)

地球温暖化による水稲の白未熟粒の発生など品質の低下に対応するため、

高温耐性のある本県オリジナル品種を育成し、県産米の競争力を強化
19,500 農林

[新]

スマート農業活用イ

ノベーション事業の

実施

県内でｽﾏｰﾄ農業の普及推進を図るため、農業者の育成や Web ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ

による技術導入の支援体制構築等の取組を実施
12,910 農林

ひょうご施設園芸産地

競争力強化対策事業の

実施

都市近郊の立地等を生かし、実需者ニーズに応じた先進的技術の導入

による収量・品質の向上及び省エネ・省力化技術の普及を推進し、競争

力のある施設園芸農業の確立を支援

41,000 農林

[新]

DX 推進による但馬

牛･神戸ビーフ増産

但馬牛･神戸ﾋﾞｰﾌの生産性向上や安定生産等を図るため、DX を活用した

技術指導やｺｽﾄ低減等の取組を実施
22,500 農林



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

事業名 事業概要 事業費 部局

[拡]

ゲノミック評価を活

用した｢ひょうごの

酪農｣経営安定化推

進事業

酪農経営の収益性向上を図るため、ゲノミック評価検査を支援し、耐久

性があり強健な牛群への転換改良を促進
7,204 農林

但馬牛・神戸ビーフ

発信力の強化(再掲)

但馬牛・神戸ビーフのブランド強化を図るため、消費者等を対象とした

セミナーの開催や、但馬牛の生産現場を紹介する動画の作成等により、

その歴史や魅力を発信し、国内外の需要拡大を推進

3,500 農林

受精卵移植による但

馬牛・神戸ビーフの

増産推進

但馬牛･神戸ﾋﾞｰﾌの安定供給等を図るため、生産性の向上等に努め、増

頭計画がある生産者に増頭達成実績に応じて優良繁殖雌牛の導入経費

を補助する事業実施主体に対して支援.

4,673 農林

耕畜連携の推進
持続可能な農業・畜産業の実現と生産者の経営改善を図るため、畜産堆

肥等を利用した農産物や自給飼料の生産を進める耕畜連携の取組を促進
2,200 農林

[新]

有機農産物等の出口

対策の実施(再掲)

県産有機農産物等の需要拡大に向けて、量販店等への出荷･流通体制を

支援する取組を拡大
3,000 農林

[拡]

有機農産物理解醸成

支援事業(再掲)

有機農産物の販路拡大に向け、安定的需要が見込まれる学校給食にお

いて、環境負荷の少ない農業の価値啓発を通じ、学校給食への県産有機

農産物導入を支援

2,992 農林

百貨店・商社・小売

店等と連携した流通

拡大促進

百貨店が持つ食メディアを用いて県産農林水産物の PR を行うととも

に、地域商社や産者等と連携した SDGs に配慮した商品の発掘や開発な

どを支援

1,751 農林

[拡]

ICT 技術の普及加速に

よるｽﾏｰﾄ獣害対策モデ

ル育成事業

これまで進めてきたデータや知見に基づく獣害対策に省力化が図られ

る ICT 技術を組み合わせた｢スマート獣害対策｣のモデルを育成し、高

齢化や人口減少が進んだ先でも獣害対策に取組める体制の整備を実施

29,269 環境

(3)農林水産業の担い手確保･育成

新規就業者の定着支援や早期経営確立、多様な人材活用による地域課題解決など、農山漁村の活性

化と農業の担い手確保を図る

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

有機農業アカデミー開

設事業(再掲)

有機農業に必要な知識･技術を実践的なカリキュラムに沿って体系的

に習得するため、県立農業大学校に、｢経営として成り立つ有機農業｣を

学ぶコースを新設し、人材育成を強化

285,000 農林

[拡]

楽農学校の実施

(再掲)

生きがいとしての農業から新規就農まで、幅広い対象に応じた講座を

開催
17,998 農林



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

事業名 事業概要 事業費 部局

｢農｣に携わる人材確

保モデル支援事業

地域農業への多様な人材の参画を推進するため、半農半Ｘ等

｢農｣に携わる人材確保の体制整備や田舎暮らしの充実のための

農園整備を支援

4,490 農林

[拡]

ひょうご農村 RMO 推

進事業の実施(再掲)

高齢化･人口減少により農村の弱体化が進行する一方、地域なら

ではの農産品や食文化、景観等の農業資源が存在。これらを活か

した特色ある持続可能な農村地域づくりの取組を実施

28,928 農林

農業法人活性化支援

事業の実施(再掲)

法人化や雇用拡大、経営の多角化・高度化等に取組む農業経営体に対

し、労働環境の整備、専門人材の確保、スマート機械等の導入を支援
61,600 農林

企業の農業参入推進

事業の実施(再掲)

就農支援センター配置の企業専門相談員による企業の多様なニ

ーズに即した伴走支援により、円滑な農業参入や農業者との連

携による地域農業への継続的な参画を促進

3,803 農林

[新]

地域のアグリサポー

ト推進事業の実施

多くの地域で担い手が不足していることから、地域への就農希

望者が必要とする情報をまとめたアグリサポートプランの作成

等、各地域の農業人材確保に向けた取組等を支援

4,880 農林

新規就農一貫支援事

業の実施

農業への人材の呼び込みと定着を促進するため、啓発活動や講座の開

設、インターンシップの実施、先進農家による指導、コーディネート機

能の強化など、新規就農者の確保・育成・定着に向けた取り組みを支援

16,410 農林

農業施設貸与事業の実

施

多額の初期投資が必要となる施設園芸への新規参入・規模拡大

がしやすい環境の整備を図るため、ＪＡ等が園芸施設等を整備

し、新規就農者等へ貸与する取組を支援

49,967 農林

新規就農者確保育成

総合対策の実施

農業への人材の一層の呼び込みと定着を図るため、経営発展の

ための機械・施設等の導入を支援するとともに、就農に向けた研

修資金、経営開始資金を交付

487,310 農林

兵庫県立森林大学校

の運営(再掲)

森林整備の即戦力かつ次代の森林管理のリーダーを養成すると

ともに、地域と連携し多自然地域の活性化に貢献する人材の育

成を図るため、専修学校｢兵庫県立森林大学校｣の機能を強化し

て運営

51,472 農林

(4)収益性の高い林業の推進

低コスト生産モデルやスマート林業の導入により効率的な森林管理を進めるとともに、県産木材の

利用拡大や木質バイオマスの活用を図り、収益性の高い林業を推進する

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

J クレジット制度の取

組支援

大規模公有林を保有する市町を対象として、制度の普及啓発に加え、収

益性の試算、CO2 吸収量算定資料の作成を支援。また、ｸﾚｼﾞｯﾄ販売促進

に向け、県内企業向けｾﾐﾅｰを開催し、県内におけるｶｰﾎﾞﾝｵﾌｾｯﾄを推進

3,300 農林



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

事業名 事業概要 事業費 部局

ひょうごの木づかい

啓発推進事業の実施

｢伐って､使って､植えて､育てる｣の資源循環型林業ｻｲｸﾙの円滑化によ

る森林整備を推進するため､木造住宅を建てる工務店､施主となる県

民､非住宅の建築事業者等に対して､県産木材の利用促進に向けた啓発

事業を展開

12,410 農林

ひょうご林内路網

1,000km 整備プランの

推進

原木の生産性を向上させるため、伐採利用が可能な森林を一定規模で

集約し、林業生産基盤である林道や作業道の整備を促進
1,116,300 農林

木造設計に対応する

建築士養成講座の実

施

森林環境譲与税を活用し、さらなる県産木材の利用を促進するため、非

住宅建築物の木造設計に精通した建築士が不足していることから、実

践的な知識・技術の習得や設計提案ができる建築士を養成

5,100 農林

(5)水産業の経営強化

栄養塩類の供給や漁場整備、種苗技術開発を通じた海洋資源の再生を図るとともに、ICT や AI を活用した

スマート水産業の導入など、収益性の高い漁業の確立に向けた取組を推進する

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

[拡]

漁業施設貸与事業の実

施

新規就業者等の設備投資の負担を軽減するため、漁船や機器を貸与す

る際の導入経費を支援
23,200 農林

[拡]

マダコの種苗生産・

放流技術開発事業

種苗放流によりマダコ資源の増大を図るため、種苗量産技術及び効果

的な放流手法を開発
3,923 農林

瀬戸内海生産構造調査

事業

栄養塩と水産資源との関係性を把握するため、魚介類の餌となる動物

プランクトンの分布や発生状況などの調査研究を実施
3,000 農林

気候変動等に適応した

ノリ養殖生産促進事業

の実施

効率的なノリ生産と品質向上を図るため、漁場の栄養塩･水温等の海域

環境観測、養殖技術向上のための研修会、品種開発を実施
2,000 農林

ひょうごの海を活用し

たブルーカーボンクレ

ジットの創出

藻場の保全・再生を図り、ブルーカーボン創出を目指すとともに、養殖

ノリのブルーカーボンクレジット認証を検討
6,377 環境



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

【主要指標・目標】

指 標 名 現 状 目 標(R7) 目 標(R11)

県民一人あたり県内総生産(GDP)の伸び

実質 国 107.7 県 113.1
名目 国 119.2 県 121.9

(R5)

国を上回る一人あた

り GDP 伸びを維持

国を上回る一人あたり

GDP 伸びを維持

工場立地件数
29 件

(R5)
56 件 64 件

製造品付加価値額
57,918 億円

(R4)
59,081 億円 61,477 億円

スタートアップ創出数
25 件

(R5)
30 件 30 件

住んでいる地域に優れた製品・技術・ブラ

ンドをもった企業があることを知っている

人の割合

25.7%

(R6)
前年度を上回る 前年度を上回る

農林水産業産出額
2,652 億円

(R4)
2,682 億円 2,749 億円



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

方向性７ 人･自然･文化を次代につなぐ

■出会いから子育てへの支援

(1)出会い･結婚支援の充実

 多様な出会いの機会創出や支援体制の強化、経済的負担の軽減など、出会い･結婚や県内定住に向け

た取組を推進する

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

ひょうご出会い支援

事業

結婚を希望する独身男女の出会いの機会を増やし成婚につなげるた

め、利便性を向上させたオンラインサービスを提供するとともに、ＡＩ

マッチングを活用した相性の良いお相手との効果的な出会いを支援す

るほか、ひょうご出会いサポートセンターにおいて、会員の活動状況に

応じた伴走型の支援を実施

41,723 県民

不妊治療支援の強化

(プレコンセプション

ケアの推進)

高校生、大学生を対象に妊娠・出産を含む健康についての出前講座など

を実施
2,000 保健

結婚新生活支援事業の

実施
新婚世帯の結婚に伴う新生活のスタートに要する経費を支援 228,538 福祉

奨学金返済支援制度

(再掲)

若者の県内就職及び定着を促進するため、従業員の奨学金返済負担軽

減を行う企業に対して、費用の一部を支援
166,978 産労

(2)包括的な妊産婦･育児支援体制の強化

 妊産婦や育児家庭への支援体制を一元化し、不妊治療支援、医療体制の強化、ライフプラン教育の

普及等を進めることで、妊娠から子育てに至るまで切れ目のない支援を提供する

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

[新]

地域周産期医療体制

づくり検討会

Ｒ５～６年度実施の産科医療研究会において抽出された課題に対する

具体的な対応策を検討するため、検討会を設置し、今後の持続可能な周

産期医療体制の確保を目指す

500 保健

[拡]

不妊治療支援の強化

(不妊治療先進医療

費･通院交通費助成

事業)

不妊治療のうち、保険適用外である｢先進医療｣の治療費助成について、

県内だけではなく隣接府県の医療機関での先進医療受診者にも対象を

拡大

187,000 保健

予期せぬ妊娠ＳＯＳ相

談事業

予期しない妊娠等に対して相談できる窓口を開設し、助産師等の専門

職が電話やメール、SNS により相談に対応
12,693 保健



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

事業名 事業概要 事業費 部局

不育症治療支援事業
不育症に対して、経済的負担の軽減及び早期治療を促進するため、不育

症の検査や治療に係る保険適用外の医療費を助成
4,156 保健

不妊治療ペア検査助成

事業

早期に夫婦で受診・検査を行い、早期に治療に繋げるため検査費用につ

いて助成
3,500 保健

乳児家庭全戸訪問事業

(こんにちは赤ちゃん

事業)

すべての乳児のいる家庭を訪問することにより、子育てに関する情報

の提供並びに乳児及びその保護者の心身の状況及び養育環境を把握
58,870 保健

[拡]

課題を抱える妊産婦

支援プロジェクト

(再掲)

特定妊婦等を出産から自立まで支援するとともに、実家のように頼れ

る居場所に出会えるきっかけをつくるなど、自立や夢の実現を応援
5,300 福祉

[拡]

里親・特別養子縁組

制度の推進(再掲)

里親等委託率向上と里親支援の一層の充実を図るとともに、児童相談

所(こども家庭センター)の業務負担を軽減するための民間委託を推進

し、公民連携のもと里親・特別養子縁組制度を推進

222,535 福祉

[拡]

特定妊産婦等支援事業

(居場所確保･自立支

援、産前産後母子支

援、課題を抱える妊産

婦支援プロジェク

ト)(再掲)

予期せぬ妊娠等を理由に支援の必要性が高い妊産婦(特定妊婦等)を受

け入れる場所を確保し、産前産後の心理的ケアや保健指導、生活相談、

就労支援を行うとともに、自立に向けた見守りを含めた支援を継続し

て実施

64,300 福祉

[拡]

ひょうご仕事と生活

センター事業の推進

(不妊治療と仕事の

両立支援の推進)

(再掲)

不妊治療と仕事の両立支援の取組を全県的に推進(企業向けの取組を

強化)
4,711 産労

(3)子育てに係る経済的負担の軽減

 子育て世帯への医療負担軽減や、住宅取得支援などの経済的支援を強化し、安心して子育てできる

環境を整備する

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

乳幼児等医療費助成

による負担軽減の実

施

小学３年生までの乳幼児等の疾病又は負傷について、医療保険による

給付が行われた場合に、医療保険制度での自己負担額の一部を助成
3,317,456 福祉

こども医療費助成に

よる負担軽減の実施

小学４年生から中学３年生までのこどもの疾病又は負傷について、医

療保険による給付が行われた場合に、医療保険制度での自己負担額の

一部を助成

1,160,475 福祉



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

事業名 事業概要 事業費 部局

ひょうご保育料軽減

事業

子育てにかかる経済的負担感の軽減を図るため、保育料を助成し子育

て家庭を支援することで、子どもを産み育てやすい環境づくりを推進
472,230 福祉

幼児教育・保育の無

償化

全ての３～５歳児、住民税非課税世帯の０～２歳児を対象に、幼稚園・

保育所・認定こども園・認可外保育施設等の費用を無償化
8,143,261 福祉

[拡]

子育て住宅総合支援

事業の実施(再掲)

子育て世帯や新婚世帯が暮らしやすい住まい･住環境の確保を図るた

め、住宅取得や子育て支援施設の開設等に係る費用の一部を支援
148,850 まち

[拡]

県営住宅における子

育て世帯への支援

(再掲)

高齢化が進む県営住宅における多様な世代構成によるコミュニティを

活性化するため、ﾆｰｽﾞの高い阪神間を中心に駅や学校等に近接した住

宅において子育て世帯向けﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ等を実施

284,000 まち

(4)保育環境の充実

保育の受け皿や人材の確保、子育て環境の充実、子育てと両立できる働き方の実現など子育てをしな

がら安心して働くことができる保育環境を充実するとともに、地域における持続可能な保育提供体制を

構築する

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

私立幼稚園等におけ

る預かり保育

保育時間終了後も園児を幼稚園内で過ごさせる｢預かり保育｣等を実施

する私立幼稚園等を支援し、保護者及び幼稚園の経費負担を軽減
451,971 総務

男性の家事・育児推進

事業(再掲)

男性の家事・育児への参加を促進するため、企業の管理職・社員を対象

とした出前講座や子育て中のパパ向けのセミナー等を開催
2,704 県民

[新]

保育所等における食

の安全・安心の推進

増加する食物アレルギー児へ対応するため、調理員等を加配する民間

保育所･こども園に対して支援を実施
13,248 福祉

[新]

高校生保育の仕事や

りがい魅力体験事業

の実施(再掲)

高校生による保育所等での仕事体験を通じた、将来の保育人材の確保 4,566 福祉

[新]

保育所等における要

支援児童等対策の推

進(再掲)

要支援児童等への対応強化を図るため、基幹となる保育所等に専門職

の地域連携推進員を配置し、多様な子育て問題への対応や、関係機関と

の支援体制を構築

44,528 福祉

一時預かり事業
家庭において一時的に保育を受けることが困難になった乳児又は幼児

について、保育所その他の場所で一時的に預かり、必要な保育を実施
1,184,190 福祉

延長保育事業
保育認定を受けた子どもについて、通常の利用時間以外の日及び時間

において、民間保育所、認定こども園、地域型保育事業で保育を実施
497,808 福祉



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

事業名 事業概要 事業費 部局

保育所・認定こども

園・幼稚園の運営費

支援

子ども・子育て支援法に基づき、保育所等私立施設に対する｢施設型給

付｣並びに児童福祉法に位置付けられた市町村による認可事業(地域型

保育事業)の事業所に対する｢地域型保育給付｣により運営を支援

36,861,518 福祉

多胎育児家庭の外出

に対する支援事業

育児負担が大きい多胎育児家庭に対し、外出時に必要不可欠な大型育

児用品の購入・レンタル費用の一部を助成し、経済的負担の軽減を図る

とともに、多胎育児の外出環境を支援

7,905 福祉

保育体制強化事業の実

施

地域住民や子育て経験者など地域の多様な人材を、保育に係る周辺業

務に活用して保育士の負担軽減を図るとともに、児童の園外活動時の

安全管理を強化

163,796 福祉

ひょうご仕事と生活

センター事業の推進

(再掲)

ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽの全県的推進拠点｢ひょうご仕事と生活ｾﾝﾀｰ｣及び地域

拠点(阪神・姫路)において、普及啓発・情報発信、相談、研修等を実施
158,918 産労

[新]

学びの場・遊びの場

プロジェクト(子ど

もの遊び場充実プロ

ジェクト)の実施

県立都市公園等における遊び場等の整備、県内各地でのスポーツ体験

イベント等の実施(予算は遊び場の充実のみ)
155,000

まち

県民

(5)子育て家庭を見守る地域づくり

 少子化や地域の人間関係の希薄化が進む中、地域コミュニティや企業、団体等地域の多様な主体の参画

による子育て家庭を見守る環境づくりを推進する

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

私立幼稚園等乳幼児

子育て応援事業の実

施

在宅幼児(2 歳～5 歳児)の子育て支援のため、幼稚園等を活用して幼児

教育体験等を行う在宅児子育て応援事業を支援。また、乳幼児(0 歳～1

歳)を対象に、地域の乳幼児とその親が気軽に集い交流できる｢子育て

サロン｣の開設・運営を支援

241,182 総務

[拡]

ヤングケアラー・若

者ケアラー支援事業

(再掲)

ヤングケアラー・若者ケアラーの早期発見、悩み相談、福祉サービスへ

の円滑なつなぎ等のための支援を実施するとともに、市町における支

援体制を推進

12,604 福祉

子ども食堂・ヤング

ケアラー等応援プロ

ジェクト(再掲)

貧困家庭等の子どもの支援や、ヤングケアラーの家事負担軽減等を推

進するため、ふるさとひょうご寄附金を活用し、子ども食堂の開設支援

や弁当の配食等を実施

16,742 福祉

生活困窮者世帯の子

どもを地域で支援

(再掲)

貧困連鎖を防止するため、地域の住民、団体等が協力して、進学をあき

らめず、将来自立した生活ができるよう学習や生活習慣の獲得を支援
10,867 福祉

[拡]

地域子育て支援拠点

事業の実施(再掲)

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てにつ

いての相談、情報の提供、助言その他の援助を行う市町に対し、事業に

要する経費の一部を補助

457,593 福祉

放課後児童クラブ夏

休み開所支援事業の

実施

夏休み期間中のみ放課後児童クラブを利用希望する保護者(パートタ

イマー等)のニーズに応えるため、夏休みに特化した放課後児童クラブ

を開所する場合の運営費を支援

11,605 福祉



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

事業名 事業概要 事業費 部局

保育所における放課

後児童クラブ開設へ

の支援モデル事業の

実施

高止まりしている放課後児童クラブの待機児童数を減少させるため、

保育所の空き教室を活用した放課後児童クラブの開設を支援
8,000 福祉

放課後児童クラブの運

営補助

就労等により昼間保護者が家庭にいない児童の安全で健やかな居場所

の設立・運営に向けて、学校の余裕教室等を活用し、放課後児童クラブ

の設立・運営を助成し、放課後児童の健全育成に寄与するとともに、子

育て家庭を支援

4,745,050 福祉

放課後児童クラブの整

備補助

就労等により昼間保護者が家庭にいない児童の安全で健やかな居場所

の設立・運営に向けて、学校の余裕教室等を活用し、放課後児童クラブ

の設立・運営を助成し、放課後児童の健全育成に寄与するとともに、子

育て家庭を支援

365,139 福祉

[拡]

児童養護施設や里親の

下で育つ子ども応援プ

ロジェクト(再掲)

児童養護施設や里親委託など社会的養護の下で育った子どもたちの将

来が、生まれ育った環境で左右されないよう、自立や夢の実現を支援
19,770 福祉

[拡]

ｹｱﾘｰﾊﾞｰへの支援の

充実(再掲)

社会的養護経験者(ｹｱﾘｰﾊﾞｰ)の自立生活を支援するため、入所中から将

来の選択肢を広げ、学びや好奇心を満たす環境を整えるとともに、大学

進学への支援を実施

5,000 福祉

■環境対策の推進

(1)脱炭素化の推進

  再生可能エネルギーの導入拡大や脱炭素経営への支援、消費者の行動変容、まちなみ緑化等を通じ

て、地域全体で脱炭素化を推進し、カーボンニュートラルをめざす

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

[拡]

水素社会普及促進事

業

カーボンニュートラルに向けた新たなエネルギーとして期待される水

素を日常生活や産業活動で利用する｢水素社会｣を早期に実現するた

め、産学官の連携のもと、県内における水素利活用の普及・拡大に向け

た取組を実施

14,018 企画

[拡]

ひょうご産業ＳＤＧ

ｓ推進宣言・認証事

業の実施(再掲)

企業経営に SDGs の導入を促す SDGs 推進宣言事業、さらなる SDGs の取

組を県が認証する SDGs 認証事業を通じて中小企業の SDGs 経営を後押

し。令和７年度は、宣言企業向けに GX 診断補助金を創設し、宣言から

認証へのステップアップを促進

28,562 産労

[拡]

水素海外展開チャレ

ンジ事業の実施

(再掲)

インフラ整備が先行する欧州を主として、水素分野で優れた技術・製品

を有する県内企業の販路拡大を支援することで、産業競争力を強化
14,672 産労

J クレジット制度の取

組支援(再掲)

大規模公有林を保有する市町を対象として、制度の普及啓発に加え、収

益性の試算、CO2 吸収量算定資料の作成を支援。また、ｸﾚｼﾞｯﾄ販売促進

に向け、県内企業向けｾﾐﾅｰを開催し、県内におけるｶｰﾎﾞﾝｵﾌｾｯﾄを推進

3,300 農林

[新]

ﾍﾟﾛﾌﾞｽｶｲﾄ太陽電池を活

用した営農型太陽光発

電の実証

次世代型太陽光発電としての導入が期待されるﾍﾟﾛﾌﾞｽｶｲﾄ太陽電池を

活用した小規模な営農型太陽光発電(ｿｰﾗｰｼｪｱﾘﾝｸﾞ)による実証を実施
3,649 環境



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

事業名 事業概要 事業費 部局

[新]

｢ひょうご版 2050 年カ

ーボンニュートラルロ

ードマップ｣作成事業

2050 年カーボンニュートラルを実現するため、本県が取り得る中長期

的な道筋をロードマップとして整理
5,000 環境

地域脱炭素移行・再

エネ推進事業の実施

2030 年度温室効果ガス排出削減、再生可能エネルギー導入目標及び

2050 年カーボンニュートラルの達成に向け、屋根置きなど自家消費型

太陽光発電の設置補助や事業者と連携した熱供給(第三者所有モデル)

方式などによるバイオマスボイラーの導入補助により普及を促進

278,904 環境

中小事業者を対象とし

た太陽光発電設備導入

補助事業

2030 年再生可能エネルギー発電量 100 億 kWh を達成するため、中小事

業者の PPA 方式等による太陽光発電設備の導入を地域脱炭素移行・再

エネ推進事業と連携して支援

10,000 環境

脱炭素化に取り組む

民間事業者への支援

(再掲)

県内中小事業者が、脱炭素経営のポイントや省エネ、再エネ導入の実践

的手法について学び、行動に繋げるための伴走支援として｢ひょうご脱

炭素経営スクール｣を開校。また、GHG(温室効果ガス)排出量削減の取組

を促進するため、排出量の算定に係るサービス利用料の一部を補助

6,400 環境

[拡]

水素ステーション整

備費補助事業

脱炭素化の推進を加速化するため、中～大規模水素ステーションの整

備費用を補助
150,000 環境

燃料電池モビリティ

利活用の促進(再掲)

脱炭素化の推進を加速化するため、パッケージ型水素供給設備の導入

費用を補助
12,500 環境

水素ｽﾃｰｼｮﾝ整備の促

進(再掲)

燃料電池モビリティの普及による脱炭素化の推進を加速化するため、

県内の水素ステーション整備の促進に向けた取組を実施
7,821 環境

ひょうごの海を活用

したﾌﾞﾙｰｶｰﾎﾞﾝｸﾚｼﾞｯ

ﾄの創出(再掲)

藻場の保全・再生を図り、ブルーカーボン創出を目指すとともに、養殖

ノリのブルーカーボンクレジット認証を検討
6,377 環境

既存住宅・建築物省

エネ化促進事業の実

施

住宅・建築物分野でのエネルギー消費削減を推進するため、一戸建て住

宅及び住宅以外の建築物について、省エネ基準等を満たすために必要

な診断、設計及び工事費用の一部を補助

9,096 まち

県民まちなみ緑化事

業

都市環境の改善や防災性の向上を図るため、住民団体等が行う植樹や

芝生化などの緑化活動を支援
640,000 まち

(2)豊かな環境の保全と創造

 資源循環や環境負荷の低減、生物多様性の確保、グリーンインフラの活用など兵庫の豊かな自然環

境の保全を図りながら環境適合型社会の実現に向けた取組を推進する

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

[拡]

環境にやさしい農業

の面的拡大推進事業

(再掲)

SDGs やみどりの食料システム戦略を踏まえ、環境負荷の少ない農業構造

への転換を促進するため、環境創造型農業･有機農業の取組拡大を推進
93,368 農林



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

事業名 事業概要 事業費 部局

里山林整備の推進

(再掲)

集落周辺の里山林において、森林の公益的機能の向上に向けた森林整

備を進めるとともに、多様な担い手の参画による森林の保全管理活動

を支援し、里山林の再生を推進

909,306 農林

瀬戸内海生産構造調査

事業(再掲)

栄養塩と水産資源との関係性を把握するため、魚介類の餌となる動物

プランクトンの分布や発生状況などの調査研究を実施
3,000 農林

脱炭素型消費行動促

進事業の実施

県民の脱炭素型ライフスタイルへの転換、消費行動の変容を後押しす

る普及啓発を｢ひょうご 1.5℃ライフスタイル｣として展開
5,145 環境

里山バイオマス活用

コンソーシアム構築

事業

地域に賦存する木質バイオマス資源等を地域内でエネルギー利用する

ことにより、再生可能エネルギーの導入拡大(木質バイオマスの熱利用

等)と地域循環共生圏の創出につなげるための、地域関係者の情報共有

等の場を構築

3,670 環境

[拡]

ICT 技術の普及加速

によるスマート獣害

対策モデル育成事業

(再掲)

これまで進めてきたデータや知見に基づく獣害対策に省力化が図られ

る ICT 技術を組み合わせた｢スマート獣害対策｣のモデルを育成し、高

齢化や人口減少が進んだ先でも獣害対策に取組める体制の整備を実施

29,269 環境

[新]

都市部における獣害

対策の強化

ｼｶ、ｲﾉｼｼの市街地への生息区域の拡大により人身事故等が発生してい

ることを踏まえ、新たなﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ手法や捕獲手法の開発に取り組み、野

生動物の出没防止対策を実施できる体制をﾓﾃﾞﾙ構築

6,669 環境

[拡]

ツキノワグマ管理総

合対策事業

ツキノワグマの出没数が高い状態で推移しており、これまで出没がな

かった地域での目撃など分布域拡大が懸念されていることから、市町

と連携し、出没防止対策や体制整備、危険個体の有害捕獲強化及びモニ

タリング調査、人材育成等のツキノワグマ管理の強化を実施

36,249 環境

ナガエツルノゲイト

ウへの抜本的対策の

推進

近年、生息域を拡大しているナガエツルノゲイトウについて、生息域調

査及び見える化、防除計画の策定、効果的な防除手法の実証と確立、防

除実施者の育成、簡易な枯死手法の開発・実証などの抜本的対策を実施

9,290 環境

鳥獣被害防止総合対

策の実施

シカ・イノシシ等の捕獲拡大により農林業被害は全体的に減少傾向に

あるが、生息域の拡大等により被害が増加している地域があるため、獣

種別の管理計画に基づき、地域の実情に応じた野生動物の個体数管理、

被害管理、生息地管理を総合的に推進

546,871 環境

[拡]

PFAS 実態把握推進事業

公共用水域等での PFAS のモニタリング継続及び PFOS・PFOA 以外の PFAS

についての実態把握と除去・低減手法を検討。さらに、調査結果の迅速

な公表のための情報発信システムの構築を実施

12,897 環境

豊かな海づくりに向

けた県民運動の展開

(再掲)

豊かで美しい海の創出と継承に向けた取組を推進するため、ひょうご

豊かな海づくり県民会議を通じて、官民連携による県民総参加の運動

を展開

4,000 環境

豊かで美しい瀬戸内海

の創生

｢兵庫県栄養塩類管理計画｣(R4.10 月策定)に基づき、計画的な栄養塩類

供給に伴う水質の状況の検証や新たな栄養塩類供給方策の調査･研究

等を実施

11,698 環境



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

事業名 事業概要 事業費 部局

[拡]

暮らしに根ざした資

源循環の推進

広域的な資源循環モデルの構築に向け、市町や企業等と連携したﾌﾟﾗｯﾄ

ﾌｫｰﾑを設置し、施設整備面と素材面からｱﾌﾟﾛｰﾁした２つの調査・検討を

行うとともに、衣服の生産から着用、廃棄に至るまで環境負荷を考慮し

たファッションへの取組であるｻｽﾃﾅﾌﾞﾙﾌｧｯｼｮﾝの展開に向けた実証事

業の検討を実施

中長期におけるごみ処理の広域化・施設の集約化計画を策定し、広域的

な資源循環を施設整備面からも推進

15,134 環境

県民まちなみ緑化事

業(再掲)

都市環境の改善や防災性の向上を図るため、住民団体等が行う植樹や

芝生化などの緑化活動を支援
640,000 まち

[新]

県立コウノトリの郷公

園｢放鳥 20 周年｣｢大

阪･関西万博｣郷公園魅

力創出事業(再掲)

｢放鳥 20 周年｣の年に、コウノトリを近くから観察でき、給餌体験やコ

ウノトリを育 む自然環境を身近に体験できるよう、観察広場内に給餌

用ケージや遊歩道を整備

12,000 教委

【主要指標・目標】

指 標 名 現 状 目 標(R7) 目 標(R11)

合計特殊出生率
1.29

(R5)
1.27 1.27

住んでいる地域で、安心して楽しく子育て

できると思っている人の割合

54.4％

(R6)
前年度を上回る 前年度を上回る

再生可能エネルギーによる発電量
73 億 kWh

(R5)
81 億 kWh 95 億 kWh

住んでいる地域では、山、川、海などの自

然環境が守られていると思う人の割合

53.2％

(R6)
前年度を上回る 前年度を上回る



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

方向性８ 安心して暮らし続けられる地域を創る

■生活機能の維持確保

(1)多自然地域における持続可能な生活圏の構築

県と市町が連携し、重層的な支援体制をもとに多自然地域における持続可能な生活圏の形成に向け

た取組を推進する

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

持続可能な多自然地域

づくりプロジェクト市

町支援事業(再掲)

持続可能な多自然地域づくりに向けた市町の取組に対し、県の専門的、

広域的な支援として、｢①地域づくり支援に係る人材育成｣｢②地域づく

り支援のために必要なツール開発｣｢③関係人口の創出・拡大支援｣等を

実施

24,111 企画

[新]

持続可能な多自然地

域づくりプロジェク

ト強化事業

市町の地域づくり施策を広域的・専門的に支援する｢持続可能な多自然

地域づくりプロジェクト｣をさらに推進するため、地域支援の人材不足

対策等を実施

8,876 企画

｢持続可能な生活圏｣

形成支援事業

多自然地域における広域的な地域運営体制を構築し、持続可能な生活

圏形成に向けた市町の総合的・戦略的な取組を支援
50,855 企画

市町地域伴走支援体

制整備事業

持続可能な多自然地域づくりを総合的に展開できるよう、職員不足等

が深刻な過疎地域等を有する市町を対象に、地域おこし協力隊 OB 等の

人材を活用した地域伴走支援体制の構築を支援

28,375 企画

地域おこし協力隊ネ

ットワーク構築支援

事業

地域おこし協力隊および卒隊者における隊員間の交流や､隊員の募集

支援､隊員のｽｷﾙｱｯﾌﾟ研修､任期終了後の定住･定着に向けた相談対応等

の支援等を実施

2,439 企画

マルチワーク組合支

援事業

人口急減地域において、年間を通じた安定的な雇用環境や一定の給与

水準を創出する｢特定地域づくり事業協同組合｣(マルチワーク組合)の

設立支援等を実施

5,254 企画

地域再生アドバイザ

ー派遣事業

地域づくりや各分野の専門家である地域再生アドバイザーを派遣し、

持続可能な生活圏形成に向けた集落や地域の取組支援を実施
11,160 企画

(2)ニュータウンの再生

ニュータウンへの移住促進と再生を目指し、学生や住民との連携による賑わいの創出など、若年･子

育て世代から高齢者まで、多世代が支えあう街づくりを推進する

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

[拡]

入院者訪問支援事業

精神科病院入院者のうち、家族等がいない市町村長同意による医療保

護入院者等を中心に希望に応じて訪問支援員を派遣し、傾聴や入院生

活に関する相談、情報提供等の支援を実施

6,988 福祉



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

事業名 事業概要 事業費 部局

オールドニュータウ

ン再生への支援

明舞団地をモデルに住民主体のまちづくりを推進する取組を推進する

とともに、オールドニュータウンの賑わい創出を図るため、商業施設等

の空き区画における地域の活性化に資する新たな店舗、子育て支援施

設、高齢者支援施設などの開設を支援

6,318 まち

[拡]

県営住宅における子

育て世帯への支援

(再掲)

高齢化が進む県営住宅における多様な世代構成によるコミュニティを

活性化するため、ﾆｰｽﾞの高い阪神間を中心に駅や学校等に近接した住

宅において子育て世帯向けﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ等を実施

284,000 まち

(3)先端技術による地域サービスの提供

住む場所にかかわらず、すべての県民が地域で教育、医療、生活関連サービスを受けられるよう、

ビッグデータや AI、IoT などの先端技術を活用し、地域への実装を推進する

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

衛星画像による広域

漏水調査支援事業の

実施(再掲)

衛星画像のＡＩ解析により漏水調査が必要な管路を絞り込むデジタル

技術を県と市町で共同導入し、有収率の改善及び水道管路の適切な予

防保全を推進

330 総務

遠隔医療設備整備事

業の実施

情報通信技術を応用した遠隔医療の実施を支援することにより、医療

の地域格差を解消し、医療の質及び信頼性を確保
44,565 保健

介護業務における労働

環境改善・業務効率化

の支援

介護保険施設等における介護職員の労働環境の改善や生産性の向上を

図るため、 介護ロボットや ICT 機器等の導入を支援
1,300,000 福祉

介護テクノロジー導

入・生産性向上支援

推進総合事業の実施

県立福祉のまちづくり研究所に｢ひょうご介護テクノロジー導入・生産

性向上支援センター｣を設置し、介護ロボット・ICT の導入など生産性

向上に関する事業者の取組をワンストップで支援

29,758 福祉

ひょうご TECH イノ

ベーションプロジェ

クト(再掲)

県内の自治体が抱える社会課題・地域課題の解決を図るため、県内外の

スタートアップ等の技術を活用し、協働実証プロジェクトを実施
32,119 産労

ビッグデータ活用等

渋滞対策検討事業の

実施(再掲)

スマートフォンの位置情報データを基に、人や車の移動経路等を詳細

に把握・分析を行い、分析結果を踏まえた新たな視点での渋滞対策の施

策立案を実施

36,400 土木

[拡]

生活交通ネットワー

ク再編等実証実験

既存交通ネットワークの最適化を図るため、ICT を活用したデマンド型

乗合交通の実証実験に加え、市町が行う路線再編の実証実験を支援
8,000 土木



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

■健康づくりの推進

(1)高齢者が安心して暮らせる地域づくりの推進

高齢者が地域で自分らしく生活できる環境を整えるため、福祉･介護分野の人材確保を推進するととも

に、医療、介護、予防、住まい、生活支援を包括的に提供する体制を整備する

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

[拡]

マルチモビディティ

患者対応研修支援事

業

マルチモビディティ患者に対するリハビリ研修への補助事業につい

て、現在の｢回復期｣患者に加え、｢急性期｣患者に対するリハビリ専門職

養成研修を追加し、患者のＱＯＬ向上、再入院リスクの緩和や、在院日

数の短縮を図る

1,452 保健

在宅医療における栄

養食事管理体制整備

事業

在宅療養者に対して、食事・栄養等に関する指導や支援を行う人材の育

成と確保を行うとともに、栄養ケア・ステーションを核とした訪問栄養

食事指導の拡充など、在宅医療における栄養食事管理体制の整備を推

進

2,061 保健

[新]

24 時間対応在宅介護サ

ービス参入促進事業の

実施

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の参入支援について、補助基準額・

負担割合等を見直す一方、対象事業者等を拡充した新たなスキームに

より支援

54,542 福祉

外国人介護人材受入

施設における環境の

整備(再掲)

特定技能外国人等が介護福祉士資格を取得するために要する経費を支

援するほか、外国人介護人材が円滑なコミュニケーションを図るため

の多言語翻訳機の導入を支援

25,000 福祉

介護テクノロジー導

入・生産性向上支援

推進総合事業の実施

(再掲)

県立福祉のまちづくり研究所に｢ひょうご介護テクノロジー導入・生産

性向上支援センター｣を設置し、介護ロボット・ICT の導入など生産性

向上に関する事業者の取組をワンストップで支援

29,758 福祉

外国人介護人材受入

環境の強化(再掲)

県内外の日本語学校に在籍している外国人留学生への働きかけを行う

進路説明会の開催や、養成校で学ぶ留学生の定着支援、外国人介護人材

の介護技術等向上のための研修を実施

10,808 福祉

[拡]

訪問介護の提供体

制・確保支援

人材確保が困難になっている訪問介護員(ヘルパー)の定着支援のた

め、研修費用や経営改善の専門家活用などの補助ﾒﾆｭｰをﾊﾟｯｹｰｼﾞ化して

支援するとともに、地方部における初任者や実務者の研修開講経費を

支援

23,758 福祉

地域介護拠点整備補

助事業の実施

地域密着型サービス施設等の整備に要する費用や既存施設のユニット

化改修、介護 施設等の開設準備経費等を補助することにより、高齢者

施設等の整備を促進

4,962,853 福祉

ひょうごケア・アシ

スタント推進事業の

実施

高齢者・女性等の地域住民が介護保険施設や訪問介護事業所等で研修

期間を設けて 介護の周辺業務に従事する｢ひょうごケア・アシスタン

ト｣制度を推進し、介護現場 への多様な人材の参入と介護人材を確保

21,520 福祉

公民連携による特定

技能外国人介護人材

確保事業の実施

特定技能等の外国人介護人材確保のため、確保・育成に独自ルートで先

駆的に取り組む県内社会福祉法人等と協定を締結し、マッチングを後

押しするセミナーを開催することで県内での質の高い外国人材を確保

1,000 福祉



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

(2)地域医療体制の確保

診療体制の整備や医師派遣を実施するとともに、在宅医療の充実や ICT･ロボットの活用による支援

を通じて、地域の特性や住民の状況に応じた医療提供体制を整備する

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

[新]

公立宍粟総合病院建

替整備支援

公立宍粟総合病院の老朽化(昭和 60年(築 39 年))に伴う建替整備(R9 年

度開院予定)を支援することでへき地医療支援対策等の充実を図る
121,686 保健

訪問歯科衛生士人材

育成事業の実施

訪問口腔衛生管理の需要に備え、県歯科衛生士会を通じ、訪問歯科衛生

士の実地研修や報告会の開催を支援
1,207 保健

医師の働き方改革強

化支援事業の実施

長時間労働医療機関への医師派遣の支援や、派遣元となる大学病院等

の勤務環境改善(ICT 化推進等)への支援、希望する病院への働き方改

革支援チームの派遣等により、医師の時間外労働の縮減対策を実施

735,944 保健

地域医療勤務環境改

善体制整備事業

医師の労働時間短縮のための計画を策定し、チーム医療の推進や ICT に

よる業務改革等、総合的に勤務環境改善の体制整備に取り組む医療機

関を支援

271,985 保健

在宅医療者における

栄養食事管理体制整

備事業

在宅療養者に対して、食事・栄養等に関する指導や支援を行う人材の育

成と確保を行うとともに、栄養ケア・ステーションを核とした訪問栄養

食事指導の拡充など、在宅医療における栄養食事管理体制の整備を推進

2,061 保健

[拡]

新興感染症発生時の

体制確保の促進

コロナ禍における課題を踏まえ、新興感染症発生時の初動体制等を確

保するための事業を実施
244,429 保健

循環器病の包括的な

支援体制構築推進事

業

循環器病患者及び家族へのスムーズかつ適切な情報提供・相談支援に

ついて多職種が連携して取り組むための｢脳卒中・心臓病等総合支援セ

ンター｣を設置し、患者等への包括的支援の全県展開を推進

9,000 保健

[新]

低軌道衛星通信(ｽﾀｰ

ﾘﾝｸ)導入事業

災害発生時に特に重要な役割を担う災害対策本部及び保健医療福祉調

整本部に、簡易に高速・安定的なインターネット接続が可能な低軌道衛

星通信｢スターリンク｣をモデル的に導入

2,477
保健

危機

[新]

救急安心センター事

業(#7119)

高齢化の進展等により、増加し続ける救急需要等に適切に対応するた

め救急安心センター事業(＃7119)の全県展開を実施
51,634 危機



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

(3)疾病の早期発見･早期治療の推進

生活習慣病やがんの予防および早期発見を推進し、重症化の防止やがん患者の共生支援を進めるとと

もに、受動喫煙防止や禁煙支援を実施し、住民が健康的に生活できる環境を整備する

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

歯及び口腔の健康づ

くりの推進

ライフステージに応じた施策を展開するとともに、｢歯及び口腔の健康

づくり推進条例｣(R４年４月施行)に基づき、生涯にわたる切れ目のな

い歯と口腔の健康づくりを推進

2,752 保健

帯状疱疹ワクチン接

種費補助事業

R７年４月からの定期接種化に伴い、円滑な事業移行とするため、R７年

度に限った暫定措置として市町の助成事業に対する補助事業を実施
25,786 保健

肝炎・肝がん対策推進

事業

肝炎に関する正しい知識の普及啓発を行うとともに、肝疾患に係る診

療体制及び保健指導体制を確保
2,287 保健

企業におけるがん検

診受診促進事業

健康づくりチャレンジ企業等の中小企業が、従業員及びその被扶養者

のがん検診費用を負担した場合、その経費の一部を助成
15,000 保健

がん検診受診率向上

対策推進事業
がん検診受診率の向上に向け、県民フォーラムを実施 113 保健

(4)地域全体で取り組む健康づくりの推進

県民が主体的に健康管理や生活習慣改善に取り組める環境を整備し、企業や地域団体と連携して健

康づくりを支援する

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

訪問歯科衛生士人材

育成事業の実施(再

掲)

訪問口腔衛生管理の需要に備え、県歯科衛生士会を通じ、訪問歯科衛生

士の実地研修や報告会の開催を支援
1,207 保健

包括的ﾌﾚｲﾙ対策推進

事業

｢誰一人取り残すことないフレイル対策｣を推進するため、産学官等関

係者のさらなる連携・協働による取組を前進させるとともに、あらゆる

世代に対してフレイル予防・改善の重要性を啓発

32,000 保健

企業のメンタルヘル

ス等推進事業

メンタルヘルス対策の取組の促進を図るため、産業カウンセラー等が

｢健康づくりチャレンジ企業｣を訪問し、研修・相談等支援を実施
30,920 保健

歯及び口腔の健康づ

くりの推進(再掲)

ライフステージに応じた施策を展開するとともに、｢歯及び口腔の健康

づくり推進条例｣(R４年４月施行)に基づき、生涯にわたる切れ目のな

い歯と口腔の健康づくりを推進

2,752 保健



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

事業名 事業概要 事業費 部局

健口から始めるウェ

ルビーイング向上プ

ロジェクトの実施

｢ひょうご EXPOweek｣’健康とウェルビーイング’week 期間において産

官学と関係団体、兵庫県ゆかりの著名人が協働し、全世代が楽しみなが

ら学べるイベントを実施。さらに、継続した広報・啓発により県民の健

口意識の向上を目指す

8,314 保健

企業におけるがん検

診受診促進事業

(再掲)

健康づくりチャレンジ企業等の中小企業が、従業員及びその被扶養者

のがん検診費用を負担した場合、その経費の一部を助成
15,000 保健

(5)認知症に対応した地域支援体制の整備

認知症の早期発見･早期対応の仕組みを構築するとともに、認知症医療体制やケア人材の育成、若年性

認知症施策など、認知症の人やその家族の視点に立った総合的な取組を推進する

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

認知症医療体制の充

実

認知症疾患医療センターを中心とした地域の認知症医療体制の充実の

ため、認知症相談・対応医療機関間のより一層の連携強化や、医療従事

者への認知症対応力等の資質向上、地域包括ケアシステム構築におけ

る活躍を促進するための研修等を実施

118,578 保健

認知症ケア人材の育

成

介護サービスの充実に資するため、認知症の専門性を備えた介護職員

の人材育成を図る研修を実施
16,449 保健

認知症地域支援ネッ

トワークの強化

認知症の人本人による普及啓発活動や、本人の意見を反映した施策の

展開を推進
8,371 保健

認知症の予防・早期

発見の推進

認知症の人が増えると見込まれる中、中年期からの認知症への理解促

進、予防、早期発見・対応の取組を一体的に推進
5,918 保健

ひょうご若年性認知

症支援センターの運

営

若年性認知症専門の相談員を配置し、相談や当事者同士の交流等を支

援するとともに、地域ごとの支援体制の強化を図るため、市町・関係機

関等の連携を促進

15,331 保健

■安全安心なまちづくり

(1)地域全体で安全･安心を守る体制の強化

 地域住民や団体、事業者による自主的な防犯活動を支援するとともに、特殊詐欺や交通事故対策を

強化し、安全安心に暮らせる地域社会を目指す

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

[新]

進化する犯罪への対

応

固定電話による特殊詐欺対策に加え、近年被害が増加している携帯電

話を通じた詐欺や SNS 型投資・ロマンス詐欺などの新たな詐欺へ対応

するため、関係機関連携のもと、被害防止に向けた普及啓発を実施

10,000 県民



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

事業名 事業概要 事業費 部局

[新]

自動録音装置普及事

業(特殊詐欺対策)

独居高齢者など特殊詐欺被害リスクの高い世帯に、自動録音装置をよ

り確実に普及させるため、外付け自動録音機の無償配付を実施
33,000 県民

[拡]

客引き行為等の防止

に関する条例の推進

条例内容の周知や客引き行為等の防止について指導啓発する指導員及

び専門員等を配置し、条例制定の効果を高めるため、県警と連携して歓

楽街の環境浄化を図る

52,088 県民

地域安全まちづくり

活動活性化事業

地域安全まちづくり推進員の活動支援、地域安全マップの作成支援、地

域団体や事業者団体等で構成されるひょうご地域安全まちづくり推進

協議会の運営支援等を実施

3,905 県民

地域防犯体制強化事

業の実施

犯罪に対する地域の防犯力を強化するため、防犯カメラ設置補助事業

を実施する市町に対して補助を実施
10,000 県民

ひょうご地域安全

SOS キャッチ事業

県民等が日常生活の中で異変に気づいた際や、虐待、ＤＶ、いじめ等が

疑われる場合等に、匿名でも通報できる｢ひょうご地域安全ＳＯＳキャ

ッチ電話相談｣を運営

5,380 県民

大麻に関する正しい

知識の普及強化事業

の実施

若者の危険ドラッグ乱用防止を図るため、ＳＮＳの広告機能を活用し

た啓発、街頭ビジョンへの啓発動画放映、及び大学への啓発資材配布に

より啓発を実施

1,621 保健

[新]

外国人犯罪捜査の強

化

近年増加傾向にある外国人犯罪について、業務の迅速化及び事件の早

期解決を図るため、犯罪捜査に係る翻訳業務に用いるＡＩ翻訳エンジ

ンを新たに導入

1,828 県警

特殊詐欺注意喚起オ

ートコールシステム

の運用

｢特殊詐欺水際阻止協力の店｣へタイムリーに情報を提供し、防犯活動

への協力を呼びかけ、特殊詐欺被害発生の水際阻止対策を実施
4,671 県警

交番・駐在所の機能

強化(ネットワーク

化の推進)

全交番・駐在所にﾈｯﾄﾜｰｸ環境を整備することにより、各種ｼｽﾃﾑの利活用

を可能にして警察官の事案対処能力強化と県民の利便性向上を実現
86,568 県警

兵庫県警察安全安心ア

プリ｢ひょうご防犯ネ

ット＋(プラス)｣の運

用(県民に対する防犯

情報等の発信)

携帯端末用アプリ｢ひょうご防犯ネット＋(プラス)｣を運用し、アプリ

の利用者に対して防犯、交通安全等に関する情報及び各種機能を提供

することで、利用者一人一人が危険を察知して回避する行動を促進

8,583 県警

(2)総合的な防災･減災対策の強化

南海トラフ地震への対策強化をはじめ、防災計画の見直しや道路･山地･河川等の安全対策を推進し、災

害への備えを進める

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

[拡]

新庁舎整備・本庁舎

再編(再掲)

災害時の対応力強化・質の高い行政サービスの提供に向け、防災機能や

働き方改革を志向した機能的でコンパクトな新庁舎整備を推進すると

ともに、元町地域全体のにぎわいづくりを検討。併せて、耐震性が不足

する県庁１･２号館で勤務する職員の早期の安全確保の観点から、暫定

的な本庁舎再編を実施

7,219,000 総務



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

事業名 事業概要 事業費 部局

南海トラフ巨大地震

対策の充実強化事業

の実施

国の南海トラフ地震防災対策推進基本計画の見直しを踏まえ、県内市

町等と連携し、本県の津波浸水想定及び地震・津波被害想定の見直し及

び津波災害警戒区域を指定

40,718 危機

[新]

創造的復興ウィーク

の展開

大阪・関西万博の開催に合わせ設定する｢ひょうご EXPO ウィーク｣の一

つとして｢災害からの創造的復興｣をテーマとし、県内各地で実施する

関連イベントを当該ウィークに位置付け、災害の経験と教訓を発信・共

有

17,669 危機

[新]

次期防災情報ｼｽﾃﾑ構築

事業(ﾌｪﾆｯｸｽ防災ｼｽﾃﾑ

更新事業)

県フェニックス防災システムについて、国の総合防災情報システムと

の連携・接続や機能拡充を実施
371,800 危機

[新]

災害用備蓄物資等管

理・支援体制充実強

化事業

能登半島地震において、国からのプッシュ支援に加え、他自治体や企業

等からの支援物資搬入により生じた課題を踏まえ、本県における備蓄

物資等の管理・支援体制を見直す

4,663 危機

[新]

能登半島地震を踏まえ

た避難所等生活環境改

善事業

本県の防災力向上を図るため、避難所の生活環境の改善に資する資機

材等を購入し、平時のイベント等での活用を通じ、県民の災害に備える

意識を醸成

120,000 危機

[新]

低軌道衛星通信(ｽﾀｰ

ﾘﾝｸ)導入事業(再掲)

災害発生時に特に重要な役割を担う災害対策本部及び保健医療福祉調

整本部に、簡易に高速・安定的なインターネット接続が可能な低軌道衛

星通信｢スターリンク｣をモデル的に導入

2,477
危機

保健

[新]

災害拠点病院に対す

る低軌道衛星通信(ｽ

ﾀｰﾘﾝｸ)導入補助

災害発生時に、保健医療福祉調整本部(県庁)との間で、被災状況の連

絡、患者受入調整、状況報告を行う必要がある災害拠点病院における低

軌道衛星通信｢スターリンク｣の初期導入経費を支援

25,027 保健

[新]

廃棄物処理の地域基

盤強化事業

災害廃棄物の円滑かつ適正な処理を行えるように、平時から災害廃棄

物への対応力強化を図ることにより、各地域の廃棄物処理に携わる事

業者と市町・県民との関係性を構築し、廃棄物処理の地域基盤を強化

し、廃棄物処理事業の活性化を目指す

6,300 環境

ひょうごｲﾝﾌﾗ･ﾒﾝﾃﾅﾝ

ｽ 10 箇年計画に基づ

く老朽化対策の推進

インフラ施設の老朽化の割合が増加することから、橋梁、ダム・排水機

場、砂防設備等の施設について、安全性の確保はもとより、総コストの

低減と予算の平準化を図りながら、計画的・効率的に老朽化対策を推進

42,142,000 土木

社会基盤の充実・強化

(公共事業・国直轄事

業)

大規模地震・風水害など自然災害への備えや老朽化対策、高規格道路ﾈ

ｯﾄﾜｰｸの充実強化、ｶｰﾎﾞﾝニュートラルの実現などのｲﾝﾌﾗ整備を推進
120,735,000 土木

災害に強い県土づく

りの推進(県単独事

業)

国の｢防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策｣と連携し、地

震・津波対策や高潮・河川対策、土砂災害対策等の防災・減災対策を実

施。また、大規模な浸水被害等が相次ぐ中、事前防災を図るため、計画

的に堆積土砂等を撤去し、事前防災対策を推進

9,559,000 土木

安全安心な日常の維

持管理の強化

日常の維持管理の強化として、｢道路区画線の引き直し｣、｢通学路等の

年２回の除草｣、｢河川堤防の点検前除草｣を実施
2,000,000 土木

ひょうご道路防災推

進 10 箇年計画に基

づく道路防災対策の

推進

緊急輸送道路や被災した場合に社会的影響が大きい道路を対象に、橋

梁耐震補強及び法面防災対策を進め、災害に強い安全な道路ネットワ

ークを構築

7,272,906 土木



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

事業名 事業概要 事業費 部局

河川の事前防災対策の

推進

H30 年７月豪雨や R５年台風第７号等、風水害が激甚化・頻発化してい

ることを踏まえ、河川の事前防災対策として河川改修等の推進や既存

ダムの有効活用を重点的に推進

15,060,261 土木

[新]

復興まちづくり専門家

育成事業

復興まちづくり専門家の高齢化に対応するため、ベテランと若手によ

るまちづくり専門家を被災地に派遣し、復興支援を通じて、本県災害時

における対応可能な専門家人材を育成

4,814 まち

[新]

被災建築物応急危険

度判定制度

被災建築物応急危険度判定において、支援ツールを導入するとともに、

発災時に備え判定ツールを用いた判定訓練等を実施
2,190 まち

[拡]

ひょうご住まいの耐

震化促進事業

耐震性が低い民間住宅の耐震診断、補強設計及び耐震改修工事等を行

う際に、費用の一部について補助を行う市町を支援
78,801 まち

(3)地域防災力の強化

自主防災組織の活性化や避難支援体制の整備、企業の防災力向上等を図るとともに、震災の経験と

教訓を活かした実践的な防災教育を推進する

[主要事業]                                (単位:千円)

事業名 事業概要 事業費 部局

防災ツーリズムの推

進(再掲)

防災ツーリズムの紹介動画作成及び県内の防災関連施設情報等をまと

めたパンフレット作成等の広報活動の推進。また、｢ひょうご楽市楽座｣

会場及び｢創造的復興ウィーク｣期間中の万博会場での PR 等、大阪・関

西万博開催に合わせたプロモーションを実施

4,044 危機

避難行動要支援者のた

めの個別避難計画の作

成等支援

市町による計画作成推進に係る施策に対する支援や、市町の課題に応

じた研修等の実施、及び自助(マイ避難カード)、共助(個別避難計画)の

一体的な普及啓発等を実施

11,060 危機

ひょうご安全の日推

進事業(助成金)の実

施

震災の経験と教訓を継承し安全・安心な社会づくりを推進するため、地

域団体等による防災減災活動を支援
60,110 危機

自宅備蓄の促進
家庭での食料品等の自宅備蓄を促進するため、県内スーパー等の協力

を得て普及啓発を実施
761 危機

企業 BCP/BCM 伴走型

支援事業の実施

県内企業に対するセミナーや講座等を開催し、BCP の策定及び BCM の

確立・実践を推進する伴走型支援を実施
8,306 危機

｢マイ避難カード｣の全

県展開

コロナ禍での避難所の定員制限や避難所の密を懸念した逃げ遅れを防

ぐため、多様な避難先の認識を持つことが重要であり、多様な避難や住

民の主体的な避難行動を支援する｢マイ避難カード｣作成推進を R1 モデ

ル事業、R2 から市町への事業補助により実施し、引き続き、県民へ多

様な避難・カード作成を一層促進し、逃げ遅れゼロ社会の実現を図る

5,000 危機

防災担い手の確保 女性消防団員の加入促進等、担い手確保に資する取組への支援を実施 3,224 危機



Ⅲ 主要事業(令和７年度)

【主要指標・目標】

指 標 名 現 状 目 標(R7) 目 標(R11)

住んでいる地域で生活の不便さを補う様々

なサービスが増えていると思う人の割合

36.7％

(R6)
前年度を上回る 前年度を上回る

健康寿命(男性、女性)

男性 80.41

女性 84.93

(R2)

-
男性 81.53

女性 86.05

住んでいる地域で、治安が良く、安心して暮ら

せると思っている人の割合

68.0％

(R6)
前年度を上回る 前年度を上回る

県内 BCP 策定率
17.6％[18.4％]

(R5)

全国平均並み

※[  ]が全国平均

全国平均並み

※[  ]が全国平均

災害に備えて飲料水や食料品の備蓄をしてい

る人の割合

74.5％

(R5)
前年度を上回る 前年度を上回る



Ⅴ 指標⼀覧

Ⅴ 指標⼀覧

第３期兵庫県地域創⽣戦略「指標・⽬標の⼀覧」
個別の取組を直接的に評価する統計データ等による客観指標に加え、統計データ等では測

定が困難な｢幸せの実感｣や｢心の豊かさ｣等の傾向を把握する主観指標を設定し、相互に補完

しながら運用しつつ、成果の検証や課題の把握などに努めていく。

なお、これらの指標と目標については｢８つの方向性｣に応じて以下のとおり設定する。

❶ 多様な学びや働き方が叶う社会を創る ●:主要指標

指標名 主/客 現 状 目標

（R7）

目標

（R11）

1

CEFR A1 レベル相当以上(英検準 2～3 級相当)

の英語力を有す

ると思われる中学 3 年生の割合

客観
42.3%％

（R5）
50% 50％

2

CEFR A2 レベル相当以上(英検 2～準 2 級相当)

の英語力を有すると思われる高校 3 年生の割

合

客観
57.2％

(R5)
57% 62％

3 ● 自校の魅力・特色を実感している生徒の割合 主観

―

R6 からの指標
のため現状

値なし。R6 目
標値は 80％

81.0% 85％

4
児童生徒に ICT 活用を指導することができる

教員の割合
客観

小 86.8％

中 78.8％

高 79.3％

特 67.9％

(R5)

小 100%

中 100%

高 100%

特 100%

小 100％

中 100％

高 100％

特 100％

5 ● 将来の夢や目標を持っている児童生徒の割合 主観

小 81.9％

[82.4％]

中 64.2％

[66.3％]

(R6) ※[  ]:全

国平均

全国平均

以上

全国平均

以上

6
将来の生き方や職業について考え、それを実現する

ために努力している生徒の割合
主観

高 66.5％

（R5）
71% 75％

7
子どもの自ら学び考える力を伸ばす教育が行

われていると思う人の割合
主観

28.9％

(R6)

前年度を

上回る

前年度を

上回る

8
地域や社会をよくするために何かしてみたい

と思う児童生徒の割合
主観

小 83.5％

[83.5％]

中 76.1％

[76.1％]

(R6) ※[  ]:全

国平均

全国平均

以上

全国平均

以上



Ⅴ 指標⼀覧

指標名 主/客 現 状 目標

（R7）

目標

（R11）

9 目的を持って学んでいるものがある人の割合 主観
38.9％

(R6)

前年度を

上回る

前年度を

上回る

10

新たな知識や技能を身につけたり、専門性をみがくために、だ

れもが学びたいときに学び直すことのできたりする社会になっ

ていると思う人の割合

主観
15.8

(R6)

前年度を

上回る

前年度を

上回る

11 起業に関心を持った生徒の割合 客観

―

R6 からの指標のた
め現状値なし

75% 75％

12 県内の留学した生徒の数 客観

1,532 人

(R1) ※ｺﾛ

ﾅ前

2,750 人 3,550 人

13 県立大学における地域連携事業の実施件数 客観
1,250 人

(R5)
1,250 人 1,250 人

14
自発的に地域活動やボランティア活動(地域の伝統行

事や清掃活動等)に参加した生徒の割合
客観

28.0％

(R4)
40% 40％

15 県内大学生の県内就職希望率 客観
73.9％

(R5)
76.0% 80.0％

16 ● 県内大学卒業生の県内企業就職率 客観
28.2％
(R5)

33.0% 33.0％

17 奨学金返済支援者数 客観
837 人

(R5)
1,400 人 3,000 人

18 有業率(15 歳以上人口) 客観
58.0％

(R4)
- 60.0％

19 労働者(パートタイムを除く)の総実労働時間 客観

162.8 時間

[163.5 時

間]

(R5) ※[  ]:

全国平均

全国平均

以下

全国平均

以下

20 ● 仕事と生活の調和推進企業認定件数(累計) 客観
510 社

(R5)
630 社 870 社

21 ●
多様な働き方を選択しやすい社会だと思う人

の割合
主観

22.7％

(R6)

前年度を

上回る

前年度を

上回る

22 若者が希望を持てる社会だと思う人の割合 主観
9.8％

(R6)

前年度を

上回る

前年度を

上回る



Ⅴ 指標⼀覧

指標名 主/客 現 状 目標

（R7）

目標

（R11）

23
商売、事業を新たに始めやすい社会だと思う

人の割合
主観

11.7％

(R6)

前年度を

上回る

前年度を

上回る

24
自分にあった職業への就職や転職がしやすい

社会だと思う人の割合
主観

14.0％

(R6)

前年度を

上回る

前年度を

上回る

25
仕事と自分の生活の両立ができていると思う

人の割合
主観

55.2％

(R6)

前年度を

上回る

前年度を

上回る

26
ハラスメントの予防・解決に向けた取組が社

会全体として進んでいると思う人の割合
主観

17.9％

(R6)

前年度を

上回る

前年度を

上回る

27 地域しごとサポートセンターの相談件数 客観
4,117 件

(R5)
2,680 件 2,680 件

28
地域しごとサポートセンターの支援による新

事業創出件数
客観

77 件

(R5)
62 件 62 件

❷ 居場所と役割を創る

指標名 主/客 現 状 目標

（R7）

目標

（R11）

29 ●
不登校児童生徒が学校内外の機関等で専門的な

相談･指導等を受けた割合[小･中]
客観

46.3％

[61.2％]

(R5) ※[  ]:

全国平均

全国平均

以上

全国平均

以上

30
ひきこもり支援団体等ネットワーク加入団体

数
客観

25 団体

(R6)
70 団体

82 団体以

上

31
不登校児童生徒数の全児童生徒数に占める割

合[小･中･高]
客観

3.4％

[3.5％]
(R5) ※[  ]:

全国平均

全国平均

以下

全国平均

以下

32 ● 住民主体の通いの場への高齢者参加率 客観
9.1％

(R3)
11.6% 11.6％

33 自殺死亡数 客観
995 人

(R5)
600 人以下

600 人以

下

34 ●
孤立しがちな人を生まないように気にかけあ

う社会であると感じる人の割合
主観

10.4％

(R6)

前年度を

上回る

前年度を

上回る

35 ●
職場や学校、家庭以外に、安心感や充実感を得

られる場があると思う人の割合
主観

38.4％

(R6)

前年度を

上回る

前年度を

上回る



Ⅴ 指標⼀覧

指標名 主/客 現 状 目標

（R7）

目標

（R11）

36
知人や親戚など頼りになる人が近所にいる人

の割合
主観

63.1％

(R6)

前年度を

上回る

前年度を

上回る

37 ● 高齢者(65 歳～74 歳)の有業率 客観
37.3％

(R4)
－

41.2％の

維持

38 シルバー人材センター事業就業実人員数 客観
29,476 人

(R5)
35,000 人 35,000 人

39 ● 障害者雇用率(法定雇用率) 客観
2.47％

(R6)
2.5% 2.7％

40 法定雇用率適用企業で雇用される障害者数 客観
18,011 人

(R6)

前年度を

上回る

前年度を

上回る

41 就労系障害福祉サービス利用者数(累計) 客観
22,179 人

(R5)
25,094 人 26,848 人

42 農福連携取組件数 客観
340 件

(R5)
340 件 340 件

43 障害者スポーツの参画人口 客観
29,530 人

(R5)
49,500 人 59,500 人

44
住んでいる地域で異なる世代の人とつきあいが

ある人の割合
主観

44.1％

(R6)

前年度を

上回る

前年度を

上回る

45
ボランティアなどで社会のために活動してい

る、またはしてみたい人の割合
主観

31.0％

(R6)

前年度を

上回る

前年度を

上回る

❸ 寛容性を拡げる

指標名 主/客 現 状 目標

（R7）

目標

（R11）

46 ● 県内外国人労働者数 客観
57,375 人

(R5)
62,000 人 80,000 人

47 外国人材(専門的･技術的分野)の受入数 客観
15,658 人

(R5)
18,800 人 31,000 人

48 外国人の増加数(累計) 客観
10,520 人

(R5)
11,000 人 55,000 人



Ⅴ 指標⼀覧

指標名 主/客 現 状 目標

（R7）

目標

（R11）

49 ● 県立大学の海外留学生数(受入人数) 客観
266 人

(R5)
300 人 300 人

50 県内中小企業等に就職した留学生数 客観
1,089 人

(R4)
1,100 人 1,100 人

51 多文化共生指針等を策定している市町数 客観
8 市町

(R6)
9 市町 13 市町

52

日本語指導が必要な外国人児童生徒等に対

し、日本語による日本語指導を実施している

学校の割合

客観
88.0％

(R6)
88.5% 90.5％

53
外国の文化や人々と接してみたいと思う人の

割合
主観

37.5％

(R6)

前年度を

上回る

前年度を

上回る

54
住んでいる地域は外国人にも暮らしやすい環

境が整っていると思う人の割合
主観

21.6％

(R6)

前年度を

上回る

前年度を

上回る

55 ●

住んでいる地域には年齢･性別･障害の有無等

に関わりなく暮らしやすい環境が整っている

と思う人の割合

主観
36.0％

(R6)

前年度を

上回る

前年度を

上回る

56 ● ミモザ企業認定数 客観
139 社

(R5)
189 社 289 社

57 民間における女性管理職比率 客観
19.1％

(R4)
25% 25％

58 20～64 歳の女性のうち就業している人の割合 客観 73.5％

(R4) 75%
75％

59 子育てとの両立がしやすい労働環境が整って

いる社会だと思う人の割合

主観 14.7％

(R6)
前年度を

上回る

前年度を

上回る

－ 多様な働き方を選択しやすい社会だと思う人

の割合[再掲]

主観 22.7％
(R6)

前年度を

上回る

前年度を

上回る

－ 若者が希望を持てる社会だと思う人の割合[再

掲]

主観 9.8％

(R6)
前年度を

上回る

前年度を

上回る



Ⅴ 指標⼀覧

❹ ひとの動きを生み出す

指標名 主/客 現 状 目標

（R7）

目標

（R11）

60 ● 県内への転入超過数(外国人含む) 客観
1,291 人

(R5)
－ 5,400 人

61 ● ファミリー層の転入超過数 客観
1,312 人

(R5)
1,300 人 1,300 人

62 20～30 歳代女性の転入超過数(日本人) 客観
▲3,465 人

(R5)
▲2,310

人
0 人

63 外国人の増加数(累計) 客観
10,520 人

(R5)
11,000 人 55,000 人

64 カムバックひょうごセンター移住相談件数 客観
1,037 件

(R5)
1,200 件 1,520 件

65 移住相談件数(県・市町含む) 客観
16,524 件

(R5)
19,500 件 25,500 件

66 ●
移住施策による県外からの転入者数(累

計)[県･市町]
客観

6,174 人

(R5)
8,000 人 12,000 人

67
カムバックひょうご就職支援センター相談件

数
客観

291 件

(R5)
300 件 300 件

68 20 歳代前半の若者定着率 93.0％を目指す 客観
91.3％

(R5)
91.9% 93.0％

－ 奨学金返済支援者数[再掲] 客観
837 人

(R5)
1,400 3,000 人

69 ひょうご e-県民制度登録者数 客観
82,725 人

(R5)
88,000 人 100,000 人

70 ひょうご e-県民制度登録者数(県外) 客観
37,804 人

(R5)
42,000 人 50,000 人

71
兵庫県立大学の｢地域創生リーダー教育プログ

ラム(RREP)｣の修了者
客観

33 人
(R5)

35 人 35 人

72 県内の地域おこし協力隊の新規受け入れ人数 客観
9.7 人

(R5)
10 人 10 人

73 空き家活用件数[県･市町] 客観

354 件(R5)

(県:101 件 市

町:253 件)

366 件 366 件



Ⅴ 指標⼀覧

指標名 主/客 現 状 目標

（R7）

目標

（R11）

74

住んでいる地域をより良くしたり、盛り上げたりす

る活動に参加している、または、参加したいと思っ

ている人の割合

主観
33.6％

(R6)

前年度を

上回る

前年度を

上回る

75 ● 県内観光消費額 客観

15,677 億

円

(R5[速報

値])

-
14,500 億

円の維持

76 宿泊者数(延べ人数) 客観
1,513 万人

(R5)
-

1,800 万人

の維持

77 ● 外国人延べ宿泊者数 客観
102 万人

(R5)
- 300 万人

78 来訪者満足度 客観
62.9％

(R5)
-

80％の維

持

79 リピーター率(再訪意向率) 客観
57.6％

(R5)
-

70％の維

持

80 一日あたり県内来訪者数 客観
326 千人

(R4)
342 千人 366 千人

81 楽農生活交流人口 客観
1,069 万人

(R5)

1,160 万

人
1,212 万人

82
基幹道路八連携軸の計画延長に対する供用延

長割合(累計)
客観

85.0％

(R6)
85.0% 87.0％

83 但馬空港の旅客数 客観
3.8 万人

(R5)
4.5 万人 5.2 万人

84 県民一人あたりの年間公共交通利用回数 客観
213 回

(R4)
-

250 回

(R12)

85
住んでいる地域の公共交通が便利だと思う人の

割合
主観

53.9％

(R6)

前年度を

上回る

前年度を

上回る



Ⅴ 指標⼀覧

❺ 地域の固有性を磨く

指標名 主/客 現 状 目標

（R7）

目標

（R11）

86 ● 地場産業の生産額(主要産地) 客観
1,900 億円

の維持

1900 億円

の維持

1,900 億円

の維持

87 全国シェア１位の主要地場産業産地数 客観
8 産地

(R4)
8 産地 8 産地

88
住んでいる地域で山、川、海などの自然環境

が守られていると思う人の割合
主観

53.2％
(R6)

前年度を

上回る

前年度を

上回る

89 ●
住んでいる地域に自慢したい宝(風景や産物、

文化など)があると思う人の割合
主観

40.9％

(R6)

前年度を

上回る

前年度を

上回る

90 舞台芸術のアウトリーチ活動の実施回数 客観
70 回

(R5)
74 回 78 回

91
専門職大学地域リサーチ＆イノベーションセンター

における地域連携事業への参加学生数
客観

146 人

(R5)
180 人 180 人

92 ●
暮らしの中で芸術文化を楽しむ機会を持って

いる人の割合
主観

39.2％

(R6)

前年度を

上回る

前年度を

上回る

93
住んでいる地域で伝統芸能･文化などが受け継

がれていると思う人の割合
主観

37.6％

(R6)

前年度を

上回る

前年度を

上回る

94 運動を継続している人の割合 客観
65.8％

(R6)
68.6% 71.8％

95 運動･スポーツが好きな子どもの割合 主観
86.6％

(R6)
88.2% 91.4％

96 ● スポーツ観戦をしている人の割合 主観
46.3％

(R6)

前年度を

上回る

前年度を

上回る

❻ 経済活力を創出する

指標名 主/客 現 状 目標

（R7）

目標

（R11）

97 ● 県内一人あたり県内総生産(GDP)の伸び 客観

[実質]国

107.7％ 県

113.1％

[名目]国

119.2％ 県

121.9％(R5)

国を上回

る伸びを

維持

国を上回

る伸びを

維持



Ⅴ 指標⼀覧

指標名 主/客 現 状 目標

（R7）

目標

（R11）

98 成長産業育成コンソーシアム企業数 客観
204 社

(R5)
212 社 228 社

99
兵庫県が社会を先導する新しい産業が活発な

県だと思う人の割合
主観

27.9％
(R6)

前年度を

上回る

前年度を

上回る

100 ●
工場立地法に基づく工場立地動向調査結果(工

場立地件数)
客観

29 件

(R5)
56 件 64 件

101 産業立地促進補助事業に係る補助実績 客観
101 件

(R5)

前年度を

上回る

前年度を

上回る

102 外資系企業立地件数 客観
85 件

(R5)
89 件 90 件

103 企業立地件数(IT 事業所)(累計) 客観
83 件

(R5)
97 件

129

件

104 ● 製造品付加価値額 客観

57,918 億

円

(R4)

59,081

億円

61,477 億

円

105 全国企業倒産件数に占める兵庫県の割合 客観
6.3％

(R5)
5.3% 5.3％

－ 外国人材(専門的･技術的分野)の受入数[再掲] 客観
15,658 人

(R5)
18,800 人 31,000 人

－ 県内中小企業等に就職した留学生数[再掲] 客観
1,089 人

(R4)
1,100 1,100 人

106 ● スタートアップ創出数 客観
25 件

(R5)
30 件 30 件

107
スタートアップチャレンジ甲子園申請件数(累

計)
客観

50 件

(R5)
60 件 140 件

108 起業プラザひょうご会員数(エリア拠点含む) 客観
244 人

(R6)
254 名 306 名

109 県の支援による新事業創出件数 客観
152 件

(R5)
140 件 140 件

110 開業率 客観

全国 13 位

3.88％

(R5)

全国 10

位以内

全国 10

位以内



Ⅴ 指標⼀覧

指標名 主/客 現 状 目標

（R7）

目標

（R11）

111 開業事業所数(経済センサス) 客観
1,675 件
(R3)

-

前回調査

結果を

上回る

(R8)

112
開業事業所数(単独事業所)

(経済センサス)
客観

806 件

(R3)
-

前回調査

結果を

上回る

(R8)

113
開業事業所数(本所･本社･本店)

(経済センサス)
客観

85 件

(R3)
-

前回調査

結果を

上回る

(R8)

114

対事業所サービス事業所数

(情報ｻｰﾋﾞｽ業、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ附属ｻｰﾋﾞｽ業の合計)

(経済センサス)

客観
1,036 件

(R3)
-

前回調査

結果を

上回る

(R8)

－
地域しごとサポートセンターの相談件数[再

掲]
客観

4,117 件

(R5)
2,680 件 2,680 件

－
地域しごとサポートセンターの支援による新

事業創出件数(年間)[再掲]
客観

77 件

(R5)
62 件 62 件

－
商売、事業を新たに始めやすい社会だと思う

人の割合[再掲]
主観

11.7％

(R6)

前年度を

上回る

前年度を

上回る

115 県内本社企業の海外現地法人売上高 客観

45,145 億

円

(R4)

55,979

億円

76,159 億

円

116 県内に本社を置く企業の海外展開数(累計) 客観
1,013 社

(R5)
1050 社 1,050 社

117 県内サービス産業の売上額 客観

106,666

億円

(R6)

108,265

億円

114,907

億円

118 中小企業等に対する技術移転件数 客観
676 件

(R5)
700 件 700 件

119 DX 導入支援により実装に結びついた件数 客観
6 件

(R5)
11 件 11 件

120 雇用者 1 人あたり県民雇用者報酬(名目) 客観

4,820 千

円

(R5)

前年度を

上回る

前年度を

上回る



Ⅴ 指標⼀覧

指標名 主/客 現 状 目標

（R7）

目標

（R11）

121
住んでいる地域の企業に活気があると思う

人の割合
主観

20.1％

(R6)

前年度を

上回る

前年度を

上回る

122 ●

住んでいる地域に優れた製品・技術・ブラ

ンド力をもった企業があることを知ってい

る人の割合

主観
25.7％

(R6)

前年度を

上回る

前年度を

上回る

123
｢来街者が増加した｣｢売上が増加した｣｢地域

との繋がりが深まった｣とした商店街の割合
客観

―

R7 年度から調査
50% 50％

124
住んでいる地域の駅前や商店街に活気があ

ると思う人の割合
主観

29.9％

(R6)

前年度を

上回る

前年度を

上回る

125 ● 農林水産業産出額 客観
2,652 億円

(R4)

2,682 億

円

2,749 億

円

126 農業産出額(畜産産出額含まず) 客観
960 億円

(R4)
986 億円 988 億円

127 畜産産出額 客観
728 億円

(R5)
626 億円 648 億円

128 林業･木材産業産出額 客観
582 億円

(R4)
602 億円 627 億円

129 漁業産出額 客観
488 億円

(R4)
488 億円 488 億円

130 海外バイヤーとの新規商談数 客観
0 回

(R6)
500 回 500 回

131 海外市場開拓数(品目毎累計) 客観
183 国･地域

(R5)

200 国・

地域

240 国･地

域

132 県内におけるスマート農業の導入状況 客観
5,680ha

(R4)
6000ha 10,800ha

133 県内における有機農業取組面積の状況 客観
1,161ha

(R5)
1,500ha 1,780ha

134 新たに農業、林業、漁業に就いた者の数 客観
364 人

(R5)
375 人 375 人



Ⅴ 指標⼀覧

指標名 主/客 現 状 目標

（R7）

目標

（R11）

135
地元や県内の農林業に活気があると思う人

の割合
主観

22.7％

(R6)

前年度を

上回る

前年度を

上回る

136
地元や県内でとれた野菜、果物、魚介類、肉な

どの食材を買っている人の割合
主観

62.9％

(R6)

前年度を上

回る

前年度を上

回る

❼ 人･自然･文化を次代につなぐ

指標名 主/客 現 状 目標

（R7）

目標

（R11）

137
結婚新生活支援事業(都道府県連携コース)

実施市町数
客観

13 市町

(R6)
15 市町 21 市町

138
出会いサポートセンターはばタン会員年間

登録者数
客観

3,159 人

(R5)
3289 人 3,549 人

139 出会いイベントの参加者数 客観
1,290 人

(R5)
1290 人 1,290 人

140 出会い支援事業等による成婚者数[県･市町] 客観
106 組

(R5)
125 組 125 組

141 ● 合計特殊出生率 客観
1.29

(R5)
1.27 1.27

142
周産期母子医療センター及び地域周産期病院の指

定数
客観

29 病院

(R5)
29 病院 29 病院

143 保育所等待機児童数 客観
256 人

(R5)
0 人 0 人

144 保育所･認定こども園等定員数(累計) 客観
124,365 人

(R5)

124,800

人
125,600 人

145 保育士･保育教諭、幼稚園教諭数 客観
25,728 人

(R5)
24,859 人 24,587 人

146 病児・病後児保育事業の提供回数 客観
88,718 回

(R5)
79,477 回 82,097 回

147
児童のいる世帯のうち２人以上児童のいる

世帯数割合
客観

49.4％

(R4)
49.40%

49.4％

(R10)



Ⅴ 指標⼀覧

指標名 主/客 現 状 目標

（R7）

目標

（R11）

148
６歳未満の子どもがいる世帯の夫の家事･育

児関連時間
客観

94 分

(R3)
120 分 120 分

149
放課後児童健全育成事業(放課後児童クラ

ブ)の待機児童数
客観

1,151 人

(R6)
0 人 0 人

150 里親登録者数 客観
528 人

(R5)
594 人 751 人

151 ●
住んでいる地域では、安心して楽しく子育

てできると思う人の割合
主観

54.4％

(R6)

前年度を

上回る

前年度を

上回る

152
住んでいる地域には、地域で子どもを見守り

育てる環境があると思う人の割合
主観

45.0％

(R6)

前年度を

上回る

前年度を

上回る

－
子育てとの両立がしやすい労働環境が整って

いる社会だと思う人の割合[再掲]
主観

14.7％

(R6)

前年度を

上回る

前年度を

上回る

153 温室効果ガス排出量削減率(2013 年度比) 客観
▲19.4％

(R3)
▲34% ▲45％

154 生物多様性保全プロジェクト選定件数 客観
108 件

(R5)
112 件 120 件

155 SDGs に積極的な県内企業の割合 客観
51.4％

(R6)
60.0% 70.0％

156 ● 再生可能エネルギーによる発電量 客観
73 億 kWh

(R5)
81 億 kWh 95 億 kWh

157 持続可能な社会づくりを先導する人材 客観
207 人

(R5)
369 人 474 人

158 人口集中地区の緑地率 客観
24.6％

(R2)
25.0% 25.0％

－ ●
住んでいる地域で山、川、海などの自然環境が

守られていると思う人の割合[再掲]
主観

53.2％

(R6)

前年度を

上回る

前年度を

上回る

159
製品を購入する際に、環境に配慮したもの

を選んでいる人の割合
主観

53.5％

(R6)

前年度を

上回る

前年度を

上回る

160
日頃から節電・省エネに取り組んでいる人

の割合
主観

63.9％

(R6)

前年度を

上回る

前年度を

上回る



Ⅴ 指標⼀覧

指標名 主/客 現 状 目標

（R7）

目標

（R11）

161
食品廃棄物をできるだけ出さない暮らしを

心がけている人の割合
主観

83.4％

(R6)

前年度を

上回る

前年度を

上回る

－
住んでいる地域で伝統芸能･文化などが受け継

がれていると思う人の割合[再掲]
主観

37.6％

(R6)

前年度を上

回る

前年度を

上回る

❽ 安心して暮らし続けられる地域を創る

指標名 主/客 現 状 目標

（R7）

目標

（R11）

162
地域支援人材の不足を補うため、新たに地

域支援手法に取り組む市町数
客観

5 市町

(R6)
7 市町 15 市町

－
県内の地域おこし協力隊の新規受け入れ人

数[再掲]
客観

9.7 人

(R5)
10 人 10 人

163 ●

住んでいる地域には、生活の不便さを補う

さまざまなサービスが増えていると思う人

の割合

主観
36.7％

(R6)

前年度を

上回る

前年度を上

回る

－
住民主体の通いの場への高齢者参加率

[再掲]
客観

9.1％

(R3)
11.6% 11.6％

164 ● 健康寿命(男性･女性) 客観

男性 80.41 女

性 84.93

(R2)

-
男性 81.53 女

性 86.05

165
認知症疾患医療センターと市町連携による MCI 支

援ネットワーク構築に向けた取組
客観

1 圏域

(R4)
- 7 圏域

166 認知症サポート医養成研修修了者数 客観
577 人

(R4)
- 786 人

167 本人ミーティング実施市町数 客観
8 市町

(R4)
- 41 市町

168
認知症サポーターステップアップ講座実施

市町数
客観

27 市町

(R4)
- 41 市町

169 チームオレンジのネットワーク構築市町数 客観
16 市町

(R4)
- 41 市町



Ⅴ 指標⼀覧

指標名 主/客 現 状 目標

（R7）

目標

（R11）

170

住んでいる地域での介護の安心感において

｢安心感がある｣｢どちらかといえば安心感が

ある｣の割合

主観
38.4％

(R5)

38.4％以

上
38.4％以上

171
住んでいる地域は、高齢になっても安心して暮

らし続けられる地域だと思う人の割合
主観

45.1％

(R6)

前年度を

上回る

前年度を上

回る

172 医師確保対策重点推進圏域目標医師数 客観
3,364 人

(R4)
- 3,412 人

173 へき地等勤務医師の養成数 客観
160 人

(R5)
171 人 190 人

174 特定健診受診率 客観
52.7％

(R3)
60.0% 60.0％

175 特定保健指導実施率 客観
22.7％

(R3)
30.0% 30.0％

176 がん検診受診率 客観

胃がん:43.0%

肺がん:44.2%

大腸がん:43.2%

子宮頸がん:38.9%

乳がん:42.8%

(R4)

胃がん：60%

肺がん：60%

大腸がん：60%

子宮頸がん：60%

乳がん：60%

胃がん:60.0%

肺がん:60.0%

大腸がん:60.0%

子宮頸がん:60.0%

乳がん:60.0%

肺がん:44.2%

177 がんによる 75 歳未満の年齢調整死亡率 客観

全国平均よ

りも 4.0％

低い状態

(R4)

全国平均

よりも

5.0％低い

状態

全国平均よ

りも 5.0％

低い状態

178 朝食を食べる人の割合 客観

20 歳代男

性 57.4%

20 歳代女

性 56.2%

(R5)

-

20 歳代男

性 82.0%

20 歳代女

性 84.0%

179 健康づくりチャレンジ企業登録数 客観
2,163 社

(R4)
2,400 社 2,800 社

180
住んでいる地域には、安心できる医療の環

境が整っていると思う人の割合
主観

56.3％

(R6)

前年度を

上回る

前年度を上

回る

181 心身ともに健康であると感じる人の割合 主観
51.8％

(R6)

前年度を

上回る

前年度を上

回る



Ⅴ 指標⼀覧

指標名 主/客 現 状 目標

（R7）

目標

（R11）

182

ICT(情報通信技術)などにより、どこにいて

も便利に暮らせる社会になってきていると

思う人の割合

主観
45.5％

(R6)

前年度を

上回る

前年度を上

回る

183 詐欺被害の手口や対策の認知度の向上 客観
10％

(R6)
30% 100％

184 交通事故死者数(暦年集計) 客観
109 人

(R6)

80 人

以下

前年度を上

回らない

185 ●
住んでいる地域は、治安が良く、安心して

暮らせると思う人の割合
主観

68.0％

(R6)

前年度を

上回る

前年度を上

回る

186 ● 県内 BCP 策定率 客観

17.6％

[18.4％]

(R5) ※[  ]:全

国平均

全国平均

並み
全国平均並

187 ●
災害に備えて飲料水や食料品の備蓄をして

いる人の割合
主観

74.5％

(R5)

前年度を

上回る

前年度を上

回る

188
家庭で災害に対する自主的な備えをしてい

る人の割合
主観

36.3％

(R6)

前年度を

上回る

前年度を上

回る
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